
交通環境情報の必要性

自動運転車は複数種の車載センサで収集した車両周
辺の情報を統合的に使って，認知・判断・操作をドラ
イバに代わって行いながら走行する．しかし，車載セ
ンサで収集できる情報は自車の周辺約200mの範囲で
あり，かつ物象として実在しているものしか認知する
ことができないため，インフラから無線通信等により
提供される様々な交通環境情報を利活用することがで
きれば，より複雑な交通環境下での運行を安全かつ円
滑に実現できる．（図１）
交通環境情報には，静的な情報としての高精度３次

元地図情報から，秒単位で刻々と変化する信号情報の
ような動的情報まで様々な情報があり，SIP自動運転

ではそれぞれの情報を場所，時刻や固有のID等によ
る紐付けルールを定めて，より効率的に利活用すると
いうダイナミックマップという概念に基づいて整理し
ている．（図２）
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図１　自動運転における交通環境情報利活用
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図2　ダイナミックマップの概念
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交通環境情報利活用への取組

SIP第１期では，静的情報基盤の確立に取り組み，
その研究開発成果に基づき2019年，全国の高速道路・
自動車専用道路約３万km分の高精度３次元地図情報
提供事業が開始され，高度運転支援システム及び世界
で初めて認証取得した自動運転レベル３システム搭載
車両に採用された．SIP第２期では，「交通環境情報
ロードマップ」（図３）を策定し，高精度３次元地図情
報に紐付け利用する動的な交通環境情報利活用の仕組
み構築に向けた研究開発を推進するとともに，東京臨
海部での実証実験を通じて標準化・実用化に取り組ん
だ．
また警察庁施策として「交通規制情報のデータ精度

向上」【詳細�第２章（1）⑤】に取り組むとともに，こ
れら交通環境情報の他分野での活用による新たなサー
ビスの創出に向け，地理系データの検索ポータル（MD�
communetⓇ）の構築【詳細�第5章①】にも取り組んだ．

東京臨海部実証実験の概要

3.1. 実証実験の位置づけ
インフラから無線通信等により提供される様々な交

通環境情報や自車が保有する情報の提供及び路車／車
車間の意思疎通を通信で行うことで，より安全でスムー

ズな自動運転制御を可能とする協調型自動運転システ
ムの開発では，車両開発とインフラ開発を同期させる
必要があり，様々な技術を統合していかなければなら
ない．このため交通環境情報の利活用の仕組み構築に
向けて，実交通環境下での実証実験を軸にして計画を
進めた．
①協調領域における技術仕様の決定，標準化の推進
②自動運転車両開発及びインフラ整備の加速
③�情報発信，イベントへの活用による自動運転の社会
的受容性の醸成

を目的に，日本自動車工業会とも連携し国際的にオー
プンな実証実験環境の整備に取り組んだ．
　場所の選定にあたっては，
①公道実験に適した適度な交通量及び交通環境
②国内外からの実験参加者の移動の利便性
③�東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会
の機会を利用した技術訴求等

の観点から，東京臨海副都心地域を選定した．具体的
には，一般道での自動運転を想定した臨海副都心地域，
高速道路における自動運転を想定した首都高速道路，
公共交通機関（バス，ART）の一般道における自動運
転サービスを想定した羽田空港地域，という３つの特
徴的なエリアにおいて実証実験を行った．（図4）

3.2. 2019年度‐2020年度実証実験
日本自動車工業会と協議し，東京2020オリンピック・

パラリンピック競技大会での試乗会をマイルストーン
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に置き，V2I（狭域無線通信：Vehicle�to�Infrastructure）
による信号情報，高速道路での合流支援情報等の有効
性並びに必要な技術要件の明確化に取り組むこととし
た．実証実験の方法としては，自動運転への民間投資
と，研究開発の活性化を目的とするマッチングファン
ド方式を採用した．すなわち，SIP自動運転が交通環
境情報配信設備の設置・運用並びにそれらの情報を受
信する車載機器類を準備し，実証実験の参加者は，実
験車両の準備及び実験要員ほかの実験走行に関わる費
用を負担した．自動運転研究開発を推進する機関を対
象にグローバルに参加者を募集した結果，国内外の自
動車メーカ，サプライヤ，ベンチャー企業，大学研究
機関ほか，合計29の機関が参加した．（図5）

V2Iによる実証実験環境として，お台場エリア33か
所，羽田空港周辺道路7か所の信号交差点にITS無線

路側装置を設置しV2I（760MHz帯）による信号情報
を配信した．（図６）

首都高速道路空港西ICには，ETCゲート／合流支
援情報システムとして，本線走行車両検出センサ，合
流支援情報生成サーバ及びV2I（5.8GHz帯）無線装置
を設置し，ETCゲートの稼働情報及び本線を走行す
る車両の情報を収集配信した．（図7）

『SIP第２期中間成果報告書（2018～2020）』（１）（２）（３）

で既報のとおり，V2Iによる信号情報配信実証実験に
より，様々な環境下でも信号灯色情報の配信が安定的
に可能なことを実証し，既にサービスが実用化されて
いるDSSS（Driving�Safety�Support�System）との互
換性を保ちつつISO/TS19091に準拠した仕様での自
動運転車での利活用有効性・実用性を実験参加者とも
確認合意した．
今回の実証実験を通し，自動運転での実用化に向け

た信号情報の技術的な目途付けができたが，インフラ
設置の優先度に関して参加者からは，西日による逆光
など交差点の立地条件等によって決まる訳ではなく，
“面的な情報提供”が必須であるとの意見があった．
これらの結果は，レベル4自動運転サービスの実現に
向けたRoAD�to�the�L4プロジェクトに展開し，引き

図5　実証実験参加機関（2019-2020年度）

図6　ITS無線路側装置機設置交差点（お台場）
出典：国土地理院地図（国土電子Web）

図7　ETCゲート／合流支援情報システム
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続き実装に向けた検討を進めることになっている．ま
た，このお台場地区の“面的な実験環境”については，
実験参加者からも引き続き，自動運転の開発拠点とし
て活用したいという要望が多かった．その声を受け，
次期SIPの課題候補「スマートモビリティプラット
フォームの構築」においても，次ステップに向けた研
究開発に活用していくこととなった．
一方，V2Iを使った合流支援情報配信実証実験の結

果として，『SIP第２期中間成果報告書（2018～2020）』
（1）で既報のとおり，交通流の変化時においても正確
な合流支援情報を提供するには，スポット的な情報配
信では不十分であり連続的な本線走行車両検知と連続
通信の技術を使ったより高度な情報提供システムが必
要であることがわかった．このため実際の交通流を観
測，収集したデータをもとにしたシミュレーションに
より，様々な交通流変動にも対応する合流支援情報配
信システムの成立性確認とシステム要件の導出を行っ
た．【詳細�第２章（1）④】

3.3. 2021年度実証実験
2020年より新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

が拡大したことにより，東京2020オリンピック・パ
ラリンピック競技大会は2021年度に延期になるとと
もに，当初予定していた日本自動車工業会との連携に
よる自動運転の大規模な試乗会も中止となった．また，
各社の車両開発にも少なからず影響があり，東京臨海
部実証実験の延長の要望の声も大きかったため，
2021年度も引き続き実証実験を行うことにした．
2019年度-2020年度実証実験の結果から，“面的な交
通環境情報”の配信の要望が高かったため，2021年度
実証実験では，V2Iによる信号情報の配信に加え，
V2N（広域公共ネットワーク通信：Vehicle�to�
Network）による交通環境情報の配信に取り組むこと
にした．（図8）
ヒアリングによる自動運転での利活用のニーズに加

え，ドライバへの情報提供での有効性等も考慮し，優
先順位の高い交通環境情報として以下4つの情報の生
成と配信に取り組むことにした．
（一般道路）信号情報
（高速道路）車線別交通流情報
（共通）緊急走行車両情報，降雨情報

また，2019年度-2020年度実証実験と同様に，広
く参加者を募った結果，22機関の参加があった．（図
９）

V2Nによる実証実験は，社会実装を想定したアー
キテクチャによる情報生成配信ネットワーク環境を構
築し，広域公衆ネットワーク通信（4G／LTE回線）に
より実験車両に対する情報配信を実施した．（図10）
信号情報については，ITS無線路側機を設置したお

台場33か所の信号交差点を対象にV2N情報配信環境
を準備し，V2I／V2Nの比較検証を可能とした．

V2Nによる情報利活用にあたっては，ネットワー
ク経由による伝送遅延の課題が想定される．特に高い
時間情報精度が求められる信号情報に関しては，各種
信号制御システム方式ごとに，信号サイクルタイム予
定情報生成等の技術開発を行うとともに，配信の仕組
み検討及びモデルシステムによる機能確認実験にて確

図9　実証実験参加機関（2021年度）

図10　V2N情報配信ネットワークアーキテクチャ
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認のうえで，東京臨海部実証にて検証を行った．（図
11）【詳細�第２章（1）②】
実証実験の結果，走行予定経路上の必要な交差点の

信号サイクル予定情報をネットワークからそれぞれの
車両に効率的に配信する仕組みを実装することにより，
自動運転車の走行等に活用の可能性があることを確認
した．実験参加者からは，V2Nならではの面的な信
号情報利用により，最適ルートプランニング，グリー
ンウェーブ等CO2削減への貢献も期待できるとの意見
も出された．
一方で，生成する信号サイクルタイム予定情報の精

度，フェールセーフ機能の実現に課題があり，実用化
に向け更なる研究開発が必要である．今後も引き続き
UTMS協会に設置した技術委員会において，ステーク
ホルダーによる検討が継続される予定である．

車線別の交通流情報に関しては，コネクテッドカー
の普及により走行中の車両から収集可能となった車道
レベル精度の民間プローブ情報を統計的に処理し，車
線別の渋滞末尾情報の生成に取り組んだ．車両プロー
ブ情報を一定数収集蓄積したうえで統計処理を行うた
め，その処理間隔に依存して配信情報の遅延は発生す
るが，既存サービスの車道レベル渋滞情報に比べ精細
度において優れる情報を生成配信できることを確認し
た．（図12）今後のコネクテッドカーの更なる普及，
高度な運転支援システム搭載車や自動運転車からの収
集情報の進化により，生成する情報精度の向上も期待
できる．【詳細�第２章（1）③】
緊急走行車両情報の利活用に関しては，V2Vによ

る注意喚起サービスが実用化されているが，専用無線
機の緊急車両，情報利用車両双方への搭載が前提とな
るため，広く普及には至っていない．
東京臨海部実証実験においては，模擬的に緊急走行

車両情報を生成し配信した．実験参加者からは，２～

３秒程度の伝送遅延はあるものの，相対位置や相対速
度が検出できるので，�緊急走行車の接近による自車の
回避判断に効果的であるとの評価が得られた．また，
遠隔監視型自動運転には，特に有効ではないかとの声
もあった．（図13）

また東京臨海部実証実験ではないが，V2Nによる
情報利活用のユースケースの一つとして，公共交通機
関（バス等）や緊急走行車両の信号交差点への接近情
報をV2Nで収集し，信号優先制御に活用可能かどう
かという検証も行っている．地方部における実証実験
の結果，優先されるべき車両が円滑に信号交差点を通
過できることを確認できた．【詳細�第２章（1）⑥】
降雨情報に関しては，一般財団法人気象業務支援セ

ンターが情報提供サービスを実施している「高解像度
降水ナウキャスト」を高精度３次元地図と紐付けたう
えで実証実験車両に配信した．任意のエリアを選択し
て予報情報も含めて利活用できることを実証し，V2N
により多種多様で広域にわたる交通環境情報を利活用
可能なことを実証した．（図14）

3.4. V2Nによる情報利活用課題への取組
以上述べたように，V2Nによる交通環境情報の配

信は，より広域で多様な情報の利活用の可能性があり，
将来性があることがわかった．一方で，実用化に向け

図11　V2Nによる信号情報配信

図13　V2Nによる緊急走行車両情報配信
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図12　プローブ情報を活用した車線別交通流情報配信
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ては解決すべき課題も多い．
東京臨海部実証実験においては，通信トラフィック

の増大という問題に対して，配信する交通環境情報の
具体的な利用方法を実験参加者とも議論し，情報配信
方式に対する検証を実施した．
情報配信方式としては，大容量・低頻度更新に適し

たPULL方式と，低容量・高頻度更新に適したPUSH
方式による情報利用に大別できる．（図15）実証実験
における交通環境情報の配信を通じて，両方式を使い
分けることにより通信トラフィックが削減できること
がわかった．また，ネットワークやサーバ負荷計測と
社会実装を想定したシミュレーションを行い，実用化
に向けた大規模な社会実装時に事業主体が考慮すべき
課題として以下を抽出した．
・必要情報の効率的な選択利用の仕組みの実現
・�ネットワーク経由による情報処理／伝送遅延の最小
化と影響確認

・�対象サービス規模実装に見合ったサーバ能力予測・
通信データ量の削減

【詳細�第２章（2）③】

これらの課題以外についても，協調型自動運転通信
方式検討TFにて，学識経験者，関係省庁，業界団体
（自動車，電機）等のメンバが連携して課題の洗い出
しが行われ，セキュリティ・プライバシー対策の策定
など取り組むべき課題をまとめている．【詳細�第２章
（2）①】今後，産学官それぞれ役割を分担して研究開
発を行い，また業界横断で議論・連携を深めながら，

V2Nによる交通環境情報利活用の実現に向けた取組
が推進されることを切に期待する．

3.5. V2Nによる情報利活用の仕組み検討
V2Nによる交通環境情報利活用の実現には，その

仕組みづくりも重要な課題である．欧州委員会では，
モビリティに関連するデータをネットワーク通じて収
集・活用するために各国ごとにNAP（National�Access�
Point）の設置と，NAPを使ってデータ提供する仕組
みを義務づけている．日本でも，今後実用化が進む自
動運転や高度な運転支援システムでの，モビリティデー
タ活用の実例やメリット・デメリットについては継続
的に調査が必要である．SIP第２期では，日本におけ
るV2Nによる交通環境情報利活用の仕組みのあるべ
き姿についてそれぞれの研究開発，実証実験を通じて
検討を行った．
SIP第２期の検討過程において，V2N信号情報は，

配信情報に関する高い要求精度に加え，統一されたイ
ンタフェース条件により全国的なサービスの稼働保証
ができる体制の確保が必要であるなど，多様な意見が
有識者，関係企業等のアンケート，ヒアリングを通じ
て寄せられた．これら意見を検討し，実施主体となる
一元的な信号情報センター設置の必要性と，組織が具
備すべき要件，条件を提案予定である．【詳細�第２章
（1）②】

一方，降雨情報のような気象情報については，モビ
リティ用途以外も含めた情報利用のニーズやユース
ケースに基づき，競争領域として情報提供事業の進化，
拡張が期待される領域であり，統一的な情報配信の仕
組み構築によらず発展することが望ましいと考えられ
る．これら検討結果に基づき，V2Nによる交通環境
情報利活用の仕組みについても提案予定である．【詳
細�第２章（1）③】

3.6. 社会的受容性の醸成への取組
東京臨海部実証実験における産学官の自動運転実現

に向けた取組に関する情報発信は，SIP-café，成果発
表会をはじめとする広報活動の機会を積極的に活用し
た．さらには，社会的受容性醸成に向けた試乗会イベ
ントにおいて，東京臨海部実証実験環境を使った各社
の研究開発成果として，レベル4相当の自動運転実験
車両による一般公道デモ走行，同乗試乗を実現し，自

サーバ側で算出した
エリア内の情報を配信

（PUSH）

PULL方式 PUSH方式
サーバ サーバ

車両から
配信エリアを指定

事象発生

サーバから指定エリア
の情報を受信する

（PULL）

定期的に自車位置を
アップリンク

図15　V2Nによる情報配信方式
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この先，豪雨のため自動運転
OFFにします

図14　V2Nによる降雨情報の配信
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動運転技術の研究開発進捗の現状やSIP自動運転の研
究開発成果の一端を公開することができた．（図16）【詳
細�第4章（2）③】

おわりに

第２期SIP自動運転では，交通環境情報利活用に関
する研究開発及び東京臨海部実証実験を通じて，自動
運転実現に必要な交通環境情報の要件の明確化，情報
生成と配信の仕組み構築に取り組んだ．一般道への自
動運転導入に必要なV2Iによる信号情報提供の実用化
の技術的な目途付けは完了し，レベル4自動運転サー
ビスの実現に向けたRoAD�to�the�L4プロジェクトに
展開した．今後，引き続き実装に向けた検討を進める
予定である．また，お台場地区の実証実験環境をレガ
シー化し，次期SIPの課題候補「スマートモビリティ
プラットフォームの構築」においても，次ステップに
向けた研究に活用していくこととなった．将来の面的
な情報配信のニーズから，V2Nによる様々な交通環
境情報の利活用の研究開発と実証実験にも取り組み，
その仕組みの有効性，提供情報の活用ポテンシャルを
実証するとともに，実現に向けた要件，課題抽出及び
仕組み構築に向けた提案を行った．SIP第２期におけ
る取組の成果を活用し，交通環境情報利活用の仕組み
実用化に向けての取組が継続的に推進されることを期
待する．

【参考文献】 
（1）� 小林雅文ほか：インフラ協調型自動運転のための信号情報提供

技術（V2I）の開発，SIP第２期「自動運転（システムとサービス
の拡張）」中間成果報告書（2018～2020），pp.16-23，2021．

（2）� 津田喜秋ほか：臨海副都心地域における実証実験データの分析，
SIP第２期「自動運転（システムとサービスの拡張）」中間成果報

告書（2018～2020），pp.54-62，2021．
（3）� 津田喜秋ほか：首都高速道路における実証実験データの分析，

SIP第２期「自動運転（システムとサービスの拡張）」中間成果報
告書（2018～2020），pp.68-72，2021．

【本件問合せ先】 
トヨタ自動車技術株式会社�先進技術開発カンパニー�先進技術統括部，
〒471-8572�愛知県豊田市トヨタ町１番地，担当：南方真人（masato_
minakata@mail.toyota.co.jp）

図16　自動運転実験車両によるデモ走行
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津田喜秋，吉埜孝広（三菱電機株式会社），室山晋也，磯部健太郎（アイサンテクノロジー株式会社），
渡部康祐，秋本克哉（日本工営株式会社）
Yoshiaki Tsuda, Takahiro Yoshino （MITSUBISHI ELECTRIC CORPORATION），Shinya Muroyama, Kentaro 
Isobe （AISAN TECHNOLOGY CO., LTD），Kosuke Watabe, Katsuya Akimoto （Nippon Koei Co., Ltd.）

①臨海副都心地域における実証実験

（1）交通環境情報の生成に係る技術開発

交通環境情報の構築と活用2

実証実験の概要

1.1. 実証実験の目的
東京臨海部実証実験では，交通環境情報の更なる利

用促進に向け，V2Nを利用した情報配信システムを
整備し，降雨情報，車線別道路交通情報，模擬緊急走
行車両情報，信号予定情報の配信を行い有効性の評価
を行った．

1.2. 実験エリア
本実証実験の実験エリアを図１に示す．模擬緊急走

行車両情報と信号予定情報の実験は①臨海副都心地域，
車線別道路交通情報は②首都高速道路，降雨情報は広
域情報としても評価を可能とするため①と②のほかに
③常磐自動車道から新東名高速道路でも実施した．

1.3. 実験システム
本実証実験では将来の社会実装時のアーキテクチャ

を想定し，SIP第２期自動運転（システムとサービス
の拡張）の別施策受託者と連携し，図２に示すように
「データ生成・集約部」「データ管理・配信部」「デー
タ変換・車両制御出力部」で構成する実験システムを
構築した．
各種交通環境情報をデータ集約サーバで集約し，当

該情報を高精度３次元地図に紐付け，狭中域サーバ・
LTE通信網を経由して実験車両へ配信した．車両側で
は受信した交通環境情報と自車位置情報を実験用車載
機で処理し，LANまたはCANインタフェースで自動
運転・運転支援システム（実験参加者準備）に出力，
また，受信情報をリアルタイム再生するダイナミック
マップビューアと解析ソフトウェアを準備した．

1

The Tokyo Waterfront City Area Field Operational Tests

（概要）2021年度から2022年度の東京臨海部実証実験は，公衆広域ネットワーク（以下，V2N）を利用した情報配信
システムを整備し，降雨情報，車線別道路交通情報，模擬緊急走行車両情報，信号予定情報の４種類の交通環境情報を
使った実証実験を実施した．本実証実験では国内外の自動車メーカ，サプライヤ，ベンチャー企業，大学等計22団体が
参加し，V2Nによる交通環境情報配信の有効性評価や課題整理を行った．情報配信にあたっては，情報特性に応じて
PUSH方式・PULL方式を使い分けて構築し，実用化を視野に入れ通信トラフィックの増大の影響度やネットワーク経
由による伝送遅延の影響度の評価を実施した．これらの実験結果を実験参加者と実証実験WGを通じて評価・検証し，
交通環境情報の有効性・課題についてまとめた．

キーワード：V2N，実証実験，降雨情報，車線別道路交通情報，模擬緊急走行車両情報，信号予定情報

図１　実験エリア

出所：国土地理院地図
（2021年９月28
日取得）

②首都高速道路
（羽田空港と臨海副都心等を結ぶ高速道）

③常磐道（谷田部IC）
　～新東名（清水いはらIC）

※地理院地図の淡色地図を加工作成

https://maps.gsi.go.jp/#12/35.632884/139.
810982/&base=pale&ls=pale&disp=1&
vs=c0j0h0k0l0u0t0z0r0s0m0f0

①臨海副都心地域
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1.4. 実験スケジュール
本実証実験の実施期間は2021年11月15日から2022

年12月23日である．（図３）ここで，降雨情報と信号予
定情報は実施期間全体で実施．車線別道路交通情報と
模擬緊急走行車両情報は配信時期の制約から短期間で
複数回実施した．なお，実証実験WGは実験成果の検
証と意見交換を実験参加者と行うために毎月実施した．

V2N 情報配信システムの 
構築・評価

V2Nによる交通環境情報の配信は，より広域で多
様な情報の利活用が可能であることから，実用化を視
野に入れ，クラウド上の情報を効率的に抽出する配信
方式を構築し，通信トラフィックやネットワーク経由
による伝送遅延の影響度合いの実験的評価を行った．

2.1. PUSH・PULL 方式を活用した配信システム
V2Nを活用した配信では，情報の特性に応じてデー

タ量や伝送遅延に配慮した配信の仕組みが重要となる．
このことから，本実証実験では図4に示すように低容
量・高頻度更新に適したPUSH方式と大容量・低頻度
更新に適したPULL方式の配信システムを構築し，交
通環境情報ごとの特性に応じて使い分けて実施した．

PUSH
方式

PULL
方式

図4　PUSH方式とPULL方式

PUSH方式では，車両からデータ管理・配信部の狭
中域サーバへ自車位置を定期的にアップロードし，イ
ベント発生時に車両位置に合わせて狭中域サーバから
車両へ情報を配信する．
一方，PULL方式では車両が希望エリアを指定し，

データ管理・配信部の狭中域サーバから情報を周期的
に取得する．

2.2. 交通環境情報の受信特性
2.2.1. 降雨情報特性
本実証実験で配信した降雨情報の概要を表１に示す．

一般財団法人気象業務支援センター提供の高解像度降
水ナウキャスト情報は，5分周期と低頻度で情報が提
供されるのでPULL方式で実施した．降雨情報を車両
側で受信した時のダイナミックマップビューア表示画
面を図5，降雨情報の出力例（含：予測情報）を図６
にそれぞれ示す．降雨情報は，現在時刻から30分後
までの降水量情報が配信されるため，自動運転と手動
運転の切り替えやドライバ向け注意喚起情報として利

図3　実証実験スケジュール

項目
2022年2021年

 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

実証
実験

降雨
情報
車線別
道路交通
情報
模擬緊急
走行車両
情報

信号予定
情報

実証実験WG 隔月／毎月開催

2

狭中域
サーバ

自車位置を
定期的にアップロード

事象発生

PUSH
車両位置に合わせて
イベント発生タイミング
で提供(上位サーバ側)

狭中域
サーバ

情報は時系列で
サーバに蓄積

PULL
車両から
エリア番号
を指定

車両位置に合せて
周期的に取得
(車両側)

図2　実験システム構成

＊1：「東京臨海部実証実験の実施」受託者担当（本論文著者）
＊2：「車線別プローブ等を活用した自動運転制御の技術検討及び評価」受託者担当
＊3：「狭域・中域情報の収集・統合・配信に係る研究開発」受託者担当

車線別道路
交通情報

模擬緊急走行
車両情報

降雨情報

信号予定情報

データ集約
サーバ

紐付け配信
機能＊1

狭中域
サーバ

V2N端末
（モバイルルータ）

実験用車載機
（BOX型PC）

自動運転・
運転支援システム
（実験参加者準備）

高精度地図を
紐付け・変換

GNSS
受信機

（V2I端末）

PUSH型
PULL型

ダイナミックマップビューア
（リアルタイム表示／
ログデータ再生）

データ生成・集約部＊2 データ管理・配信部＊3

データ変換・車両制御出力部（実験車両側）＊1

LTE

高精度
地図
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用できる可能性がある．

表１　降雨情報の概要
情報源 一般財団法人気象業務支援センター

提供情報
「高解像度降水ナウキャスト」または「高解像度降水ナウキャスト（5
分間降水量）」（250m格子単位での5分間の積算降水量，実況解析
と5分ごと30分後までの予測値，バイナリデータ）

提供範囲 SIP第１期・第2期高精度3次元地図範囲（臨海副都心＋首都高，常
磐道，東名・新東名）

配信方式 PULL方式

2.2.2. 車線別道路交通情報特性
車線別道路交通情報の概要を表２に示す．車線別道

路交通情報は，高速道路を走行中の車両から提供され
たプローブ情報から生成した渋滞末尾や支障発生個所
の座標・車線情報等を車両側に提供する．その際，車
両側で搭載している高精度地図データと当該情報を関
連付けする必要があるため，図２に示した紐付け配信
機能で当該情報を高精度地図上のCRP（Common�
Reference�Point：位置参照点）からの距離または高
精度地図上の座標に変換（ISO17572-4準拠）して車
両側に提供する．車線別道路交通情報は１分周期と低
頻度で更新されるためPULL方式で実施した．車線別
道路交通情報受信特性を図7に示す．

図7では，全車線で発生した渋滞末尾に実験車両が
遭遇し，速度を落としながら走行し，渋滞が解消され
たことで速度を上げて走行したことがわかる．

2.2.3. 模擬緊急走行車両情報特性
模擬緊急走行車両情報の概要を表３に，受信特性を

図8にそれぞれ示す．模擬緊急走行車両情報は，100m
秒ごとの車両位置情報を２秒周期と高頻度で更新して
配信されるためPUSH方式で実施した．
図8は，車両前方に記録された模擬緊急車両の通過

図5　降雨情報受信時のダイナミックマップビューア表示画面
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図7　車線別道路交通情報受信特性
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図8　 模擬緊急走行車両情報受信時の車両前方画像とダイナミックマッ
プビューア表示画面
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表3　模擬緊急走行車両情報の概要
情報源 模擬緊急車両（レンタカーを使用）

提供情報 模擬緊急車両の100m秒ごとの位置情報を2秒周期で配信（100m
秒×2秒＝20個のGNSS情報をまとめて配信）

提供範囲 臨海副都心地域の一般道
配信方式 PUSH方式

表2　車線別道路情報の概要
情報源 プローブ情報（OEM・カーナビメーカ）

提供情報
渋滞末尾位置情報，支障発生個所位置情報（１分周期，①発生時刻，
②消滅時刻，③発生地点，④路線名，⑤車線番号，⑥発生地点確度，
⑦渋滞確度）

提供範囲 首都高羽田線・湾岸線
配信方式 PULL方式
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画像と実験車両と模擬緊急車両の位置関係をダイナ
ミックマップビューア表示で示している．また，実験
車両と模擬緊急車両がすれ違った場合の車両間距離と
速度特性を図９に示す．本実証実験を通じて，将来の
社会実装時の緊急走行車両情報のユースケース検討や
車両挙動の検討が可能となった．

2.2.4. 信号予定情報特性
信号予定情報は，信号予定情報生成サーバで当該交

差点の灯色情報を青信号開始時刻３秒前に生成し，
データ生成・集約部とデータ管理・配信部を介して実験
車両に提供される．信号予定情報の概要を表4に示す．

表4　信号予定情報の概要
情報源 警視庁

提供情報

信号サイクル確定時の灯色の予定情報
今回の実験は，信号予定情報開始時刻の3秒前に生成・提供，サイク
ル開始時刻（主道路が青になる時刻）とそこからの2サイクル分の各
進入方路の退出方路ごとの灯色情報を提供

提供範囲 臨海副都心地区信号機
配信方式 PUSH方式，PULL方式，交差点指定PUSH方式

信号予定情報の実験では，将来の社会実装を想定す
ると様々な使い方が考えられ，本実証実験では表5に
示す３種類の方式で実施した．

表5　信号予定情報の配信方式
方式 特徴

PUSH方式
自車位置をデータ管理・配信部の狭中域サーバへ１秒ごとに車側か
ら提供し，自車を中心とする指定半径距離内の交差点信号予定情報
を１秒周期で配信してもらう

PULL方式 自車位置を中心とした矩形エリア内の交差点信号予定情報を１分周
期で車両側からデータ管理・配信部の狭中域サーバに要求し取得する

交差点指定
PUSH方式

走行ルート上の交差点ID情報（複数設定可能）をデータ管理・配信
部の狭中域サーバに要求し，該当情報を信号予定情報の更新周期単
位に配信してもらう

車両制御部へ
の出力方式

PUSH方式とPULL方式の場合は受信した信号予定情報のうち，車
両進行方向の交差点の信号予定情報を100m秒ごとに出力，また，
交差点指定PUSH方式の場合は指定した交差点の信号予定情報を
100m秒ごとに出力

図10に信号予定情報の受信特性を示す．ここでは，
交差点指定PUSH方式を示す．
図10は，（1）に示すようにお台場中央第一（北側）

手前から図中の３交差点の信号予定情報を要求した
ルート１の場合と（2）に示すように台場交差点手前
から図中の4交差点の信号予定情報を要求したルート

２の場合の信号灯色情報を示している．走行経路に
沿った交差点の信号情報が複数同時に把握可能である
ため，交差点での一時停止を回避可能となることがわ
かり，走行ルートの最適選定に有効である．

図9　実験車両と模擬緊急車両の速度及び位置関係
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図10　交差点指定PUSH方式信号予定情報受信特性

（1）ルート１の場合

台場

お台場中央
第一
（北側）

方路3
↓

方路2

お台場中央
第二
（南側）

方路4
↓

方路2

テレポート
駅前

方路3
↓

方路1

情報取得開始

テレポート駅前

ビューア画面

お台場中央第一（北側）
お台場中央第二（南側）

走行
経路

台場

（2）ルート２の場合

台場
方路3
↓

方路2

お台場中央
第一
（北側）

方路4
↓

方路2

お台場中央
第二
（南側）

方路4
↓

方路2

テレポート
駅前

方路3
↓

方路1

情報取得開始

テレポート駅前
ビューア画面

お台場中央第一（北側）

お台場中央第二（南側）

走行
経路

台場

SIP最終成果報告書_2版.indb   44SIP最終成果報告書_2版.indb   44 2023/02/22   13:272023/02/22   13:27



2.3. 配信システムの評価
2.3.1. 時刻同期特性
ネットワーク経由による伝送遅延の影響度を評価す

るため図２に示した「データ生成・集約部」「データ
管理・配信部」「データ変換・車両制御出力部」の時
刻同期を実施したうえで，配信システムの遅延時間を
評価した．結果，各装置の時刻ずれは最大±20m秒に
抑えることができ，配信情報のネットワーク遅延評価
を可能とする試験系を構築できた．

2.3.2. 伝送遅延特性
本実証実験では，情報により配信方式が異なるため，

各配信方式の通信トランザクションと遅延時間を図
11（1）に示す．
（1）降雨情報の伝送遅延特性

降雨情報は，図11のPULL方式を採用した．降雨情
報の伝送遅延は，図２に示したデータ生成・集約部か
らデータ変換・車両制御出力部（実験車両側）の実験
用車載機（BOX型PC）の出力まで10秒から130秒生
じた．一般財団法人気象業務支援センターのデータ配

信周期は5分であることから，伝送遅延に問題はない
と思われる．なお，データ要求の間隔を１分以下にす
る場合は通信トラフィック増に繋がるため，現在の設
定が望ましい．
（2）車線別道路交通情報の伝送遅延特性

車線別道路交通情報配信は，降雨情報と同様に
PULL方式を採用していることから，車線別道路交通情
報の伝送遅延もデータ変換・車両制御出力部（実験車両
側）の実験用車載機（BOX型PC）の出力まで最大66秒
生じた．情報源の配信周期と同程度であり実験運営的
に問題ない．なお，車線別道路交通情報は１分周期と
低頻度で更新されることから，現在の設定が望ましい．
（3）模擬緊急走行車両情報の伝送遅延特性

模擬緊急走行車両情報は，図11のPUSH方式を採用
した．図２に示したデータ生成・集約部からデータ変換・
車両制御出力部（実験車両側）の実験用車載機（BOX型
PC）の出力までの伝送遅延は最大1.3秒であった．今回
の実験では２秒周期で模擬緊急走行車両情報が提供さ
れることから伝送遅延の影響はない．今後，緊急走行
車両情報が１秒周期で配信される場合は伝送遅延を１
秒以下にする検討が重要となるが，緊急車両の接近を
事前に把握することでこの伝送遅延の影響は受けなくな
ると予想される．このことも含め緊急車両情報の利用方
法や想定ユースケース等について検討を深めることが重
要である．
（4）信号予定情報の伝送遅延特性

信号予定情報は，図11に示した３方式で図２に示した
データ管理・配信部の狭中域サーバとデータ変換・車両
制御出力部（実験車両側）の実験用車載機（BOX型PC）
の出力までの伝送遅延を測定した．PUSH方式では，狭
中域サーバから実験用車載機に１秒周期で信号予定情
報が提供されたことで１秒程度の遅延となった．PULL
方式では，車両側から１分周期で狭中域サーバへ情報提
供を要求したことで60秒以上の遅延が生じた．一方，交
差点指定PUSH方式では，車両側からデータ取得希望
交差点情報を要求（MQTTプロトコル）し，要求に応じ
た交差点の最新の信号予定情報を配信するため，通信
負荷も低く抑えることができ，かつ遅延時間も100m秒
程度となり３方式の中で伝送遅延を最も短く抑えられる．
３秒前に予定情報を確定し，100m秒程度の遅延なので，
信号サイクル開始に対して十分な余裕を持って信号情報
の利用が可能である．信号予定情報では交差点指定
PUSH方式を採用することが望ましい．

PUSH方式

PULL方式

交差点指定
PUSH方式

図11　 配信方式（PUSH方式・PULL方式・交差点指定PUSH方式）の
通信トランザクションと遅延時間
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交通環境情報の有効性

4種類の交通環境情報について，実証実験の実施と
全実験参加者及び実験環境提供者，内閣府，関連省庁，
NEDOなどが参加する東京臨海部実証実験WGでの
議論を通じて有効性を検討した．

3.1. 降雨情報の有効性
本実証実験で配信した降雨情報は，自動運転と手動

運転の切り替えやドライバ向け注意喚起，旅行時間予
測，車速調整や車間距離調整等，幅広い活用方法が想
定される．また，降雨情報を運転支援・自動運転シス
テムで活用する場合，情報生成から伝達までの所要時
間短縮により，急激な気象変化にも対応できる可能性
が高まる．実用化に向け降雨情報の利活用のユース
ケースの明確化・具体化と，ユースケースを踏まえた
情報配信システムについて継続検討することが望まし
い．

3.2. 車線別道路交通情報の有効性
車線別道路交通情報は，渋滞発生時（出口から路側

帯まで延伸した渋滞含む），車両制御判断（追従・車
線変更）を行う場合や，走行支障事象（事故・落下物
等）の事前把握による早目の車線変更や走行経路変更
などのドライバへの注意喚起情報として活用が大いに
期待されると考えられる．これらのシーンで，自動運
転から手動運転への引継ぎ要求や予備減速，車線変更，
経路変更等に活用することも想定される．また，本実
証実験で配信したメッセージ内容は，情報信頼度，統
計情報に基づく渋滞確率，渋滞伸縮状況，渋滞末尾位
置平均車速，末尾と先頭の対応付けに関する追加要望
があり，車線別道路交通情報生成を担った受託者とも
共有を図った．

3.3. 模擬緊急走行車両情報の有効性
模擬緊急走行車両情報は，緊急車両の接近を事前検

知できる点で運転支援・車両制御に利活用が可能である．
本情報を活用するユースケースとして，緊急車両接近
時に必要な対応を行うための時間猶予の確保（例：減速，
停止，路肩退避，自動運転から手動運転への切替やド
ライバへの警告等）や高精度地図データとの組合せによ
る「緊急車両接近が自車への直接影響の有無」の確認や，

カメラ検知の緊急車両が緊急走行中か否かの判別等へ
の活用も想定される．社会実装に向けて緊急車両接近
時の自動運転車両挙動について，業界内でユースケー
スや情報の利活用についての議論を希望する．

3.4. 信号予定情報の有効性
信号予定情報（V2N）は，狭域通信（V2I）で有効で

あった灯色認識阻害シーンや通過判断差異シーン（2）

で同様に，本情報を活用するユースケースを確認した．
自車両周辺以外の広域情報も受信できるため，走行
ルート計画に適用することで停車回数減少・所要時間
短縮や，カーボンニュートラルにも貢献できる可能性
がある．また，信号間隔が長い郊外や地方部でも巡行
速度設定や運転支援に利用できる可能性から，V2N
信号予定情報配信エリアの面的拡大により，自動走行
可能エリアの拡張を助けることも期待される．社会実
装に向け継続的に議論することが望ましい．

おわりに

臨海副都心地域での公衆広域ネットワーク（V2N）
を利用した情報配信システムを整備し，降雨情報，車
線別道路交通情報，模擬緊急走行車両情報，信号予定
情報等の配信実験を実施し，実験結果と実証実験WG
での議論を通じて，配信システムや情報利活用の評価
及び課題整理を実施し有効性を検証した．今後，本実
証実験で確認した課題や有効性を踏まえ，ユースケー
スの明確化や交通環境情報配信の活用シーンの議論を
進め，社会実装を進めることが望ましい．

【参考文献】 
（1）� 東京臨海部実証実験コンソーシアム：2021年度「戦略的イノベー

ション創造プログラム（SIP）第２期／自動運転（システムとサー
ビスの拡張）／東京臨海部実証実験の実施」成果報告書2022年
３月，pp.�42-73，2021．

（2）� 津田喜秋ほか：臨海副都心地区のおける実証実験データの分析，
SIP第２期「自動運転（システムとサービスの拡張）」中間成果報
告書（2018～2020），pp.�54-62，�2021．

【本件問合せ先】 
三菱電機株式会社�鎌倉製作所�ITシステム部�空間情報システム課，
〒247-8520�神奈川県鎌倉市上町屋325，0467-41-6228，担当：津
田喜秋
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畑﨑由季子（日本信号株式会社），高柳雄一（パナソニック コネクト株式会社），
馬渕透（オムロンソーシアルソリューションズ株式会社），川邉俊一（一般社団法人 UTMS 協会）
Yukiko Hatazaki（NIPPON SIGNAL CO., LTD.），Yuichi Takayanagi（Panasonic Connect Co., Ltd.），Toru Mabuchi

（OMRON Social Solutions Co., Ltd.），Shunichi Kawabe（UTMS Society of Japan）

② インフラ協調型自動運転のための
信号提供技術（V2N）の開発

（1）交通環境情報の生成に係る技術開発

交通環境情報の構築と活用2

研究の目的

自動運転車両は，車載カメラにより信号灯色を認識
するが，カメラ単体では信号灯色を認識できない場合，
逆光による認識精度が低下する場合等の課題が認識さ
れている．その対策として，インフラから信号情報提
供を行うことが求められており，既にV2I方式が開発
されているが，整備コスト面で課題があった．そのた

め，低コスト化を目的とし，クラウド等を活用した新
たな信号情報提供手法を確立するための研究開発を
2018年度からスタートさせた．（表１）
信号情報の提供手法については，交通管制センター

や交通信号制御機（以下，信号制御機）で生成される
信号情報をLTE等の回線を介して警察庁信号情報集
約システムに一旦集約した後，配信センターに送り出
すシステム構成を基本とし，管制方式，集中方式，制
御機方式の３方式による実現が適用可能性の高い手法
であると判断した．
３方式について，図１に示す．

信号情報センターの社会機能的要
件の検討

本事業で検討された社会実装モデルは，図２のとお
りである．このモデルでは，信号情報の直接の利用者
のほか，自動運転推進企業，自動運転バスを運行する
地方自治体等に負担を求めている．
交通信号機を管理する都道府県警察から車両までの

経路の中で，非競争領域（警察の領域＋協調領域）と
競争領域の間に存在する信号情報センターについては，

1

2

Technological Development to Provide Traffic Signal Information 
to Automated Vehicles Connected to Infrastructures （V2N）

（概要）自動運転のための信号情報の要件として，信頼性向上及び可用性向上の観点から，信号情報と実際の灯色の誤差を
±300ミリ秒以下とすること，信号情報の異常を検出し異常発生を車両に通知すること及び様々な信号制御において信号
情報提供を実現することの3項目が抽出された．まず，V2I方式を対象とし，2020年度までにV2Iを用いた信号情報提供
インフラ技術仕様を決定した．次いで，整備コストの低減等の観点から，2019年度にモバイル回線を利用するV2N方式
について検討に着手した．2021年度までに，埼玉県における実証実験等を経てV2N方式による信号情報提供技術の確立
に取り組んだ．また，V2N方式の検討の中で想定してきた社会実装モデルの中核を構成する信号情報センターの社会的機
能要件についても検討した．こうした検討を踏まえて，2022年度には，17か所の交通信号機から模擬車載機までの一連
の構成要素を統合した実証実験を実施し，3つの信号情報提供方式とシステム全体構成の有効性を検証した．

キーワード：V2N，信号情報提供，信号情報センター，MQTT
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表１　研究開発の全体計画

2018
年度

事例調査及び実現可能性が高い手法の課題検討
・信号情報の提供を可能とする路車間通信以外の手法の事例調査
・路車間通信以外の信号情報提供手法の整理
・実現可能性等が高い手法の実現に向けた課題への対応策の検討

2019
年度

模擬システムによる検証及びモデルシステムの仕様書案作成
・信号情報提供手法に対する機能・技術要件の詳細化
・3つの信号提供手法案の模擬システムによる検証
・2020年度事業において構築するモデルシステムの仕様書案の作成

2020
年度

単一都道府県でのモデルシステム実証及び信号情報集約システムの仕様
検討
・単一都道府県警察での信号情報提供モデルシステムの整備・検証
・警察庁信号情報集約システムの仕様の検討

2021
年度

社会実装に向けた信号情報センターの在り方の検討
・信号情報センターの要件の検討
・他の情報との連携・統合に関する検討
・信号情報の精度向上に向けた検証

2022
年度

都道府県警察システム，警察庁信号情報集約システムの構築及び検証
・都道府県警察での信号情報提供システムの構築・効果検証
・警察庁信号情報集約システムの構築
・効果検証
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社会実装の成否に決定的な役割を果たすことから，ヒ
アリング・アンケート等の手段により有識者，関係企
業等の意見を聞いた．

その結果は，的確なニーズの把握，地方のニーズへ

の配慮，交通情報提供を担ってきた機関の保有する人
材・知見の活用，初期費用及び維持費用の負担に関す
る慎重な配慮の必要性等多様な内容を含むものとなった．
必要な社会的機能要件については表２のとおりである．
各種人材の必要性についての意見が複数あった．また，
全国的に統一されたインタフェース条件により同レベ
ルのサービスを提供する必要があり，24時間稼働でき
る全国的な体制の確保が必要であるという意見があった．
実施主体の条件については，図３のとおり．

信号情報提供の手法について

3.1. 管制方式の概要
管制方式は，集中制御の信号制御機を対象に交通管

制センターに設置する信号情報配信装置により信号情
報を生成する方式である．
集中制御とは，交通管制センターにおいて，感知器

情報等を用いてサイクル長，スプリット，及びオフセッ

表2　必要な社会的機能要件
項目 必要な社会的要件 課題

組織体の運
営

・経営企画機能
・ファイナンスの確保機能

・ 人材確保（受益者負担の確保
を含むファイナンス経験）

・ 関係機関との意思疎通の円滑性

信号情報の
中継

・ 中継に関するオペレーション
機能

・ イベント発生時のリカバリー
対応機能

・ 人材確保（オペレーション経験）
・類似業務の経験

信号情報セン
ター施設の整
備・維持・管理

・ 信号情報センター施設の企画・
設計及び関係する発注機能

・セキュリティ管理機能
・日常的な障害処理
・顧客へのサポート

・ 人材の確保（フィールドエンジ
ニアリング機能）

・類似業務の経験

顧客への技
術的な接続

・接続用装置等の設置（信号情
報センター施設の工事施行含）
等実施機能

・ 人材確保（技術管理能力）
・類似業務の経験

顧客への手
続的な接続

・受付（条件の確認）機能
・ 費用（受益者負担分）の徴収機

能

・ 人材確保（カスタマーサービス
経験）

・類似業務の経験
顧客への技
術的サポート

・ 仕様，規格等の確認等の技術
サポート

・ 人材確保（新規開発した信号
情報提供技術に関する知見）

※　 赤字の人材は信号情報センターで確保することが必要．オペレーション，施設関係
は外部依存も可能．

・数の限定
・既存組織の活用
・経験組織の参画

道路交通法
との関係

従来の交通情報よりも重要性が高い信号情報等を担うという観点から，少なく
とも道路交通法施行規則第38条の７第２項を満足することが必要

「道路の交通に関する情報を提供することにより道路における交通の安全と円滑
に寄与することを目的とする・・・・・同条第一項に規定する交通情報の提供に
係る事務を行うのに必要かつ適切な組織，施設及び能力を有する」（道路交通法施
行規則第38条の７第２項）

社会的要件
の充足

考慮するべき
事項

必要な社会的要件を充足することが必要
・機能要件のうち，施設整備，技術サポートその他技術的な解決を図ることが
適当な項目については，他の組織に依存することが可能

・警察と競争領域の間を中継するという事業の性格上，警察側の負担，セキュ
リティの維持等の観点からは，信号情報センターを担う組織はできるだけ少
ない数（特段の問題がなければ１組織）とすることが適切

・永続的に発展することが予想される自動運転を支えるという性格上，サステ
ナビリティを担保する経営の確実性が重要であり，一定の実績を保有する既
存の組織体の事業を拡大することにより実現することは一つの方法

・企画，経営判断等に必要な人材確保の必要性から，交通情報の分野において，
経験を有する組織の参画が必要

図3　実施主体の条件
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信号情報センター 配信センター

都道府県警察

警察庁

費用負担
・自動運転推進関係企業等
・地方自治体　等

費用負担
受益者

信号情報等

信号情報センター設備
信号情報集約システム
経済的負担
信号情報配信装置

￥

￥

￥

￥

i

i

i

i

i

i

非競争領域 競争領域

￥

￥

i

図2　社会実装モデルのイメージ

交通管制センター 配信センター
（民間の事業者サーバ等）

交通管制センター
配信センター

配信センター

信
号
予
定
情
報

管制方式

集中方式

制御機方式

交通信号制御機で信号予定情報を作成する方式
★交通管制センターから遠隔制御されている信号制御機
が対象

各交差点の交通信号制御機で現在の灯色情報と信号予定
情報を作成する方式

警察庁信号情
報集約システム

警察庁信号情
報集約システム

警察庁信号情
報集約システム

交通管制センター

信
号
予
定
情
報

信号情報
センター

信号情報
センター

信号情報
センター

交通管制センターで信号予定情報を作成する方式

専用回線

専用回線

LTE回線

★単独で動作している信号制御機が対象

＊ 配信センターは仮称．
信号予定情報

図１　信号情報提供方式
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トからなる信号制御パラメータを決定し信号サイクル
が始まる前に信号制御機に指令する制御であり，信号
情報はサイクルごとに異なる可能性がある．
管制方式では，信号制御機の前サイクルの制御履歴

と信号制御機に指令した信号制御パラメータを用いて，
信号情報を予測する．この方式では，制御履歴に付加
されるタイムスタンプの精度が重要となる．
埼玉県における実証（2020年度）では，当時の信号制

御機の時刻精度が低かったため，目標の信号情報の精
度が得られていない．そのため，2021年度，GPSによ
る時刻同期が追加された信号制御機の最新仕様を対象
とし，工場内検証で目標性能が得られることを検証した．
2021年度の検討の過程で新たな課題として，信号

制御機にはオフセット追従時のスプリットを自ら決定
する機能があるが，秒数の100ミリ秒以下の端数処理
の方法がメーカごとに異なるため，最大で200ミリ秒
程度の誤差が生じることが認識された．本事業を受託
した企業のうち１社の信号制御機については，その端
数処理方法に合わせた信号情報作成を行うことで誤差
は生じないこと実証した．（図4）他社製の信号制御
機に対して，実施可能な対策がないか検討している．
信号情報配信装置の主な機能を表３に示す．信号情

報の生成，配信，及びデータ蓄積機能に加え，信号情
報を管理するための交差点管理情報，信号情報の精度

を常時監視する信号予定情報検証機能等を有する．ま
た，同装置はMQTTブローカー機能を持ち，信号情
報集約システム，信号情報路側機などの外部機器との
通信をMQTTプロトコルにより行う．
MQTTプロトコルは新しい情報をプッシュ型で送

信できるため，低遅延で信号情報を配信するうえで有
利であることから採用している．通信メッセージは，
信号情報を生成，または利用する各装置が参照する共
通規格案に基づき作成される．

3.2. 集中制御方式の概要
集中方式は，管制方式と同様に集中制御機を対象と

している．管制方式と異なり，信号制御機側で信号情
報を生成することから，管制方式で実現できない感応
制御等の即時処理にも対応することができる．
SIP事業「自動運転の実現に向けた信号情報提供技

術等の高度化に係る研究開発」（2020年度終了）にお
いて，既に信号制御機における信号情報の生成方式が
確立されているため，集中方式の実現においては，当
該方式に準ずることを前提としている．

3.3. 制御機方式の概要
制御機方式は，通信機能を有しない非集中制御の信

号制御機を対象とする方式である．現在運用されてい
る信号制御機に信号情報路側機を追加する方式（路側
機方式）と信号情報を生成できる信号制御機と無線機
器を追加する方式が検討された．
路側機方式は，灯色信号のON／OFFをCTセンサ

で検知し信号情報を生成する方式である．非集中制御
の交通信号機では曜日と時刻に応じた信号制御が行わ
れるため，信号情報の予測が容易に行える．ただし，
信号パターン変更時にオフセット追従が行われるため，
誤差300ミリ秒以内の精度での予測は難しく，2020
年度の埼玉県における実証試験では精度低下が見られ
る課題があった．そのため，2021年度に100ミリ秒
単位でオフセット追従時の動作を学習する方法により
対策を図った．

県警モデルシステムによる検証

4.1. 県警モデルシステム概要
図5に県警モデルシステム構成概要を示す．
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表3　信号情報配信装置の主な機能
機能名 機能概要

情報収集 端末制御ブロック経由で信号情報生成に用いる情報を信号制御
機から収集する．

信号情報生成，
配信

管制方式の信号情報を生成し，ＭＱＴＴブローカーを介して配信
する．

信号情報変換，
配信

集中方式の信号情報を変換し，ＭＱＴＴブローカーを介して配信
する．

データ蓄積 ＭＱＴＴブローカーで更新された各種情報をデータベースに蓄積
する．

信号情報監視 信号情報の配信が停止していないか監視する．
信号情報検証 管制方式の信号情報の精度を検証する．
ＭＱＴＴブロー
カー

信号情報集約システム，信号情報路側機等から接続を受け，情報
配信する．

自工会要望
事項

凡例

－ ＋

管制方式
誤差理論値

管制方式プロト
タイプ
誤差検証結果

誤差0
300ms

380ms380ms

150ms 150ms

300ms

：信号制御機時刻誤差（100ms以内） 
：灯色誤差（50ms以内） 
：オフセット追従時誤差（200ms以内と想定） 
：車載機時刻誤差（30ms以内） 

図4　管制方式の誤差モデルと検証結果
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4.2. 検証の目的
本検証の目的は，多種多様な交差点の信号情報を精

度よく，かつよりコストを低減できる方式で提供でき
ることを運用中の機器を用いて実証することである．
そのため，表4に示す交差点を対象に検証を行う．

4.3. 検証項目
表5に県警モデルシステムを用いた主な検証項目を

示す．

4.4. 検証方法
信号情報の精度検証は，2020年度の埼玉実証と同

様，信号灯器と模擬車載機を動画撮影し，信号灯色の

変化時における信号情報の残秒数で誤差を算出するこ
とで行う．図６に2020年度の埼玉実証における検証
風景を示す．動画撮影のほか，各機器に蓄積された情
報を比較し，遅延時間の算出やデータ間の整合性を検
証した．

信号情報集約システムと 
信号情報センター

5.1. 機能の概要
信号情報提供サービスの概要図を図7に示す．
信号情報集約システムは，47都道府県に設置され

る信号情報配信装置からの信号情報を収集し１つにま
とめる．収集された信号情報は，いずれの方式で作成
されたものでも同じフォーマットであり，同様に扱え
る．一方，信号情報センターは受信した信号情報を民
間の各信号情報配信センターへ配信する．また，社会
的機能実現のため，配信履歴の管理機能，運用実績の
集計機能，及び信号情報のフォーマット検証等の運用
支援機能を有する．
都道府県警察の交通管制システムでは，管制方式，

集中方式，制御機方式のいずれかの方式により信号予
定情報を生成し，信号情報配信装置を介して配信する．
次に，警察庁に整備される信号情報集約システムは，
全国の信号情報配信装置から配信される信号予定情報
を集約し，信号情報センターへ配信する．最後に，信
号情報センターは，民間事業者により運営される配信
センターへ信号予定情報を配信する．最終的には配信
センターを介して，自動運転車両に信号予定情報が配
信される．
信号情報センターの社会的要件を考慮し，信号情報

集約システム及び信号情報センターの立場から各シス

表4　方式ごとの検証交差点と信号制御の状況
　　項目

方式
対象交差

点数
リコール
制御数

右折感応
制御数

系統
制御数

夜間
閃光数

管制方式 9注） 6 0 9 0
集中方式 6注） 3 3 4 0
制御機方式 5 1 0 4 4

注）3交差点で管制方式，集中方式の両方を実施．

表5　県警モデルシステムを用いた主な検証項目
観点 検証項目

信号情報生成
に関する検証

管制方式，及び制御機方式の精度向上
リコールや右折感応等の各信号制御への対応確認

信号情報配信
に関する検証

通信インタフェースの標準化に関する検証
交差点定義情報に関する検証
通信遅延時間の検証
模擬車載機におけるΔt 確保の検証

実環境，実運用
に着目した検証

信号情報集約システムとの接続に関する検証
実回線の性能，GPSの受信環境等による信号情報精度への影響
に関する検証
信号情報提供の長期稼働に関する検証
信号情報提供状態の監視に関する検証
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図6　動画撮影風景

図5　県警モデルシステムのシステム構成概略

交通管制センター

信号制御ブロック

端末制御ブロック

端末対応装置

アナログ回線または
広域イーサネット回線

管制方式

集中方式

制御機方式

システム管理
ブロック

交通信号制御機
（版5対応)

交通信号制御機
（集中方式対応）
集中制御

凡
例

信号情報路側機

LTE回線

信号情報配信装置

信号情報集約
装置へ

交通信号制御機

新設または更新を示す．
改造を示す．

非集中制御（地点制御）
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テム機能を検討し，信号情報の規約整合性の確保と提
供情報の管理を信号情報センター側に持たせ集約シス
テム側はルートの一本化並びに通信監視のみとする機
能の整理を行った．

5.2. 信号情報受信までの統合環境での通信時間評価

信号情報センターでは，全国の数千を超える交差点
の信号情報の配信を行い，またデータの蓄積機能等も
検討しているが，処理遅延時間が大きくなることが懸
念さるため，図8に示すシステム構成により，模擬信
号制御機から模擬車載機までを一気通貫する通信負荷
検証環境についてMQTTプロトコルを共通プラット
フォームとして活用することで構築した．
信号情報センターシステムの性能を測定し，より高

速に信号情報を伝達するための考察を行ったが，信号
情報センターから車載機までは競争領域であり，あく
まで実装の参考例である．
信号情報は，灯色が黄色になるΔt秒前（Δtは，5

秒程度）に車載機に届く必要がある．そのため，簡易
な模擬システムを構築し，通信遅延時間を計測した．
信号情報集約装置と信号情報配信センター間は，

2048交差点（4県接続状態）での必要な帯域を机上で
設計し，低帯域（12.5Mbps）環境を構築した．（図8
のA-B間帯域）また信号情報配信センターと模擬車載

機間は１秒間隔のMQTT-PING通信により通信呼を
永続的に確立した．
図8の各区間の通信時間含む遅延時間の１日の平均

結果を図９に示す．
信号予定情報は複雑な交差点を想定し585byteの

データを用いた測定を行った．

路側の交通信号機から模擬車載機までの時間とし１
秒程度でデータ伝送が可能であることを示すことがで
きた．模擬環境での限定的な条件下ではあるが，実環
境と同程度の装置を介してサービスとして成立するこ
とを示せたのは非常に意義が大きい．

5.3. 2022年度検証環境について
2022年度は，県と警察庁は仕様書に基づいて整備

した信号情報配信装置及び信号情報集約システム，信
号情報センターから車載機までは模擬装置という構成
の検証環境を準備して検証を行った．（図10）
また，回線網については，他のSIP実証実験環境に

合わせて閉域網での評価を行った．

信号情報
配信装置

信号情報
集約装置

都道府県警察 警察庁 民間等

データベース
A B C D

MVNO環境

模擬車載端末

Z
E

信号情報
配信センター

車載装置
（Android端末）

信号情報
センター

図8　一気通貫試験環境
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管制方式　集中方式　制御機方式

主な役割：情報生成 主な役割：情報集約

信号予定情報の生成

交差点管理情報の登録

信号情報受信送信

通信履歴照会

主な役割：情報配信
信号予定情報の
配信管理

正確性等の担保

Ａ県 信号情報
配信装置

信号情報
集約装置

信号情報
配信センター

信号情報
配信センター
事業者A

信号情報
配信センター
事業者B

Ｚ県 信号情報
配信装置

都道府県警察
交通管制センター

警察庁
集約システム

信号情報センター
運営主体者

民間信号情報
配信センター

L1
L2 L3

信号予定情報
交差点管理情報

MQTT

車の進行方向の情報取得

C2
C1

図7　信号情報集約システム等の機能の概要
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信号情報センターから車載機までの模擬装置による
検証環境は社会実装時により近いと想定される環境で
整備することを目的とするものである．

信号情報と高精度３次元地図の 
連携に関する検討

第２期SIP事業で，2019年度から2020年度に実施
された東京臨海部実証実験では，「自動運転の実現に
向けた信号情報提供技術等の高度化に係る研究開発」
の成果を活用し，高精度３次元地図と紐付けた信号情
報提供を実施している．そこで，その方式について調
査を行い，信号情報と高精度３次元地図の連携に必要
な情報を次のとおりまとめた．
・交差点情報：　交点IDと交差点の位置情報
・�地図上でどの交差点を指すのか特定するための情報
・信号灯器情報：　灯器IDと位置情報
・走行ルート：　　流入方路と流出方路の組合せ
・参照灯器情報：　走行ルートごとの参照灯器
・停止線情報：　　位置情報
・地図上の灯器と信号情報の方路を紐付ける情報
また，高精度３次元地図との連携に必要な情報につ

いて，V2Nによる信号情報提供における機能配置案
を表６に提案する．
東京臨海部実証実験では模擬車載機で信号情報対応

テーブルを管理したが，社会実装を見据えた場合，各
事業者が管理すべき情報ではなく協調領域で管理すべ

き情報と考える．

おわりに

7.1. 本事業の成果
V2N方式の信号情報提供技術については，絶対時

刻の導入，交通信号機に対する新仕様の導入（GPSに
よる時刻同期及び１秒単位の制御から0.1秒単位の制
御への変更等）により，信号情報と実際の灯色の誤差
を±300ミリ秒以下とすることをはじめ，自動運転で
必要となる信号情報提供の技術的要件を満足するとい
う観点からは大きく前進することができた．
一方，今回の研究開発において想定した社会実装モ

デルの中核の位置を占める信号情報センターの技術的
な機能要件について，58機能，画面や帳票について
は14画面，5帳票から構成される提案を行った．また，
提案した信号情報センターの機能要件を前提に，
2020年度検討した信号情報集約システムの仕様案か
ら軽減できる機能について検討を行った．
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模擬車載機
ノートPC・Android端末
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模擬信号情報
センター装置

検証用
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検証装置

交通管制センター
（都道府県警察本部）

警察庁信号情報
集約システム
（警察庁）

信号情報センター 信号予定情報

LTE

L２SW

M2Mルータ
模擬信号情報
配信センター装置

信号情報
集約装置

信号情報
配信装置

交通管制センター内

FW
ルータ

FW

ルータ
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ルータ
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ルータ

検証用LAN

疑似信号情報配信センター

信号情報／集約装置

模擬信号情報センター

新たなNW環境構築

配信センター
（事業者等）

競争領域

図10　2022年度検証環境

表6　高精度3次元地図との連携機能配置案

都道府県警（含警察庁）
信号情報提供における協調
領域（信号情報センター・地

図ベンダ等）

競争領域（自動車メー
カ，自動運転事業者等）

以下の情報を提供
・ 情報を特定するための

交差点IDと地図上の場
所を特定するための位
置情報

・ 方路IDと地図上の場所
を特定するための情報

・ 信号情報（交差点ID，方路）
と高精度3次元地図（停止
線（方路），灯器）とを紐付
けるための信号情報対応
テーブルの管理

・ 高精度3次元地図と信号
情報の紐付け

車両へ信号情報を配信
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また，セキュリティについては，可用性，継続性，
拡張性等の観点から15の対策要件を提案した．

7.2. 今後の技術的課題と対応
技術面で，フェールセーフの実現，オフセット追従

等への対応，異常情報の通知が通信時間分遅延するこ
とへの対応等の課題が残存しており，今後，技術的検
討を継続する必要がある．
2022年度については，県警に信号情報配信装置，

警察庁に信号情報集約システムを実装するとともに，
模擬の信号情報センター，配信センター等から構成さ
れる検証環境を構築し，MQTTプロトコルを活用し
た各種検証を行った．これにより，2021年度までの
模擬的検証環境では経験できなかった，実環境におい
て初めて生じるような現象の洗い出しが可能になった．
上記残存課題及び2022年度に洗い出された課題に

ついては，2023年度以降の自主研究の中で継続的に
検討を進めたい．

7.3. 方式間の棲み分け
V2N方式としては，管制方式，集中方式及び制御

機方式を検討したが，特に注力した管制方式は，既存
の交通安全施設を活用できることから，社会実装に向
けたプロセスの推進を図るうえで期待できる技術であ
る．しかし，V2N方式は，遅延，フェールセーフの
実現等の技術的にV2I方式に及ばない面があることも
否定できない．また，V2N方式で検討した管制方式
以外の方式もそれぞれ技術的なメリットがある．その
ため，交差点ごとの交通事情，信号制御の特性，ユー
スケースの内容等に合わせて，方式間の棲み分けを整
理していく必要がある．

7.4. 社会実装への取組
加えて，事業化等の社会実装に向けて必要となる技

術的な観点以外の課題についても検討も継続し，レベ
ル4以上の自動運転の社会実装の実現に向けた活動を
続けていきたいと考えている．

【本件問合せ先】 
一般社団法人�UTMS協会，〒162-0843�新宿区市谷田町２丁目６番
エアマンズ市ヶ谷7階，03-3235-6520，担当：川邉俊一（専務理事，
090-1185-5373，kawabe@utms.or.jp）
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③�車両プローブによる車線別道路交通情報
に係る技術開発

（1）交通環境情報の生成に係る技術開発

交通環境情報の構築と活用2

実施目的と本施策の概要

自動運転及び⾼度な安全運転⽀援の実現に向け，車
載センサでは検知できない遠⽅等の状況を先読みする
ため，車線レベルの道路交通情報をはじめとする各種
交通環境情報の活用が期待される．しかし，路側セン
サでは定点観測しかできないことから，面的に道路交
通状況の把握が可能な車両プローブ情報を活用した道
路交通情報を生成・提供する仕組みの検討が課題と
なっている．
本取組ではこれらの課題解決を目的に，車両プロー

ブ情報を活用した道路交通情報提供の仕組み作りに向
け，官民ステークホルダーによる検討会を実施した．
また，東京臨海部実証実験において市販車両から得ら
れるプローブ情報をプローブ事業者から実際に収集し，
首都⾼速における車線別の渋滞末尾等を対象に車線レ
ベル道路交通情報を生成・配信する実証実験を実施し，
情報の有用性や課題の抽出等を行った．

目指すべき姿

2.1. 車線レベル道路交通情報の必要性
自動運転車の車載センサでは，図１に⽰すように前

⽅の限られた範囲しか情報収集できない．しかし，車
線レベルの渋滞をはじめとした⽀障をあらかじめ先読
みできれば，より安全で円滑な⾛行が可能となり，こ
の情報はドライバにとっても有効と考えられる．
その情報源としては，近年普及が進んでいるコネク

テッドカーから得られる車両プローブ情報などが考え
られる．また，最近では事故等が発生した際の車両か

1 2

Technological� Development� for� Lane-level� Road� Traffic�
Information�Using�Probe�Vehicle�Data

（概要）自律走行の自動運転車は限られた範囲の情報に基づき走行しており，前方で事故等があり渋滞が生じている場合，
急減速が必要となったり，交通量が多い場合には円滑に車線変更できない可能性もある．この時，前方の交通状況（先
読み情報）をあらかじめ車線別に把握することができれば，事前に予備減速し余裕を持って車線変更するなど，より安全・
円滑な走行が可能となる．現在，コネクテッドカーの普及に伴い，このような先読み情報を生成するためのデータ取得
環境が整いつつあるが，交通状態を車線別に直接把握できるようなデータ形式とはなってない．本取組は，自動運転車
の安全・円滑な走行に有用と考えられる車線別の道路交通情報に係る技術開発を行うものであり，現状，市販車両から
得られるプローブ情報でどの程度の車線レベルの情報生成ができるかを検証し，今後の可能性を明らかにするとともに，
生成した情報をその他の交通環境情報と合わせて一元的に集約・配信する実証実験環境の構築を行ったものである．

キーワード：車両プローブ情報，車線別道路交通情報，渋滞末尾，渋滞車線，ウインカー情報，実証実験
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図1　車線別道路交通情報の必要性とその情報源
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らの緊急通報サービスが広がりを見せるが，この情報
も事故による支障位置を即時に把握する情報源として
有効性が期待できる．

2.2. 施策のスコープ
前方の道路交通事象に対して自動運転車両が行う判

断や制御は，図２に示すとおり事象からの距離に応じ
て段階がある．本取組では車線変更を中心としたパス
プランニングでの活用を対象としており，求められる
情報の即時性は数分程度でも良いと考えられるため，
現状入手し得るプローブ情報からでも情報生成の可能
性があるといえる．

各要素技術の検討

車線レベル道路交通情報の配信に関する流れの全体
像として，プローブ事業者から情報を収集し，実用段
階では生成した情報をプローブ事業者を通して個車に
提供することを想定している．（図３）
このため，車線レベル道路交通情報生成の協調領域

として検討が必要となる要素技術は，プローブ事業者
からの①データ集約，②複数の情報源のデータの統合，
③車線レベル道路交通情報の生成，④位置表現可能な
データへの変換，⑤データ配信の5つに大別できる．

3.1. データ共有（集約）機能の検討
ここでは，プローブ情報をプローブ事業者サーバか

ら集約する際のセンター間のデータ共有仕様について
検討した．プローブ事業者から入手するプローブ情報
は表１に示すとおりである．なお，プローブ情報の集
計時間単位は，現状のデータ収集状況等を踏まえて5
分値で収集することとした．

また，プローブ情報には，車両からプローブ情報提
供事業者側のセンターサーバに遅れてアップリンクさ
れるデータも一定割合存在すると想定され，直近の5
分データだけでは必要なサンプル数を得られない可能
性がある．よって，データ共有（集約）段階において
は次の①～②を考慮し，30分前のデータまでを遡っ
て使用できるようにした．（図4）

①�プローブ車両の走行時刻に基づき5分単位（これを
「階層」という）で集計し，遅れてアップリンクされ

図2　本施策のスコープ
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表１　使用するプローブ情報
集計リンク

単位 データ項目

DRMリンク
単位

分岐部方向別
速度（5分値）

分岐部手前リンクに
おける方向別速度

DRMリンク
100m

分割単位

リンク速度
（5分値）

平均速度
速度層別台数注1）

車両イベント
発生数

（5分値）

ブレーキ発生数
ウインカー発生数
ステアリング発生数

注１） 速 度 層 別 台 数 の
データ形式イメージ

速度階級区分 台数
0＜V≦10km/h
10＜V≦20km/h

：
110＜V≦120km/h
120＜V

１００ｍリンク退出時刻
18:30-
18:35

18:35-
18:40

18:40-
18:45

18:45-
18:50

18:50-
18:55

18:55-
19:00

19:00-
19:05

19:05-
19:10

19:10-
19:15

19:15-
19:20

階層６ 階層５ 階層４ 階層３
10

階層２
5

階層１
4

階層６ 階層５ 階層４ 階層３
10

階層２
8

階層１
6

階層６ 階層５ 階層４ 階層３
12

階層２
10

階層１
10

階層５ 階層４ 階層３ 階層２ 階層１

階層６ 階層５ 階層４ 階層３ 階層２ 階層１

配信情報
生成時刻
１９：00

１９：05

１９：10

１９：15

１９：20

19:00時点の配信情報生成では
所要サンプル数10を確保する

ため階層1～3 まで統合

19:05時点では
階層1～2 まで統合

19:10時点では
階層1のみ利用階層６

次の生成時刻では
時間経過により

アップリンク遅れの
データが加算される

図4　アップリンク遅れを考慮したデータ収集方法
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図3　本研究の取組範囲
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てくる分を含め，過去30分まで遡ってデータ収集
する．

②�階層ごとにそれまで収集された前の情報生成時刻の
データも集約する．階層１は直近の5分間データ，
階層６は30分前からの5分間データを集約するこ
ととなる．
なお，サンプルデータから一定精度で平均速度を推

定する場合，5台以上の取得で±10km/h（信頼度
95％）程度の誤差に収まるとされ，システム上は最小
必要サンプル数として，６台を基本値に設定している．
さらに，プローブ事業者から収集する情報項目及び

データ定義を検討するとともに，統一したデータフォー
マット（JSON形式）を規定した．そして規定したフォー
マットに基づき，実際にプローブ事業者からプローブ
情報を収集し，4章で報告する実証実験を実施した．

3.2. 複数情報源のデータの統合機能の検討
ここでは，複数の情報提供事業者から収集するプ

ローブ情報の統合処理仕様を検討した．複数のプロー
ブ事業者のプローブ統計情報を１つのリンク単位情報
に統合する際，平均値データである「平均旅行速度」�
「方向別旅行速度」は各プローブ事業者のサンプル数
で重み付けした加重平均とした．また，数量データで
ある「速度層別情報」「その他車両情報（ウインカー等
発生回数）」は各プローブ事業者がカウントした数値
の総和とした．

3.3. 車線別道路交通情報の生成機能の検討
ここでは，前項で統合した車道別プローブ情報から

車線レベル道路交通情報を生成する技術仕様を検討し
た．はじめに，100ｍリンク単位の速度層別台数情報
（速度分布）から進行方向の速度低下箇所を特定する．
その際，速度層別台数の分布が低速から高速に跨る場

合は，一部の車線が渋滞していることが推定される．
その場合，分岐部では方向別速度（DRMリンク単位）
から分岐方向に対応した車線の渋滞を判定し，それ以
外の箇所ではウインカー情報（100ｍリンク単位）か
ら支障車線の方向（左右の別）を判定する．（図5）

3.4. 表現可能なデータへの変換機能の検討
ここでは，首都高速上で生成した車線レベル道路交

通情報を高精度３次元地図へ重畳するため位置表現可
能なデータ形式への変換仕様を検討した．本取組では，
プローブ事業者からは，進行方向の情報分解能向上を
ねらい，DRMリンクを100m分割したリンク形式に
てプローブ情報を収集する仕様とし，車線レベル情報
の生成においては，リンク上流端に注意喚起情報を表
示する車線番号を生成することとした．そこで，車線
表現可能なデータ形式としては，OEM等から収集す
るデータ形式に親和性があり，車線情報を表現できる
拡張DRM-DB仕様（1）を採用することとした．そして，
高精度３次元地図を参照することで，100m毎区間の
車線数を付与したノードリンク地図を作成し，注意喚
起情報を車線別に表現できるようにした．

3.5. データ共有（配信）機能の検討
ここでは，生成した情報を実験参加者に中継する

サーバに配信する際のセンター間のデータ共有仕様を
検討した．具体的には，100mリンク区間単位の車線
別情報の表現には，当該地点ノードの緯度経度情報と
注意喚起情報を表示する車線番号を送ることとした．
また，配信仕様については一般社団法人�JASPARの
車両情報共用API�仕様書他（２）（３）（4）に従い，注意喚起
情報コンテンツを用いて配信することとした．
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図5　車道リンクに紐付けられたプローブ情報から車線レベル情報を生成する基本的考え方
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車線レベル道路交通情報配信実証
実験の概要

各要素技術の技術評価を行うために，プローブ情報
提供事業者とオンライン接続し，リアルタイム処理さ
れる情報を配信する実証実験システムを構築し，首都
高速２路線を対象に情報配信実験を行った．

4.1. 全体のスケジュール
2020年度の冬に第１回の実証実験を行い，PDCA

により様々な改良を実施しながら情報精度向上を目指
して，計4回の実証実験を行った．（図６）

4.2. 実証実験環境の全体構成
実証実験で構築した実験システムは図7のとおりで

ある．プローブ提供事業者とオンライン接続するとと
もに，東京臨海部実証実験コンソーシアムのシステム
と接続することで，実験参加車両に情報配信を行える

ようにした．また，2021年度の実証実験からは，自
動運転車両の適切な判断や制御に活用しうる各種交通
環境情報（降雨情報，V2N信号情報等）を，車線レベ
ル道路交通情報と合わせて一元的に集約し，同じく実
験参加車両に情報配信を行う仕組みとしている．
ここで，各交通環境情報の収集は，情報源の配信仕

様に応じて行った．一方で，OEMデータセンター相
当側への配信は，情報の特性を踏まえた仕様により配
信した．なお，配信時のデータ形式はJASPAR（車両
情報共用仕様）の採用を基本としたが，高いリアルタ
イム性が求められる場合はJASPAR変換後のデータ量
等を考慮し，情報源のデータ形式をそのまま用いた．
（表２）

4.3. 情報生成対象区間と主要検証箇所
実証実験では，首都高速２路線（図8）を対象に情

報配信を行った．羽田線上りでは平日朝夕，浜崎橋
JCTを先頭とする渋滞が恒常的に生じる．新宿方面が

4
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図6　実証実験の全体スケジュール
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図7　実証実験環境の全体構成
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渋滞するため，渋滞列が羽田線左車線にあふれ，時間
帯により車線別渋滞が発生することから，車線レベル
情報評価の主要検証箇所として位置づけた．また，湾
岸線東行きでも，平日朝夕時に，湾岸分岐線から合流
する車両を原因とした，東海JCTを先頭とする渋滞
に遭遇する確率が高く，こちらも主要検証箇所として
位置づけた．

4.4. 対象ユースケースにおける情報生成の概要
「A-1：渋滞末尾（分岐支援）」は分岐部での提供を
想定しており，車線別渋滞の場合，分岐部の方向別速
度情報により渋滞車線を推定し，渋滞末尾情報を提供

する．また，「A-2：渋滞末尾（通過支援）」は合流部
での提供を想定しており，車線別渋滞の場合，ウイン
カー情報により渋滞車線を推定し，渋滞末尾情報を提
供する．なお，渋滞先頭部では，ウインカー情報によ
り支障車線を推定し，支障位置情報を提供する．「B：
事故・落下物等」は全ての区間での提供を想定してお
り，情報生成・提供ロジックは「A-1：渋滞末尾（通
過支援）」と同じであるが，交通量が少なく渋滞が発
生しない場合は，ウインカー情報により支障車線を推
定し，支障位置情報を提供する．なお，注意喚起情報
として，渋滞末尾（支障）位置を100ｍ単位，5分間
周期で配信した．ここで，渋滞等が左側車線のみと推
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表2　各種交通環境情報の収集・配信方式

情報種別
情報源からの情報収集 OEMセンター側への情報配信

情報源 情報表現形式 通信方式 収集周期 情報表現形式 通信方式 配信周期
①車線レベル
道路交通情報

車線レベル道路
交通情報サーバ

JASPAR：JSON形式
コンテンツ：attention HTTP 1分周期 JASPAR：JSON形式

コンテンツ：attention HTTP 1分周期

②降雨情報 気象業務支援センター GRIB2※1 SFTP 5分周期 JASPAR：JSON形式
コンテンツ：environment HTTP 1分周期

③模擬緊急車両
位置情報 事業者A 独自のバイナリ形式 UDP 随時 独自のバイナリ形式 Web 

Socket 随時

④信号予定情報 事業者B 独自のバイナリ形式 UDP 随時 独自のバイナリ形式 Web 
Socket 随時

※1　GRIB2形式：国際気象通報式FM92 GRIB二進形式格子点資料気象通報式（第2版）

図8　実証実験での情報生成対象区間
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図9　対象ユースケースにおける情報生成の概要
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定される場合は，最右車線以外の全ての車線に注意喚
起情報を表示し，全車線（断面渋滞）の場合は全ての
車線に表示することとした．（図９）

4.5. プローブ情報の取得状況
プローブ事業者4社より実証実験期間（2022�年度

春期）中にオンライン収集したサンプル台数は，実証
実験の情報生成対象区間である首都高羽田線上り（空
港西IC～汐留IC）の階層１（直近5分以内）において
平均5.2台/5分間であった．（図10）なお，実際のサ
ンプル台数分布をみると（図11），階層１で６台以上
取得できた区間・時間帯は4割にとどまり，残り６割
の区間・時間帯は階層２（直近5～10分）以降の階層
のサンプルも活用して情報を生成することとなる．

4.6. 生成情報の精度の検証
実証実験期間（2022年度春期）中に提供された渋滞

末尾情報に対する，調査車両によって観測された実際
の渋滞末尾位置との乖離距離について，距離帯別情報
件数分布を図12に示す．これによると，乖離距離が
200ｍ以内の情報件数の割合は24％，同じく400ｍ以
内の割合は36％という結果であった．なお，提供さ
れた渋滞末尾情報件数のうち，実際に渋滞が観測され
た件数の割合である「進行方向的中率」は51％という

結果にとどまった．また，進行方向が的中した渋滞末
尾情報のうち，渋滞車線の方向が的中した「車線方向
的中率」は63％という結果となった．これらの要因に
は現状の5分周期判定の短縮やウインカー情報取得量
の増など，中期的な改善が求められるものもあるが，
一方で現状の判定手法の改良で改善が期待できるもの
については2022年度秋実験での適用を行い，効果の
認められるものについては技術仕様に反映する．

今後の方向性と課題

実用化に向け，技術検証と並行して，社会実装にあ
たっての方向性としてプローブ情報の集約機能や官民
情報の統合機能など必要となる機能や役割分担を検討
し，車線レベル道路交通情報の生成及び提供のアーキ
テクチャ案を作成した．
実用化に向けた検討課題としては，持続的な運用体

制の構築，データ基盤の整備・維持管理体制の構築，
サービス拡張のロードマップの明確化等が挙げられる．

おわりに

現状で複数のプローブ事業者の市販車両から得られ
るプローブ情報を実際に収集し，車線レベルの道路交
通情報の生成，並びにその表現方法を検討・検証した．

図10　5分間あたり平均プローブサンプル台数
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図12　観測された渋滞末尾位置との乖離距離分布

注１）春実験（2022年5月）検証対象期間：2022/5/10～5/31
注２）誤提供：渋滞末尾情報は表示されたが，試験車両は渋滞に

遭遇しなかったなど，対応する渋滞末尾が観測されなかった場合
注３）進行方向的中率：提供された渋滞末尾情報のうち，渋滞が

発生していた割合
注４）車線方向的中率：進行方向が的中した渋滞末尾情報のうち，

渋滞している車線方向が的中した割合

【進行方向的中率注3）】 51%
【車線方向的中率注4）】 63%

N=100

観測された渋滞末尾との乖離距離 注２）
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供
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また，限られたプローブデータ量によるものではあっ
たが，首都高速２路線を対象に実証実験を実施し，情
報の有用性や課題の抽出等を行った．その結果，プ
ローブ情報を用いた車線レベル道路交通情報生成に関
して，収集できる情報量や情報生成の可能性について，
実用化に向けて一定の成果を得ることができた．
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④ 合流支援のためのシミュレーション環境の
構築及び技術開発

（1）交通環境情報の生成に係る技術開発

交通環境情報の構築と活用2

検討背景・位置づけ

高速道路における自動運転の実現に向け，車両制御
の難易度が高い箇所として合流部が挙げられる．合流
車両は目標速度まで加速したうえで，本線車両間の隙
間（ギャップ）に合流することが求められるが，特に
合流部の距離が短く，合流車線から本線が前もって確
認できない道路線形となっている箇所の多い都市内高
速道路において，合流のための車両制御は困難となる．
このような合流部においては，「合流支援システム」

によって，合流車への本線情報の提供や本線車への協
調行動の指示を行うことで，円滑な合流が可能になる
と考えられる．

1.1. 合流支援システムのコンセプト
合流支援システムにおいては，技術的実現性の観点

より，一般社団法人日本自動車工業会（以下，自工会）
にて次に示すDay1～Day4システムの4ステップを
定義している．（図１）

Day1システム及びDay2システムは，自由流からや
や密な交通流までを想定したシステムである．Day1シ
ステムではスポットでの本線車両センシングをもとに，
予測情報の配信を行う（予備加減速の支援）．本線状況
からハンドオーバーの要否を判断し，空いている状況
下においては本線速度まで加速して合流を行えるよう
支援する．Day2システムでは，面的なセンシングを行い，
連続的に情報を配信する（本線隙間狙い支援）．本線車
両の動きを連続的な情報配信によって把握できるため，
あらかじめ本線車両の隙間位置に合わせて円滑に合流
できるよう速度を調整して合流することが可能となる．
一方，Day3システムでは車載機を搭載した自動運転車

の普及率が30％以上で，かつ密集した交通流までを想定
し，Day2システムに加え路側より本線車両側に合流支援
指示を追加する（本線車協調支援［路側管制］）．支援内
容としては，本線車両の動きから横並びしないように速度
の調節を行い，本線車両も合流しやすいように車間維持
もしくは拡大あるいは車線変更をして合流を支援する．
Day4システムでは，車載機搭載自動運転普及率が

50％以上での渋滞環境も含む交通流を想定し，Day3

1

Technological Development and Establishment of Simulation 
Environment for Lane Merging Assistance

（概要）高速道路における合流は，走行速度の速い本線車両の隙間を狙って合流することが求められる，自動運転車両の
制御が難しいユースケースの一つである．特に，首都高をはじめとする都市内高速道路は合流部の距離が短く，合流車
両は短い合流部の中で本線速度まで加速したうえで，本線車両間の隙間（ギャップ）に合流することが求められる．こ
のような合流部においては，路車間通信システムを活用して車両位置情報などを自動運転車両に共有し，自動運転を支
援することで，円滑な合流が可能になると考えられる．そこで，本研究開発では，路車間通信システムによる合流支援
を行う「合流支援システム」について，シミュレータを用いて，コンセプト検討やシステム成立性評価を実施している．
具体的には，首都高5号池袋線下り東池袋入口を対象に実交通流の軌跡データを取得のうえ，それらを再現した交通流
シミュレータを開発した．このシミュレータを活用し，通信エリアやセンシングエリアなど，合流支援システムを構成
する要素を変化させて，支援の有無による合流車挙動や本線交通流への影響を比較分析している．

キーワード： 合流支援，サービス成立性，本線隙間狙い支援システム(Day2システム)，本線車協調支援システム（Day3
システム）
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システムに加え，渋滞時での車車間通信によるネゴシ
エーションによる自動合流支援を目指す（渋滞時合流
支援［車同士の調停］）．

1.2. 本検討の位置づけ
SIP自動運転においては，この合流支援システムの

早期実現を目指す．第１ステップとして既存技術を組
み合わせ，早期に実現可能なDay1システムを検討し，
第２のステップとして，将来の実現を見込むDay2シ
ステムを検討している．
SIP自動運転においては，東京臨海実証実験にて，

2019年度・2020年度にDay1システムを首都高羽田空
港西入口に整備し，走行実験及び評価を実施した．その
結果，合流支援システムのポテンシャルは感じる（情報
提供を受けヒューマンマシンインタフェース評価を実施
した被験者意見）ものの，Day1システムのスポットでセ
ンシングし合流到達時刻を推定する方法は，渋滞・混雑
時の推定精度が十分に得られないため，本線を面的にセ
ンシングし情報提供する仕組み（Day2システム）が望ま
しいのではないかとの結論に至った．そのため，合流支
援システムの早期実現を目指し，サービス有効性・社会
実装に向けた課題を明らかにするため，2021年度・
2022年度の取組としてDay2及びDay3�システムを対象
にシミュレーションを通じた検証を実施することとした．
本検討では，Day2システムを対象にシミュレーショ

ンを通した検証を行い，その知見を踏まえたDay2シ

ステムの深掘検証並びにDay3システムのコンセプト
検討・成立性確認を実施する．

シミュレーション対象地の検討

シミュレーション対象地を決定するため，首都高入
口の合流部について道路線形調査を実施し，合流車線
長と本線交通量を整理した．

池袋線下り東池袋入口は，合流車線長が非常に短い
合流部であることがわかる．（図２）また首都高合流
車線長の分布には旧規格と新規格で２つのピークがあ
ることが確認できた．（図３）
東池袋入口を含む合流車線長の短い箇所（旧規格）

は，合流起点到達から合流完了までの時間が短く，合
流支援が有効なシーンが多いと考えられる．合流車線

2

図2　首都高合流部における「ハードノーズから
テーパー端までの距離」と「本線交通量」

合流車線長　91.5m
羽田線上り　空港西入口

本線交通量　41,440 台 / 日
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加速レーン起点 加速レーン起点

車間維持／拡大要求
or車線変更要請

（渋滞時）交互に合流するよう各車に指示

［支援内容］
本線車両の動きから，横並びし
ないように速度調節
本線車も合流しやすいように車間
維持もしくは拡大 or 車線変更

※トラック隊列車群の通過も考慮してシステム要件の定義が必要

路側合流管制指示スポット測定+
予測情報配信

面的測定+
連続情報配信

車車間通信による調停

［支援内容］
本線車両の動きから，横並びし
ないように速度調節

［支援内容］
本線の流れを見てハンドオーバ
要否を判断
空いている場合は本線速度まで
加速

本線車両流（速度・密
度）を計測し事前に配信

Day1 に加え交流部付近の
本線車両の動きを動的に
配信

Day2 に加え路側より本
線車両側に合流支援指示
を追加

Day3 に加え，渋滞時で
の車車間通信によるネ
ゴシエーション

渋滞時合流支援
［車同士の調停］

本線車協調支援
［路側管制］

本線隙間狙い支援予備加減速支援

Day4
普及率 50％～

Day3
普及率 30％～

Day2
導入期

Day1
導入初期

※合流部の正確な車両挙動の
　予測は不可

自由流からやや密な交通流まで

車
載
機
搭
載
自
動
運
転
普
及
率

適 合 環 境

密集した交通流まで 渋滞環境も含む交通流

［支援内容］
渋滞時の自動合流

本線車両情報を配信（ETC2.0等） 本線車両情報を連続的に配信

本線車両の走行を断面でセンシング 本線車両の走行を連続的にセンシング

図１　合流支援のステップ（1）
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長の比較的長い箇所（新規格）では，支援なしの自律
走行で合流が可能な可能性がある．
また，経済産業省SAKURAプロジェクトにおいて

作成された東池袋入口の車両軌跡データ，及び自工会
において東池袋入口の合流挙動を再現したシミュレー
ションが存在することから，2021年度・2022年度の
取組では，首都高5号池袋線下り東池袋入口を対象と
してシミュレーションを実施することとした．

Day2システムの成立性の検証

3.1. 合流の良否の定義
合流支援システムの有効性を検証するためには，合

流の良否を定義し，サービスの導入による合流挙動の
改善度合いを評価する必要がある．
本検討では合流挙動の良否を判断するための指標と

して，車間時間と相対速度によって算出される評価点
を定義・導入した．評価点の算出対象となる車両は，
合流時において合流車両と最も近い本線車両とした．
本節の解析において用いた評価点と車間時間・相対

速度との関係を図4に示す．相対速度が小さく車間時
間が大きいほど評価点が高く，安全かつ効率的な合流

であるとしている．衝突の危険性などを考慮しつつ，
余裕を持った合流が可能な領域を100点とし，その領
域から離れるほど評価点が低下し，0点未満の領域を
余裕がなく合流に適さないものと定義した．

3.2. シミュレーション環境構築
シミュレーション環境のベースとして，構造計画研

究所が所有する首都高5号池袋線下り東池袋入口の合
流挙動を再現したシミュレーションモデル（以下，東
池袋モデル）を用いた．なお，東池袋モデルで発生さ
せる交通流データは，SAKURAプロジェクトで取得
された実際の交通データから渋滞時を除いたデータを
使用している．
Day2システムの効果検証シミュレーションを行う

ため，東池袋モデルにDay2システムを模擬する機能
及びDay2システムの支援を受けた合流車両の行動ルー
ルを追加した．前者では，本線・センシングエリア内
において本線車両の情報を取得し，当該情報を通信エ
リア内の合流車両に連続的に配信する機能を追加した．
後者の行動ルールは，合流評価点を向上させるように
合流車両に加減速させるものである．
Day2システムの要件を検証するため，同システム

の物理条件として以下のパラメータをシミュレーショ
ンに導入した．（図5）
・センシングエリアの長短
・通信エリアの長短
・車両検知センサの情報提供遅延
・車両検知センサの配信情報の位置誤差
・車両検知センサの配信情報の速度誤差

3.3. Day2システムの効果の検証
Day2システムの支援があるシナリオと支援がない

シナリオについてシミュレーションを実施し，各シナ
リオについて合流評価点を比較した．Day2システム
の物理条件は，センシングエリアや通信エリアが十分
に広く，情報提供遅延や配信情報誤差がない理想的な
状態とした．具体的なパラメータ設定としては，セン

3

図5　対象地の道路線形
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図3　「ハードノーズからテーパー端の距離」別
全合流箇所に占める割合
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図4　暫定版合流評価点マップ
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シングエリアの広さは合流可能上流端点から上流方向
に最大200m，通信エリアの広さは合流行動の意思決
定開始地点から上流方向に120mとした．
自動運転車20％混在時において，支援ありのシナリ

オと支援なしのシナリオに合流評価点の分布を比較し
た結果を図６に示す．評価点が0点未満の発生台数が
減少したことから，Day2システムの導入は，余裕のな
い（ある）合流を減少（増加）させ，全体としての評価点
を改善することがわかる．この結果から，Day2システ
ムの物理条件が理想的な場合，Day2システムは余裕の
あるより良い合流を実現させる効果を有する結論を得た．

支援を実施したシナリオでも評価点が0点未満，すなわ
ち合流に適さない状況となっていた車両について，シミュ
レーション動画を検証し原因を考察した．その結果，本線
車両が密になっている状況では本線の車間が短くなるため
Day2システムによる支援効果が得られにくいということが
判明した．本線車両が密になっている状況において合流
を改善するためには，本線車両への合流支援を含むDay3
システム以上の支援を検討する必要があると考えられる．
また，合流支援による周囲の交通流への影響につい

ても検証したが，影響は確認されなかった．

3.4. Day2システムの物理条件に関する検証
Day2システムの物理条件をパラメータとして変化さ

せてシミュレーションを実施し，それらの条件変化が
支援効果に与える影響を検証した．各物理条件が与え
る影響を表１に示す．センシングエリア・通信エリア
の検証範囲は，Day2システムの支援を受けた車両が加
減速の調整を行うのに必要とする走行距離から算出した．
車両検知センサの情報提供遅延・誤差（位置）・誤差（速
度）の検証範囲は，既往研究（2）（3）を参考に決定した．

Day2システムの深掘検証

３章ではDay2システムの成立性を確認した．本章
では，その発展として，様々な物理条件パラメータの
組合せについてDay2システムの効果を推定し，Day2
システムの要件の検証を行う．
また，交通流量の変化は支援効果に大きな影響を

持っていると考えられ，特に本線混雑時において支援
効果が見込まれる．そのため，本章ではDay2システ
ムの深掘検証として，交通流量がDay2システムの支
援効果に与える影響について評価する．

4.1. シミュレーション環境の改修
３章までのシミュレーション環境には，後述する３

つの課題があったため，深掘検証に際して，シミュレー
ション環境に対して，３つの課題を解決するために改
修を行った．それぞれの課題と改修の内容について以
下に示す．
①合流評価点マップの見直し
３章の分析で利用した合流評価点マップによる評価で

は，シミュレーション上の車両挙動に対して評価点が直
感的でないケースが一定数見受けられた．本項の検証
で深く掘り下げるにあたり，より実態に即した合流評価
ができるよう評価点マップの見直しを行った．後続車の
反応遅れ時間を考慮した車間距離に基づいた評価が行
える閾値の数式を採用し，評価点マップ内の0点，100
点の境界線を示す数式とパラメータは表２のとおりである．
合流車と本線車が「接近しつつある」状況と「離れつつ

ある」状況は合流難易度の観点から全く異なる合流状況
であると考えられ，この２つの異なる状況を区別して評価
できるよう，相対速度が負の領域についても評価点を定

合流瞬間評価点（自動運転車のみ）

53 21 29

25

台数

43
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0 点未満
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35
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図6　シナリオ別の評価点分布
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表１　Day2システムの物理条件パラメータの
検証範囲と支援効果への影響

物理条件
パラメータ パラメータの検証範囲 支援効果への影響

センシング
エリアの長短

合流可能上流端点から上流方向に最
大200m～最小140m ほとんど影響なし

通信エリアの
長短

合流行動の意思決定開始地点から上
流方向に最大120m～最小40m 短くなるほど悪影響大

情報提供
遅延

平均値0秒～1.3秒，標準偏差0.2の
正規分布

遅延が大きくなるほど
悪影響大

配信情報の
位置誤差 -１m～+１mの一様分布 ほとんど影響なし

配信情報の速度
誤差

-6km/h～+6km/h，
-12km/h～+12km/h，
-12km/h～0km/hを95％区間と
する正規分布

速度誤差の分布が負
に偏る場合のみ悪影
響あり
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義した．最終的な合流評価点マップは図7のとおりである．

②本線上流部の車両挙動モデルの構築
Day2システムの成立性の検証時点では対象地の本

線上流部における実軌跡データがなかったため，本線
上流部の車両挙動は等速直進としていた．そのため，
センシングエリア内における車線変更や加減速を反映
できていない，という課題があった．
センシングエリア内における車線変更や加減速と

いった車両挙動は本線の状況を変化させる要因であり，
Day2システムの支援効果に大きな影響を持つと考え
られる．したがって，Day2システムの深掘検証に際
して，本線上流部の車両挙動モデルを構築し，センシ
ングエリア内における車両挙動の再現性を向上させる
ことを予定している．そのために，本線上流部の実軌
跡データを新たに取得する予定である．
③自動運転車の車両挙動モデルの見直し
東池袋モデルでは，自動運転車でない車両（以下，

一般車）について，実軌跡データから取得した車間分
布に従って希望車間を設定している．一般車は設定さ
れた希望車間を維持するように走行し，車間時間が１
秒未満となる車両も少なからず存在する．一方で，自
動運転車はより車間を確保して走行すると考えるのが
自然であるため，自動運転車は先行車との車間時間を
原則２秒以上保って走行すると仮定した．

4.2. Day2システムのシステム要件の検証
Day2システムの物理条件をパラメータとして変化

させてシミュレーションを実施し，それらの条件変化
が支援効果に与える影響を検証する．システムの対象
エリアが広く，遅延や誤差が小さいほど支援効果は増
大すると考えられる．支援なしの場合と比較して一定
以上の支援効果をもたらす物理条件について調査する
ことでシステム要件を検証する．

4.3.  交通流量変化によるDay2システム支援効果へ
の影響評価

本線の交通流量が少ない場合は合流支援がなくても
スムーズな合流が実現でき，反対に交通流量が多い場
合はDay2システムによる合流支援を行ったとしても
本線の車間が狭いためにスムーズな合流が行えないと
考えられる．Day2システムによる支援効果は，本線
の交通流量の変化によって異なり，対象とする本線の
交通流量がその道路の交通容量以下の適度な状態で最
も支援効果を発揮すると考えられる．

本線交通流量の影響を評価するため，図8に示す4
つの交通流量の領域について，Day2システムの支援
効果をシミュレーションにより推計する（対象地のト
ラフィックカウンターデータは首都高速道路株式会社
より提供いただいた）．4つの交通流量区分における
支援効果を比較することで，Day2システムの支援効
果が大きい交通流量及びDay3システムの支援効果が
低減する交通流量を調査する．
なお，渋滞時は，合流エリア内の車車間通信と協調

が必要になると考えられるため，Day2／Day3システ
ムの対象外であり，本評価の対象外としている．
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図7　最終版合流評価点マップ
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図8　対象地で計測されたトラフィックカウンター
データに基づくQV図と交通流量の区分
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表2　評価点マップにおける0点及び100点の閾値の数式
項目 0点 100点

①減速後の車間
距離マージン［m］ 15 25

②反応遅れ
時間［秒］ 1.0 1.5

③減速度［G］ 0.3 0.2

A（x：相対速度） x2

──0.6G＋1.0x＋15 x2

──0.4G＋1.5x＋25
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Day3システムのコンセプト検討・ 
成立性確認

5.1. Day3システムのコンセプト検討
Day3システムは，合流車両と本線車両の両方に合流

支援を行う．ただし，例えば，本線車両が自動運転車で
はなく一般車である場合は本線車両への合流支援は実施
できない．また，合流車両から見た本線の先行車と後続
車との車間が十分広い場合は本線車両への支援を行わ
なくてもスムーズな合流が可能である．このように合流
時の周辺車両状況によって，Day3システムにおいて実
施する支援の内容は異なると考えられる．そのため本事
業では，３台の本線車両（合流車両から見た先行車・後
続車・その後続車）が自動運転車か否か，及び各本線車
両の車間時間の２つの要因から，合流車両と本線車両の
２車両に対する各支援の有無を決定する仕様を仮定した．

5.2. Day3システムの効果の検証
交通流量が多くDay2システムの支援効果が低減す

る状況において，Day3システムの導入により支援効
果が改善する見込みがある．Day3システムのコンセ
プト検討・成立性確認では，Day2システムの深掘検
証で支援効果が低下した交通流量を対象とする．なお，
対象の交通流量はシミュレーションにより推計する．
Day3システムの物理条件は，理想的な物理条件及び
Day2システムの要件と同等とする．

2022年度中の技術成果見込み

2022年度中には，本線上流部の車両挙動モデル構築
及び自動運転車の車両挙動モデルの見直しを行う予定で
ある．さらに，Day2システムの支援効果及びシステム要
件，Day3システムの成立性の有無について分析を行う．
得られる成果の見込みとしては下記の項目が挙げられる．
・�センシングエリアにおける車両挙動再現性が向上し
たシミュレーションを用いた，Day2システムの効
果及びシステム要件

・�交通流量がDay2システムに与える影響の評価結果
・�Day2システムの支援効果が低減する交通流量にお
けるDay3システムの支援効果

・�Day2システム，Day3システムの１日の推定支援効果

おわりに

7.1. 本分析の留意点
本事業での分析は，東池袋入口を対象としており，

また普通車（大型車ではない車両を指す）のみに焦点
を当てた限定的なモデルとなっている．

7.2. 今後の事業展望や分析に向けた提言
本事業では，Day2／Day3システムの支援効果を評

価できるシミュレーション環境を構築し，東池袋入口を
対象として支援効果を評価した．本事業の成果を踏まえ，
合流支援システムの実現を目指したSIP第２期終了後の
検討継続に向け，合流支援システムシミュレーションに
関する検討会に参加する関係者と協議を行っている．
7.1節で述べたとおり，本事業での分析は道路線形

と対象車両について限定的なものである．Day2／
Day3システムの支援効果やシステム要件は合流部の
道路線形によって異なると考えられるため，今後は本
事業で構築したシミュレーション環境を用いて，東池
袋入口以外の合流部についてもDay2／Day3システム
の支援効果を評価することが望ましい．
加えて，本事業で構築したシミュレーション環境を大

型車へ拡張することも今後の展望としてあげられる．シミュ
レーション環境を大型車へ拡張する場合は，普通車より
も加速度／減速度の幅が小さい点への考慮が必要である．

【参考文献】 
（1）� NEDO：2021年度「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）

第２期／自動運転（システムとサービスの拡張）／合流支援（本
線隙間狙い）システム検証のためのシミュレーション環境構築
及び分析」公募説明会資料，https://www.nedo.go.jp/content/�
100936118.pdf，（参照�2022.09.01）

（2）� 中川�敏正ほか：「東京臨海部実証実験による合流支援情報提供
システム（DAY1�システム）の検証」交通工学論文集，第8巻，
第１号，pp.�39-48，2021.01．

（3）� 中川�敏正ほか：「合流支援情報提供システム（DAY2�システム）
の車両検知センサの計測精度に関する基礎検討」交通工学論文
集，第8巻，第１号，pp.�49-58，2021.01．
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⑤交通規制情報のデータ精度向上

（1）交通環境情報の生成に係る技術開発

交通環境情報の構築と活用2

調査研究の目的・概要

自動車は，道路に設置されている道路標識や道路標
示から車載カメラやモービルマッピングシステム
（MMS）にて高精度に標識・標示情報を収集すること
が可能であるが，そこから交通規制情報そのものを作
成することは難しい．そのため警察が保有，公開して
いる交通規制情報のデータ精度の向上を図ることによ
り，自動運転車が交通規制に従って安全に走行するた
めの安全運転支援情報の一つとして活用することがで
きるようにするために，交通規制情報のデータ精度向
上等に係る調査研究を実施した．

1.1. 交通規制情報のデータ精度向上手法
道路に設置された標識・標示と警察が保有する交通

規制情報を照合することで，交通規制情報のデータ精
度向上を図ることとした．標識・標示情報を収集する
手法は，①自動車に搭載したドライブレコーダの映像
から画像認識技術を活用して標識・標示情報を抽出・
収集する手法及び②スマートフォン上でWebアプリ
ケーション（調査アプリ）を利用して標識・標示情報

を収集する手法の２つを採用した．
収集した標識・標示情報は，実証実験システムの標

識・標示位置予測システムに取り込み，交通規制情報
と道路に設置された標識・標示情報を自動照合して
データの整合性（マッチ，アンマッチ）を確認し，交
通規制情報の精度向上を図った．データ整合の取れて
いない（アンマッチとなった）標識・標示は，②によ
り現地調査を行ったうえで，再度データ整合性を確認
して，交通規制情報のデータ精度向上及びデータ精度
向上方法の最適化手法を検討した．
画像認識システムについては，収集した標識・標示

情報をもとにした交通規制情報の作成支援方法につい
て検討した．
また，既存の交通規制情報の標準フォーマットには

構造上の課題等があったため，課題解決や交通規制情
報のデータ精度向上に向けて交通規制情報の一元的な
管理ができる新たな拡張版標準フォーマット（案）及
び利用者向けの解説書を作成した．

1.2. 実証実験概要
2020年度にモデルシステム開発のための要件定義

書（案）を作成した．2021年度にモデルシステム（調

1

Improvement of Data Accuracy of Traffic Regulation Information

（概要）本調査研究は，自動運転車が安全安心に走行可能な交通環境の整備に向けて，自動運転車が必要とする警察が管
理する交通規制情報のデータ精度向上を目指して2020年度からの3か年で実施した．交通規制情報の精度向上を図る
ために既存の交通規制情報の標準フォーマットにおける課題及び改善策を検討して新たに拡張版標準フォーマット及び
同解説書を作成した．実証実験では2020年度に作成したモデルシステムの要件定義書（案）を踏まえ，2021年度に交
通規制情報と標識情報の整合性を確認して紐付けを行うモデルシステムの開発及び実証実験を行うとともに画像認識技
術の評価を実施した．2022年度には前年度に開発した技術及び拡張版標準フォーマットを用いてプロトタイプシステ
ムを構築し，交通規制情報のデータ精度向上に係る実証実験及び効果検証を行い，システムを導入するための要件定義
書（案）を取りまとめた．

キーワード： 交通規制情報，標識・標示情報，画像認識技術，データ精度向上，拡張版標準フォーマット，高精度3次
元地図
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査アプリ及び標識位置予測システム）を構築し，神奈
川県下の対象エリアにおいて実証実験を行った．
また，効率良くデータ精度向上を図るために，ドライ

ブレコーダで撮影した標識・標示データについて画像
認識技術を使って自動認識させるための調査を行った．
2022年度は，2021年度に開発した技術及び拡張版標
準フォーマットを用いてプロトタイプシステムを構築し
て，実証実験，効果検証を行って，警察庁及び都道府
県警察の交通規制情報管理システムに対して機能等を
導入するためのシステム要件定義書（案）を作成した．

モデルシステムの構築

2.1. 調査アプリ
調査アプリは，スマートフォンを用いて標識・標示

の現地調査を支援するもので，標識・標示情報の収集
機能及び交通規制情報の表示機能を有したアプリケー
ションである．
調査アプリはスマートフォン端末でWebブラウザか

ら利用するもので，スマートフォン端末に表示された交
通規制データと，現地に設置された標識を比較し，不足
や誤りがある場合にはデータの登録や修正を実施するこ
とができる．登録できる情報は，標識の管理情報，標識
板の種類，劣化状態，写真画像などであり，標識位置
予測システムと同様に手動での仮紐付けも可能とした．
これを使用することで，後述する標識位置予測シス

テムで交通規制情報と標識情報の自動仮紐付けができ
なかった標識に対して仮紐付けを行うことが可能と
なった．

2.2. 標識位置予測システム
標識位置予測システムは，交通規制データと標識

データの整合性確認のための紐付けを支援するシステ
ムであり，システムに誤登録されたデータのチェック
を行えるシステムである．はじめに都道府県警察が保
有する交通規制データを取り込み，その交通規制デー
タに対応する標識データの位置予測を行って，標識
データが予測範囲内に存在するかを判定して，交通規
制データと標識データの自動仮紐付けを実施する．自
動仮紐付けの結果は，標識位置予測システムの地図画
面や一覧画面で確認ができ，仮紐付けができなかった
データに対しては，標識位置予測システム上で操作者

が手動で仮紐付けを行うことを可能とした．標識デー
タの位置予測は，複数の予測手法の中から，規制種別
ごとに最適な候補を選定した．また，交通規制データ
の座標位置の登録方法や，交通規制データと標識デー
タの紐付け方法は都道府県警察によって異なるため，
パラメータの調整ができる仕組みとした．

2.3. モデルシステムを用いた実証実験
2021年度の実証実験は，神奈川県内の一部の警察署

が管轄する地域の交通規制情報を対象として実施した．
実施の手順については以下のとおりである．（図１）

・�標識位置予測システムに対象エリアの標準フォー
マットデータ，標識データを登録し仮紐付けを行った．

・�仮紐付け結果を確認し，精度が低い地域では調査ア
プリにて現地調査を行い，再度仮紐付けを実施した．

・�都道府県警察のシステムにおいて紐付けられた交通
規制情報と比較し，最終的な紐付け結果を検証した．

・�紐付け結果から予測方法の見直しを行い，最適な予
測方法の検証を実施し，再度仮紐付けを行った．

効果検証については，図２のフローに沿って交通規
制データの「仮紐付け率」及び「正解率」を求めた．予
測手法の改善を計5回行った結果，「仮紐付け率」は
91.5％，「正解率」は93.8％の成果を得た．
また，仮紐付けができなかった交通規制データ27

件については，調査アプリを用いて現地調査を実施し，
全て仮紐付けを行うことができた．
【仮紐付け率】

評価対象の交通規制データ数に対する仮紐付けあり
交通規制データ数の割合
【正解率】

本紐付け情報を持つ仮紐付けありデータ数に対する
正解データ数の割合

2

図１　実証実験フローチャート

実証実験範囲

標準フォーマットデータ 標識データ（県警保有）
データ加工

仮紐付け
できなかった

仮紐付け
できた

仮紐付け
できた

仮紐付け
できた

差異は？理由は？＝再調査？
標識が違う？規制が違う？その他？

仮紐付け
できなかった

仮紐付け
できなかった

標識位置予測システム

①仮紐付け　○○％

②仮紐付け　○○％

③仮紐付け　○○％ ④仮紐付け×　○○％　理由調査

現行の紐付けデータと比較

調査アプリ等（実地調査）

標識位置予測システム改修
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2.4. 画像認識技術の検討と評価
画像認識技術の検討では，都道府県警察が標識・標

示の設置工事及び点検業務等で収集する画像情報から，
標識・標示の位置情報等を容易に収集・抽出するため
の手法について図３の流れを想定して検討を行った．

2.4.1. 技術の調査及び評価
システムを構築するのに必要な抽出，認識，位置推

定の技術については，表１に示す観点で調査を行った．
また，技術評価における抽出，認識技術の分類とし

ては，テンプレートマッチングと機械学習の２種類に大
別でき，テンプレートマッチングでは，マッチングアル

ゴリズムを開発することで実現できるが，イレギュラー
の網羅に膨大な開発が必要となる．これに対して機械
学習は，全てのパターンを開発する必要がなく，該当す
る学習用データを追加収集したうえで，このデータを学
習する時間を確保できればイレギュラーに対応できる．
したがって，機械学習手法技術を用いた評価ソフト

ウェアを試作して評価を実施した．
（a）抽出
抽出手法の評価としては，雨天や劣化等の悪条件画

像を含む200枚の画像（対象となる本標識297枚，補助
標識131枚）及び約34分の走行動画（対象となる本標
識219枚，補助標識112枚）を使用し，結果として表２
に示すようにいずれも95％以上の抽出結果を確認した．
また，標示については，停止線，横断歩道，方向指

示，最高速度について評価を行い，平均で95％の結
果を確認した．

表2　抽出結果
標識種別等 標識数 抽出枚数 抽出率

本標識静止画 297 281 95％
補助標識静止画 131 129 98％
本標識動画 219 214 98％
補助標識動画 112 111 99％
標示 261 248 95％
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表１　処理想定
処理 説明 処理イメージ

抽出

静止画及び動画から標識
または標示と考えられる
領域を特定し，その領域
から画像を抜き出す処理 （株）トスコ撮影

領域を特定し，画像を抜き出す

認識

抽出で得られた領域画像
から正しい標識または標
示であるかを判断し，規
制種別を特定する処理

（株）トスコ撮影

407:
横断歩道

203:
停止線

規制種別ごとに認識する

位置
推定

画像中の物体（標識また
は標示）について，動画・
静止画に含まれる撮影位
置情報を基準とし，距離
と角度を推定し緯度・経
度を算出する処理

（株）トスコ撮影

距離 3ｍ
角度 ‒30度

距離 3ｍ
角度 0度

●角度

3m

左30度

●距離
距離と角度を推定する

図2　実証実験における評価の流れ

①全体

※位置情報を持つ規制
評価対象の規制

本紐付け情報
あり規制 本紐付け情報と

一致する規制

本紐付け情報と
一致しない規制

本紐付け情報
なし規制

本紐付け情報
あり規制

本紐付け情報
なし規制

②仮紐付けあり

仮紐付け率の評価 正解率の評価

④正確な紐付け

⑤不正確な紐付け③仮紐付けなし

自動
仮紐
付け

正解率
の確認

成功

失敗

正解

不正解

図3　収集から抽出までの流れ

収集から抽出までの流れ

画像収集 画像認識システム
操作PC

静止画
標識・標示 抽出
標識・標示 認識
標識・標示 位置付与

標識・標示の設置
工事及び点検業務
等で静止画，動画
を収集

動画
標識
標示
.CSV

標識・標示位置予測シス
テム

画像認識技術の検討範囲
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（b）認識
認識手法の評価としては，抽出

画像から標識部分を抜き出した
297枚の評価用画像を使用した．
結果として，進行方向別通行区

分（図4）が一方通行（図5）と誤
認される場合が確認されたが，進
行方向別通行区分の学習データを
再学習させて認識率が向上した．
認識結果は，表３のとおり．

（c）位置推定
位置推定の評価としては，深度推定アルゴリズムと

回帰式モデルを使用して距離データ計測済みの評価用
画像1,600枚（距離2ｍ～10ｍ）を使用して行った．
結果として1,600枚中，約96％が誤差2ｍ以内の距

離で推定可能であった．（表4）

2.5. 拡張版標準フォーマットについて
現在の標準フォーマットは，戦略的イノベーション

創造プログラム（SIP）事業の一環として実施した「交
通規制情報の活用による運転支援の高度化」に係る調
査研究において取りまとめられた交通規制情報のデー
タフォーマットであるが，本調査研究において確認し
た課題の解決を図るために，拡張版標準フォーマット
を検討し作成した．

2.5.1. 拡張版標準フォーマット
交通規制情報のデータ精度向上を図るため，都道府

県警察が交通規制を実施する際の基準である交通規制
基準に準拠した拡張版標準フォーマット案を作成した．
この拡張版標準フォーマットは，差分更新への対応や

規制を正確に表すために必要な不足コードの追加，似
通った項目の統廃合，入力定義の明確化など都道府県
警察における入力負担の軽減を図ることを目的として，
交通規制情報と対応する標識情報，標示情報の３つの
情報を一元的に管理できるフォーマットとして定義した．
拡張版標準フォーマットの全体構成を図６に示す．

プロトタイプシステムについて

3.1. 標識・標示位置予測システム及び調査アプリ
都道府県警察において決定された交通規制と現地の

標識の対応関係を確認することを目的として，交通規
制データと標識データの紐付けを行うシステムとして
2021年度に構築，実証実験を行ったモデルシステム
に対して，以下の機能を追加した新たなプロトタイプ
システム（図7）を構築した．
・�拡張版標準フォーマット（交通規制データ，標識・
標示データ，紐付け）の入出力

・交通規制データからの標示位置の予測
・標識位置からの交通規制位置の予測
・補助標識の登録
・画像ファイルの取り込み
また，標識・標示位置予測システムを補完し，交通

規制データと標識・標示データを紐付けすることを目
的とした調査アプリ（図8）には，以下の機能を追加した．
・�拡張版標準フォーマット（交通規制データ，標識・
標示データ，紐付け）の入出力

・補助標識の登録

表3　認識結果
クラス 標識数 抽出枚数 抽出率

駐車禁止 106 106 100％
最高速度40km 15 15 100％
横断歩道・自転車横断帯 14 14 100％
指定方向外進行禁止 13 13 100％
進行方向別通行区分
※（　）内は再学習後の計測値 11 3

（11）
27％

（100％）
最高速度50km 11 11 100％

（中略）
計 297 274 92.3％

表4　距離測定結果（実際の距離と推論した距離の誤差）

誤差の区分 評価枚数
（1,600枚） 割合

2m以内 1,539 96.2％
2m超～4m以内 59 3.7％
4m超 2 0.1％

拡張版標準フォーマットとは

※現行の標準フォーマットを見直した
　もの ※交通規制情報の精度向上を図るため，紐付けを確認する情報として新

たに扱うもの（交通規制情報との紐付情報は標識・標示情報側で管理）

当面のオープンデータ対象

交通規制情報 標識情報 標示情報

図6　拡張版標準フォーマットの構成
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図4　 進行方向別通行区分

図5　一方通行

図7　標識・標示位置予測システムイメージ
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・標識・標示の方向の登録

3.2. 画像認識システム
広範囲の標識・標示情報を網羅的に収集し，データ

整備を効率的に行うことを目的とした画像認識システ
ムは，スマートフォン端末で撮影した静止画やドライ
ブレコーダで撮影した動画等を，2021年度に調査・
検証した画像認識技術を使用して標識・標示情報（規
制種別，位置情報，規制方向）を抽出する機能と，抽
出結果を標識・標示位置予測システムに転送できる機
能を搭載したプロトタイプシステム（図９）を構築した．

3.3. プロトタイプシステムを用いた実証実験・効果検証
2022年度の実証実験は，千葉県内の一部の警察署

が管轄する地域の交通規制データ及び標識・標示デー
タを対象に実施した．調査アプリ及び画像認識システ
ムを用いて取得した標識・標示データを標識・標示位
置予測システムに取り込むことによる交通規制データ
の精度向上を行った．
画像認識システムについては，調査アプリで取得した

画像情報及びドライブレコーダの画像情報等から，標識・
標示の位置情報，規制種別，撮影方向の取得について検
証を行い，あわせて補助標識データ取得の検討も行った．

プロトタイプシステムの効果検証については図10の
フローに従って2021年度と同様に「仮紐付け率」及び
「正解率」を求める．2021年度は，標準フォーマット
データと標識データを対象データとして検証を実施し
たが，2022年度は，拡張版標準フォーマット（交通規
制データ，標識・標示データ）を用いて図11の評価の
流れで「仮紐付け率」及び「正解率」を求めることとなる．

詳細な手順としては，まず拡張版標準フォーマットデー
タに対応した標識・標示位置予測システムを用いて交
通規制データの位置や規制種別をもとに標識・標示位
置の予測を行い，標識・標示データが予測範囲に入る
ものを仮紐付けする．仮紐付けの結果をもとに予測範囲
の変更を行い最適な予測範囲を求め，最終的に仮紐付

（2）データの登録

（3）写真の登録

（1）GPSで位置取得

図8　スマートフォン端末で標識・標示を登録するイメージ

①全体

※位置情報を持つ規制
評価対象の規制

本紐付け情報
あり規制 本紐付け情報と

一致する規制

本紐付け情報と
一致しない規制

本紐付け情報
なし規制

本紐付け情報
あり規制

本紐付け情報
なし規制

②仮紐付けあり

仮紐付け率の評価 正解率の評価

④正確な紐付け

⑤不正確な紐付け③仮紐付けなし

自動
仮紐
付け

正解率
の確認

成功

失敗

正解

不正解

図11　プロトタイプシステムの評価の流れ
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都道府県警察 警察庁

抽出処理

認識処理

位置推定処理

画像認識機能

結果データ

画像認識システム（サーバ機能）画像認識システム
（クライアント機能）

標識・標示位置
予測システム

動画

静止画

標識・標示
抽出結果

アップロード 標識
.csv

画像認識システム

抽出結果確認と修正

© OpenStreetMap.org

図9　画像認識システム構成

拡張版標準フォーマットデータ 画像認識システム

仮紐付け
できなかった仮紐付け

できた

仮紐付け
できた

差異は？理由は？＝再調査？

標識が違う？規制が違う？その他？

仮紐付け
できなかった

走行動画 収集画像

標識・標示位置予測システム

調査アプリ（実地調査）①仮紐付け　○○％

②仮紐付け　○○％ ③仮紐付け×　○○％　理由調査

現
行
の
本
紐
付
け
デ
ー
タ
と
比
較

図10　プロトタイプシステム実証実験フローチャート
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けできなかった交通規制データをアンマッチデータとす
る．このアンマッチデータに対して，調査アプリ及び画
像認識システムを用いて現地の標識・標示データを取
得する．取得したデータを再度標識・標示位置予測シ
ステムで予測を行い，仮紐付けを実施して最終的な「仮
紐付け率」及び「正解率」を求める．仮紐付けできない，
もしくは間違った仮紐付けを行った交通規制データにつ
いては，原因分析を実施しデータ精度向上に繋げる．

3.4. 拡張版標準フォーマットの解説書作成
2021年度に検討した拡張版標準フォーマット（案）

について，都道府県警察へのヒアリング結果，拡張版
標準フォーマットを使用した実証実験結果及び有識者
検討会に基づき，規制種別を74項目に絞り込み，224
項目の交通規制情報項目について見直しを行った．特
に交通規制情報項目は，交通規制基準に沿って「規制
種別」「規制場所」「規制対象」「規制日時」を基本と
する項目とし，似通った項目の統合等の精査を実施し
た．また，登録担当者が正確に交通規制データを拡張
版標準フォーマットへ登録できるように，交通規制情
報の利用者が拡張版標準フォーマットを理解するため
の解説書を作成した．
解説書は，本編と付属資料とで構成し，本編にはデータ

概要やファイル仕様を記載し，付属資料にはフォーマット，コー
ド表及び規制種別ごとの入力定義・登録事例を掲載した．

3.5. システム運用マニュアル
交通規制情報のデータ精度向上を図るため，社会実

装を想定して構築したプロトタイプシステムについて
システム運用マニュアルを作成した．システム運用マ
ニュアルは，整備目的，全体構成を示した本編と各ツー
ル（標識・標示位置予測システム，調査アプリ，画像
認識システム）の操作マニュアル，運用方法を記載し
た運用編で構成した．

高精度3次元地図との連携

自動運転車が公道を走行するためには，高精度３次
元地図（図12）を利用することが想定されていること
から，
・高精度３次元地図データの調査
・交通規制情報の提供手法の検討

・交通規制情報の提供に係る課題の整理
を実施した.
本調査研究で生成した交通規制情報とモービルマッ

チングシステム（MMS）の高精度３次元計測により作
成された標識・標示情報等を活用し，高精度３次元地
図に組み込む技術を確認した．

おわりに

5.1. 今後の運用イメージ
拡張版標準フォーマットは，図13に示すとおり都

道府県警察の交通規制情報管理システムへの導入が検
討されている．
警察庁には，都道府県警察が拡張版標準フォーマッ

トに対応するまでの間，標準フォーマットと拡張版標

準フォーマットの両方のデータを受信する機能が必要
である．交通規制情報のデータ精度向上に係る作業は
都道府県警察で取り組む必要があることから，業務負
担の軽減を図りながら作業を行うことが望まれる．

【本件問合せ先】 
公益財団法人日本道路交通情報センター�調査部，〒102-0072�東京
都千代田区飯田橋１-5-10，03-3261-7672，担当：馬場素

4

提供

交通
規制
情報

図12　高精度3次元地図のイメージ
（出典）ダイナミック基盤株式会社
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年 度 本調査研究 データフォーマット
2021年度

2022年度

2023年度
以降

標準
F 標準

F

並
行
運
用

拡張版
F

拡張版
F

拡張版
F

拡張版
F

実証実験 構成案検討

実証実験

年次統計項目反映

実証実験結果反映
【確定】

順次移行

図13　今後の運用イメージ
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角建志（コイト電工株式会社）
Kenji Sumi (KOITO ELECTRIC INDUSTRIES, LTD.)

⑥ GNSS（位置情報）等を活用した信号制御
等及び緊急車両情報に係る技術開発

（1）交通環境情報の生成に係る技術開発

交通環境情報の構築と活用2

研究開発の概要

1.1. 背景
現在幅広く活用されている新交通管理システム

（UTMS：Universal�Traffic�Management�Systems）
のうち，道路交通信号の優先信号制御を実施している
サブシステムは，路線バスを対象とする「公共車両優
先システム（PTPS）」（平成7年より）と緊急走行をし
ている緊急車両を対象とする「現場急行支援システム
（FAST）」（平成15年より）の２種類である．（1）

これらは主に道路上に設置された光ビーコンと車載
機が近赤外線を用いて通信することにより，対象車両
の接近感知と緊急走行中であるか等を判別し，必要な
車両に優先信号制御（青信号の延長，赤信号の短縮）
を実施するシステムとなっている．
これまでの優先信号制御は図１に示すとおり，交差

点手前に設置した光ビーコンにより公共車両（バス）・
緊急車両（消防車・パトカー等）の接近を感知するこ
とで位置を把握するシステムであり，光ビーコン設置
に係るコストが課題であった．
また，光ビーコンは定点感知となるため光ビーコン

1

Technological Development for Traffic Signal Control and Emergency Vehicles 
Information Using GNSS (Location Information) and Other Technologies

（概要）公共交通である路線バスと緊急車両に対する優先信号制御は，現在は路側に設置した光ビーコンを用いたシステ
ムが主流であるが，GNSS（位置情報）と携帯電話通信網を活用したシステムで適用可能とする技術開発を実施した．
GNSSを活用することにより，光ビーコンが設置されていない場所でも同サービスを提供することが可能となる．優先
信号制御の実証実験では，GNSSにより位置情報と走行速度を継続して把握することで，光ビーコンと比較してバスの
青延長時非通過率が88.9％削減され，よりきめ細やかな優先信号制御が可能となることを実証した．また，本技術開発
で構築した仕組みを活用して東京臨海地区で緊急走行車両情報（模擬）を自動運転車両へ配信する実証実験を実施した．
緊急走行している救急車等の位置情報を自動運転車両に対して提供することで，より遠方から存在を認識することが可
能となる．今後は交通環境情報ロードマップに示されている「インフラ協調による高度な自動運転の実用化」実現に向け，
本技術開発の成果が早期に社会実装されることを期待する．

キーワード： GNSS，信号制御，位置情報，緊急走行車両情報，公共交通
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図１　従来とGNSS優先信号制御との比較
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光ビーコンが設置された場所でしかサービスが提供できない
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通過後の交通環境変化（例えば交差点手前の渋滞）に
は対応できず赤信号で停車する場合があり，その場合
には交差方向の交通に対しては無駄な青時間となる．
今回の技術開発で，車両の位置把握に活用を検討し

ている位置情報については，日本国内における衛星を
活用した位置測位システムとしてGNSS（Global�
Navigation�Satellite�System）の 一 つ で あ るGPS
（Global�Positioning�System：米国により運用されて
いる衛星測位システム）が多用されてきたが，一般的
に単独測位方式では位置誤差は10～20m程度と位置
誤差に課題があった．
その課題解消に向けて日本独自のGNSSであるQZSS

（Quasi-Zenith�Satellite�System：準天頂衛星システム
（みちびき））がGPSを補完する形で2018年11月より4
機運用を開始し，測位方式もRTK方式，DGPS方式等
の普及により位置誤差が改善され，より高精度な測位
が期待されている．

1.2. 目的
GNSS（位置情報）等を活用した信号制御等及び緊

急車両情報に係る技術開発（以下，本技術開発）にお
ける優先信号制御の目的は，バス等の位置把握手段を
光ビーコンから，より一般的なGNSSに変更すること
で，光ビーコン未設置箇所でもサービス展開を可能に
すること及びバス等の位置情報を光ビーコンより交差
点近くまで連続的に把握できることによる交差点到着
予想時間の誤差低減，つまりは優先信号制御の有効性
向上を図ることである．

1.3. 概要
本技術開発は，警察庁，都道府県警察，車両メーカ，

交通インフラメーカ，GNSSに知見を持つ有識者等の審
議を経て，一般社団法人UTMS協会と共に実施した．
また，本技術開発において構築した緊急走行中の緊

急車両の位置情報を収集する仕組みを活用し，東京臨
海部実証実験において緊急走行車両情報（模擬）の生
成と提供を実施した．
仕様策定フェーズでは，図２に示す①から⑥の仕様

書（案）等を策定した．効果検証フェーズにおいては，
策定した仕様書（案），検証計画に基づいた「優先信号
制御実証実験」を静岡県静岡市で実施した．

本技術開発における優先信号制御

2.1. 現状の優先信号制御
現状の優先信号制御は，図３に示すとおり交差点手

前に設置された光ビーコン（定点）を用いて，バスの
接近を感知し，あらかじめ決められた一定の算出速度
でバスが交差点まで到着する秒数分の青信号の延長や
赤信号を短縮する制御方式であり，算出速度と実速度
がほぼ同じ場合に有効となる．

2.2. 現状の課題
交差点手前で渋滞等の交通状況変化がある場合には，

図4に示すとおり算出速度と実速度の差が大きくなり，
交差点を青信号で通過できない場合が生じる．

2

図3　従来の優先信号制御有無比較
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図4　従来の優先信号制御の課題
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図2　本技術開発の全体工程
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2.3. 本技術開発における優先信号制御
本技術開発では，図5に示すとおりGNSSを利用し

て光ビーコンよりも交差点に近い位置に最終判定位置
を設定する．最終判定位置で実速度に基づいた到着時
間を求めることで，交差点到着時間の誤差が抑えられ
る．

機能・技術要件の詳細化

位置情報等を活用し，バス等の交差点到着予想時間
の精度向上に向けた機能・技術要件の詳細化を実施し
た．

3.1. 位置誤差の目標性能
位置誤差については，走行速度50km/hの場合を想

定した．信号制御機の短縮／延長時間の設定秒数は１
秒単位であることから，交差点到着予想時間誤差を１
秒未満に抑えるよう位置誤差を設定することが望まし
い．よって位置誤差の性能要件を走行速度50km/hで
到着時間誤差が0.8秒となる10m以下に設定した．

3.2. 計測周期の目標性能
計測周期については，携帯電話網による揺らぎを含

めた通信遅延が数百ミリ秒～１秒程度発生すると想定
されることと，運行監視装置の処理負荷，データ通信
量の影響を考慮して２秒に設定した．

3.3. 測位方式
測位方式については，一般的に広く利用されている

方式の中から，運用路線の外部環境に応じ，基準局を
設置しその補正情報について携帯電話網等を介して使
用するRTK方式，または衛星から配信される補強信

号をGNSS受信機にて受信し測位精度を高めるDGPS
方式を採用するものとし，共存も可能なようにどちら
か一方以上とした．

3.4. 位置補正方式
GNSS測位精度低下時の位置補正方式については，

今後の最新技術の導入を踏まえ任意とした．

優先信号制御実証実験

4.1. 実験概要
GNSS優先信号制御を実施した場合の動作検証及び

制御効果検証等について，「都道府県警察モデルシス
テム検証計画」に基づき検証を実施した．実験概要を
表１に示す．

実験路線については静岡県静岡市で既存の光ビーコ
ンを用いた優先信号制御（PTPS及びFAST）との比較
を行うために図６に示した既存路線から選定した．
既存路線（公道）及び既存管制システムに接続して

行う検証のため，既存管制システムへの影響が最小限
となる構成で実施した.
具体的には図7に示すとおり，管制システムに運行

図5　本技術開発による優先信号制御
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表１　実験概要
項目 内　容

検証地区 静岡県静岡市

実施方針

GNSS優先信号制御を実施した場合の動作及び制御効果等を
モデルシステムにおいて検証する．
検証路線は既存の光ビーコンを用いた優先信号制御（PTPS及びFAST）
との比較を行うために既存路線定する．既存路線（公道）及び既存管制
システムに接続して行う検証のため，安全確保に十分配慮し，
既存システムへの影響を最小限となる構成で実施する．「都道府県警察
モデルシステム検証計画」より．

対象
交差点

PTPS FAST

2方向　4交差点
（うち新規1交差点）
上り方向：篭上，材木町，安倍町，
中町（新規）
下り方向：安倍町

11交差点（うち新規2交差点）
柚木，護国神社南，護国神社入
口，常磐町2丁目，黒金町西，相
川公園北，相川公園南，伊河麻神
社北，伊河麻神社西，江川町（新
規），中町（新規）

検証期間

光ビーコン：
11/29～12/3，1/18～1/21　
9日間

（GNSS制御の検証日数（9日間）
に合わせた期間）

光ビーコン：
11/27～12/3，1/17～1/21　
12日間

GNSS：
12/15～12/21，1/11～1/14　
9日間

（土・日・祝日は含まず）

GNSS：
12/15～12/21，1/10～1/14　
12日間

（土・日・祝日も含む）

検証曜日
時間帯

月～金（平日）9時～16時
（周辺交通への影響を考慮し，
交通への影響が少ない日中の
時間帯で実施）

土・日・祝日も含む　24時間

検証
車両台数 バス：3台＋実験車：1台 救急車：3台

⑥ GNSS（位置情報）等を活用した信号制御等及び緊急車両情報に係る技術開発

（1）交通環境情報の生成に係る技術開発

2. 交通環境情報の構築と活用
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監視装置等，バス・救急車にGNSS対応車載機を新た
に設置（付加）するシステム構成とした.
既存の管制システムに対しては，運行監視装置が判

断したタイミングで通知を与え，信号機の優先信号制
御は既存の装置により実行（動作）させた．光ビーコ
ンによるPTPS及びFASTの機器設定秒数及び光ビー
コン位置等は，比較のため既存システムを変更しない
条件で実施した．
PTPSの評価時間帯は，現状交通に影響を与えない

ように現在運用中である朝夕のラッシュ時間帯を外し
た日中の９時～16時とし，光ビーコンによるPTPS及
びFASTの成果を基準として，同等以上となっている
ことを確認する目的で実施した．
検証期間は，１か月とし，検証期間中の交通量差異

を抑えつつ各曜日の影響を平均化する目的から，光ビー
コンによる優先信号制御とGNSSによる優先信号制御
を１週間ごと，交互に２回に分けて検証を実施した．
なお，PTPSについては現在の運用実態と合わせて

平日のみを実験日とした．

4.2. 実験結果
基本動作，位置誤差，遅延時間等の確認及び制御効

果が光ビーコン制御と同等以上であることを表２のと
おり確認した．
各検証項目と目的，評価値とその結果を示す．詳細

については成果報告書（2）を参照願えれば幸いである．
GNSS精度については，PTPS検証路線内は表３の

⑥ GNSS（位置情報）等を活用した信号制御等及び緊急車両情報に係る技術開発

（1）交通環境情報の生成に係る技術開発

2. 交通環境情報の構築と活用
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図6　実験路線及び交差点
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総合病院

日赤病院

市立
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－凡例－

：PTPS対象交差点・路線（現状）

：FAST対象交差点・路線（現状）

：PTPSモデルシステム優先信号制御対象交差点（既設 3交差点）

：PTPSモデルシステム優先信号制御対象交差点（新規 1交差点）

：FASTモデルシステム優先信号制御対象交差点（既設 9交差点）

：FASTモデルシステム優先信号制御対象交差点（新規 2交差点）

図7　実験システム構成図
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表2　検証項目と結果
No. 検証項目 目的／評価 結果

1 優先
制御動作

「青延長」「赤短縮」の
基本動作確認

優先制御（「青延長」「赤短縮」）
を実行
停止線通過差異削減
 平均−74.7秒
青延長時非通過率削減 −88.9％

基本動作：光ビーコン制御と
同等以上

2 制御効果

優先制御実施による旅行時間
短縮効果確認
交差方向交通に与える影響
確認

交差点通過時間短縮 平均2.1秒
路線旅行時間短縮 平均8.1秒
無駄な青延長時間削減
 平均2.1秒制御効果：光ビーコン制御と

同等以上

3 GNSS
精度

選定路線の位置誤差確認 静岡市：10m以下
東京臨海部：マルチパス環境では
10m以上となる場合がある位置誤差：10m以下

4 延長時間
計測周期に対する妥当性確認

281msec（最大960msec）車載機～信号機の通信・処理
遅延時間：1秒未満

5

複数バス
通過時の
バス優先
制御動作

バス連続接近時の動作確認
バス停止時の最大減速度
0.83m/s2（0.09G）停止時の減速度：1.96m/s2

（0.2G）以下

6 優先制御
実施条件

バス路線に交差方向渋滞延
伸時の動作確認

設定値以上で，優先制御解除を
実行

（設定値100mに対し，100m
以上で解除を確認）

設定値以上の交差方向渋滞
長で，優先制御実施解除
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とおり，目標とした位置誤差10ｍ以下を満たしてい
ることを確認した．
また，静岡駅近くはマルチパス（ビル等による反射

波）の影響を受けるため検証路線外とした．検証路線
外の位置誤差検証結果を参考として表4に示す．
また，本技術開発特有の機能について検証した結果

を以下に示す．
（1）優先信号制御の追加動作機能

現状の光ビーコンによるバス位置は，路側に設置さ
れた光ビーコン直下通過時のみ感知する仕組みのため，

光ビーコン通過後にバス位置は不定となる．
例えば，光ビーコン通過後にバス停があり，停車し

た場合には青信号の延長を実施しても通過できない
ケース等が考えられる．
一方GNSSによる優先信号制御ではバス位置を継続

的に把握できることから，バス停停車により赤信号と
なった場合でも，さらに赤信号を短縮する優先信号制
御を追加実行できる．図8に本機能によりバスが交差
点を早く通過できた事例を示す．
（2）優先信号制御の解除動作機能

現状の光ビーコンによる緊急車両位置もバスと同様
に光ビーコン通過後不定となる．GNSSによる優先信
号制御では緊急車両位置を継続的に把握できることか
ら，緊急車両が交差点を通過直後に優先信号制御解除
を実行できる．
従来の光ビーコンであれば緊急車両が交差点通過後

も青信号の延長が続くケースにおいて，GNSSによる
優先信号制御では無駄な青時間を削減できた事例を図
９に示す．
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図8　本技術開発特有機能（優先制御追加動作）事例
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交差点からの距離

時刻

交差点灯色の状態
（実行履歴）

バスの走行軌跡

（1）9:06:44　感知通知送信
速度：18Km/h
⇒青延長実施 

（3）9:07:07　感知通知送信
⇒赤短縮実施 

（2）感知通知送信時の
バス通過予測
青延長実施

（4）赤短縮効果により
通過時間3秒短縮

赤時間
3秒短縮

バス停（85m）交差点
光ビーコン（80m）

表4　検証路線外の位置誤差検証結果 単位ｍ
評価地点 日赤前 日赤前～江川町間 江川町
平均値 2.59 3.19 3.23
最大値 9.71 11.57 20.00
最小値 0.42 1.44 0.50

表3　検証路線内の位置誤差検証結果
 単位ｍ

評価地点 安倍町 籠上 材木町 中町
平均値 1.58 2.74 2.39 2.49
最大値 4.95 5.12 4.84 4.89
最小値 0.16 0.99 0.63 0.63

図9　本技術開発特有機能（優先制御解除動作）事例
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（2）22:34:06　感知通知送信
⇒緊急車両感知通知（リセット） 

（1）22:33:46　感知通知送信
⇒緊急車両感知通知（セット） 

交差点灯色の状態
（実行履歴）救急車の走行軌跡

（3）延長階梯の置換秒数（17秒）
感知通知により7秒に短縮
⇒無駄青時間10秒削減

光ビーコン（セット） 光ビーコン（セット）

青時間
10秒短縮

黒金町西交差点
停止線位置

黒金町西交差点　通過位置

交差点からの距離

時刻

45m
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無駄な青時間を削減することにより，交差方向の交
通流に与える影響を小さくすることができる．

緊急走行車両情報（模擬）配信 
実証実験

5.1. 実験概要
本技術開発でGNSS優先信号制御用途に開発した，

シンプルかつ必要最低限の性能要件とした車載機を活
用した緊急走行車両情報（模擬）配信実証実験と
GNSS位置誤差についての検証を2022年１月10日か
ら14日と17日から21日の10日間，10時から16時の
時間帯で実施した．
車載機からの位置情報は運行監視装置にて管理し，

優先信号制御に活用する仕組みを開発していたが，さ
らに運行監視装置に位置情報を他サーバへ配信する機
能を追加し「情報収集配信サーバ」とした．
模擬緊急車両に搭載した車載機から携帯電話網LTE

（閉域網）により位置情報を収集し，他サーバへはビ
ジネスイーサ（閉域網）を通じて，東京臨海部実証実
験に参加している自動運転車に模擬緊急車両の位置情
報を配信した．
図10に実験構成図，表5に配信情報仕様を示す．

実験においては緊急車両を模擬した乗用車２台を用
意し，実験参加者のドライブレコーダ等で確認できる
ように識別目印となるステッカーをボディに貼り付け，
ルーフラックにカラーボックスを搭載した．
実際に東京臨海地区を走行して位置情報を配信する

実験を行った模擬緊急車両の外観を図11，走行ルー
ト（5種類）を図12に示す．

5.2. 実験結果
位置情報を配信した結果が実験参加者の自動運転車

両まで配信・活用されたことは，自動運転車両に搭載
された高精度３次元地図に紐付いた確認画面（ダイナ
ミックマップビュワー）にて確認した．
位置誤差の評価方法については，模擬緊急車両に２

台のカメラを設置し，前方及び上空の映像から19か
所の評価地点通過時の時刻を求め，GNSS受信機で取
得した同時刻の位置情報（緯度・経度）をもとに，真
値との比較により位置誤差を算出した．
東京臨海地区における評価地点を図13に示す．

位置誤差の評価結果を表６に示す．
優先信号制御実証実験時に計測したPTPS実証実験

の検証路線内は，上空が開けたオープンスカイ環境で

5

図10　東京臨海部実証実験における実験構成図
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表5　配信情報仕様
項目 規格

通信制御手順 UDP
送信周期 2秒ごと

GNSS情報格納数 最大20個（100ms）

図13　評価地点
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図12　走行ルート

地理院地図ルートA
ルートB
ルートC
ルートD
ルートE

図11　模擬緊急車両

SIP最終成果報告書_2版.indb   78SIP最終成果報告書_2版.indb   78 2023/02/22   13:272023/02/22   13:27



あり，想定どおり位置誤差が最大値10m以下の5.12m
であった．
一方，東京臨海地区ではビルが隣接するマルチパス

が懸念される地点や，ゆりかもめ高架下等の衛星から
の電波が遮蔽される環境が多く存在している．
平均値では10m以下であるものの，最大値が10m

を超える場合があり，最小値と最大値の差異が大きい
箇所が多く見られた．

また，今回２台の模擬緊急車両を用いて位置情報の
配信を行っているため，位置誤差評価として２台が同
一ルートを走行したL～Sの区間において車載機の誤
差評価を実施した．
車両１と車両２の評価結果を，それぞれ表7と表8

に示す．
評価地点Nのみ大きな差異が発生していたが解析

により停車中の位置誤差変動の影響と判明した．
結果として大きな誤差は見受けられなかった．

おわりに

本技術開発では，現状の管制システムへの影響を最
小限に抑え，早期社会実装を可能とする構成で技術開
発を実施した．２か年の成果は下記のとおりである．
2020年度は，機能・技術要件の詳細化を行い，下

記の仕様書（案）等６本を策定した．
①GNSS優先信号制御技術要件書
②位置情報収集方法ガイドライン
③運行監視装置　通信アプリケーション規格（案）
④車載機　通信アプリケーション規格（案）
⑤都道府県警察モデルシステム仕様書（案）
⑥都道府県警察モデルシステム検証計画
2021年度には，優先信号制御実証実験を静岡市で

実施．これまでの光ビーコンと比較して優先信号制御
の有効性の向上を確認した.
また，「インフラ協調による高度な自動運転の実用

化」実現に向け，東京臨海地区で緊急走行車両情報
（模擬）配信実証実験を実施し，インフラからの配信
情報が有効であることを確認した．
今後は早期社会実装へ向け，社会インフラ設備とし

ての標準化を進めていく．

【参考文献】 
（1）� 一般社団法人UTMS協会：日本の交通信号史�その後の40年，

p.54.
（2）� 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構：2020

年度～2021年度成果報告書�戦略的イノベーション創造プログ
ラム（SIP）第２期／自動運転（システムとサービスの拡張）／
GNSS（位置情報）等を活用した信号制御等に係る研究開発，
2022年．

【本件問合せ先】 
コイト電工株式会社�人事総務部，〒411-0932�静岡県駿東郡長泉町
南一色720番地，055-955-5688，担当：稲毛光治，成島和子

表6　評価結果（その１） 単位：m
評価地点 A B C D E
平均値 2.41 2.07 2.49 2.90 1.98
最大値 4.73 3.51 3.87 5.30 4.67
最小値 0.59 0.57 0.38 0.97 0.16

評価結果（その2） 単位：m
評価地点 F G H I J
平均値 2.14 3.22 5.29 8.37 5.09
最大値 4.60 5.27 9.92 17.67 14.10
最小値 0.16 0.19 1.41 1.12 0.92

評価結果（その3） 単位：m
評価地点 K L M N O
平均値 2.35 1.27 2.18 3.20 2.41
最大値 5.23 2.19 3.62 20.81 5.36
最小値 0.82 0.34 0.50 0.45 0.70

評価結果（その4） 単位：m
評価地点 P Q R S
平均値 2.55 2.23 2.56 1.92
最大値 8.28 3.47 3.79 2.19
最小値 0.25 0.39 0.13 1.56
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表7　車両別評価結果　車両１（その１） 単位：m
評価地点 L M N O
平均値 1.13 2.32 1.90 2.75
最大値 1.96 3.56 2.97 5.36
最小値 0.63 1.56 0.85 0.70

車両別評価結果　車両１（その2） 単位：m
評価地点 P Q R S
平均値 2.39 3.47 3.79 1.91
最大値 6.97 3.47 3.79 1.91
最小値 0.28 3.47 3.79 1.91

表8　車両別評価結果　車両2（その１） 単位：m
評価地点 L M N O
平均値 1.41 2.04 4.47 1.99
最大値 2.19 3.62 20.81 4.89
最小値 0.34 0.50 0.45 0.77

車両別評価結果　車両2（その2） 単位：m
評価地点 P Q R S
平均値 2.79 0.99 1.33 1.94
最大値 8.28 2.08 2.19 2.19
最小値 0.25 0.39 0.13 1.56
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はじめに

自動運転社会の実現に向けた技術開発や法整備など，
産官学による様々な取組が進められるなか，より安全
かつ快適な自動運転の実現に向け，クルマ同士やクル
マと道路交通インフラが協調する「協調型自動運転」
に期待が寄せられている．しかし，協調型自動運転の
実現に必要な通信方式に関しては，未だ統一された見
解がなされていなかった．
日本においては，安全運転を支援するITS無線とし

て700MHz帯の電波を活用したARIB-STD�T109（1）（以
下，これを ｢700MHz帯ITS｣ と呼ぶ）が規定され，す
でにサービスも実用化されている．このことから，
700MHz帯ITSの拡張が協調型自動運転向け通信の早
期実現に最も寄与するとの考えがある．一方，今割り
当てられている周波数だけでは帯域幅が不足しないか，
5.9GHz帯の電波を割り当てている欧米諸国と比べ，
700MHz帯の電波を使用している日本は世界標準か
ら取り残されてしまわないか，といった懸念も出され
ている．
グローバルな視点で見れば，多くの地域･国が

5.9GHz帯をITS用の周波数として割り当てているが，�
5.9GHz帯を含む5GHz帯の電波は直進性が強く，見
えない先の状態を検知したいITSには向かないのでは
ないか，ETCをはじめとした他のシステムへの与干
渉や無線LANの周波数拡張による被干渉などにより，

用途や場所が限られるのではないか，何よりも5.9GHz
帯は放送業者がFPU（Field�Pickup�Unit）として現在
も利用中であり，業界を超えた周波数移行作業が必要
になることから，日本の周波数事情に適さないのでは
ないかといった意見もあり，結論は見えていなかった．�
SIPでは自動運転の実現に向けて産学官が一堂に会

して取り組む体制ができていることから，こういった
背景を踏まえ，2019年度に ｢協調型自動運転通信方
式検討タスクフォース（以下，本TF）｣ を立ち上げ，
将来の通信方式を３年計画で検討した．以下，本TF
の取組について述べる．

活動概要

2.1. 協調型自動運転の定義 ･目的 ･目標
本TFの活動はまず，TFが扱う協調型自動運転シス

テムとは何かを定義し，その目標を定めるところから
スタートした．これらを明確にすることは，TFでの
議論を円滑に進めるうえで非常に重要である．
本TFでは協調型自動運転システムを，｢自律型自動

運転システムをベースに，車載センサ検知範囲外の情
報の入手や自車が保有する情報の提供，及び車車間や
路車間の意思疎通を通信で行うことで，より安全でス
ムーズな自動運転制御を可能とするシステム｣と定めた．
また，本TFを立ち上げた目的は，｢協調型自動運転

のあるべき姿，実現までのロードマップを描き，国際

1

2

協調型自動運転のための通信
方式の検討（概要）
Research for V2X Communication for Cooperative 
Driving Automation （Overview）

菅沼英明（トヨタ自動車株式会社）
Hideaki Suganuma (TOYOTA MOTOR CORPORATION)

（2）交通環境情報の配信に係る技術開発

2 交通環境情報の構築と活用 （2）交通環境情報の配信に係る技術開発
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標準も考慮しつつ，オールジャパンとして最適な通信
方式の方針を固める｣ことであった．この目的を達成
するための目標は，①協調型自動運転に適切な通信方
式を提案すること，②協調型自動運転に必要な通信方
式，及びその通信方式が必要となる時期を明記した
ロードマップを策定することとした．

2.2. 検討のステップ
2.1節に示した目標を達成するために，本TFでは実

施事項をPhaseⅠ～Ⅲの３つに分け，検討を行った．
PhaseⅠ：検討のベースとするユースケースの整理
PhaseⅡ：各ユースケースの通信要件の明確化
PhaseⅢ：�通信要件を満たす通信方式の検討� �

及びロードマップの策定
また，検討体制においては，ITS関係省庁の方にも

検討を主体的に進める委員という立場で参加いただき，
PhaseⅡ以降の検討では，通信に知見のある方にも広
く加わっていただくことで，検討内容の充実を図った．
これらの取組に関しては３章で述べる．また，本

TFの検討メンバと大日程を図１に示す．

通信方式の検討

3.1. ユースケースの選定
協調型自動運転を対象とした通信活用に関しては，

国内外問わず多くのユースケースが提唱されている．
ただしその中には，車載センサの代わりに通信を使う
など，明らかに通信という手段が目的化されているも
のや，今時点で通信以外の要素技術に大きな課題が見
えており，通信の適用だけでは実現困難と思われるも
のも多く存在している．本TFではこういったユース
ケース全てを実装することは現実的でないと考え，将
来に向けて実現することが想定されるユースケースを
定めることとした．ただし，本TFが新たに全てのユー

スケースを考えるのでなく，世の中で提唱されている
ユースケースを集約･整理し，TFとして取り組むべ
きユースケースを選定するというやり方を採用した．
実際のユースケースは，一般社団法人日本自動車工業
会（以下，自工会）からの提案，及び2018年度に実施
されたSIP自動運転における調査研究「自動運転シス
テムにおけるV2X技術等を含む新たな通信技術の活
用に関する調査」（2）の結果を用いた．自工会の提案は，
自動運転車が走行可能となるために必須と考えられる
ユースケースであり，信号情報配信，合流支援，緊急
車両存在通知などである．また，2018年度の調査研
究には，欧･米･日本を含むアジアの協調型自動運転
及び安全運転支援のプロジェクトで用いられたユース
ケースがまとめられている．�
これらをもとにTFとしてのユースケース選定を行っ

たが，選定にあたっては以下の３点を重視した．
（1）全ての交通参加者は基本的に法規を遵守する
（2）自律型自動運転システムでは実現不可能である
（3）�協調型自動運転システムの定義で定めた①車載セ

ンサ検知外の情報の入手，②自車が保有する情報
の提供，③車車間／路車間の意思疎通を目的とす
るユースケースに合致するもの

このように，グローバルに提唱されているユースケー
スの整理から，TFで取り組むべき25のユースケース
（以下，SIP-UC）を選定した．SIP-UCの詳細は2020
年９月に一般公開されている．（3）図２に，ユースケー
スの例として，路側管制による本線車両協調合流支援
のユースケースを示す．

3.2. 通信要件の明確化
PhaseⅡでは，ITS無線通信の規格･標準化に対して

豊富な知見･経験を有するITS情報通信システム推進
会議（以下，ITS�Forum）の協力のもと，ITS�Forum
主体で通信要件の整理を行った．また，通信要件を定
めるためには各サービスの詳細化が必要なため，SIP-
UCに類似した技術検討や実証実験等を実施している
研究団体等へのヒアリングも行った．各団体等から収
集した情報をもとにITS�Forumが定めた通信要件（4）

の例として，路側管制による本線車両協調合流支援の
通信要件を表１に示す．

図１　TF検討メンバと大日程
ロードマップ策定

通信方式の検討

通信要件の明確化

ユースケースの選定

PhaseⅠ

FY2019
Q3    Q4

FY2020
Q1   Q2

FY2020
Q3   Q4

FY2021
Q1   Q2

FY2021
Q3   Q4

警察庁，総務省，経済産業省，
国土交通省，内閣府（SIP），
自工会，大学通信有識者

PhaseⅠのメンバに加え
UTMS協会，国総研，
ITS-Forum，JEITA

検討メンバ日程

PhaseⅡ

PhaseⅢ
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3.3. 通信方式の技術的検証
3.1節で選定したSIP-UCに対し，3.2節で定めた通

信要件を適用することで，ユースケースの実現可否を
通信の成立性の観点から評価した．評価では，SIP-UC
の中で，明らかにV2N通信（V2N：Vehicle�to�Network）
による広域への情報配信が適していると考えられる5

つを除いた20のユースケースについて，以下の２つの
通信方式の適用可否を検討した．
１）700MHz帯ITSの拡張
２）新たな通信方式の例としてのC-V2X（※）適用
　　※�5.9GHz帯周波数の活用事例として採用� �

C-V2X（Cellular�V2X：Xはeverythingの意）
実際の評価を行ったのは，本業務を受託した京セラ

株式会社（以下，京セラ）と日本電気株式会社（以下，
NEC）である．このうち700MHz帯ITSの評価は京セ
ラが担当し，C-V2Xを題材とした新たな方式の評価，
ロードマップ策定，全体まとめをNECが担当した．
これら京セラとNECが行った評価に関しては，本

稿に続く第２章（2）①「協調型自動運転のユースケース
を実現する通信方式の検討」に詳しいので，そちらを参
照いただきたい．ここでは，検証結果を簡潔に述べる．
京セラが担当する700MHz帯ITSの評価では，20の

SIP-UC全てを対象に，既存の安全運転支援ITSサー
ビスに追加可能かを評価した．結果，クルマと路側イ
ンフラ間とで行うV2I通信（V2I：Vehicle�to�Infra-
structure）のうち，路側インフラからクルマへの情報
配信については全て実現可能であった．一方，クルマ
から路側インフラへの情報配信に関しては，一部要件
を満たせなかった．また，クルマ同士が通信を行う
V2V通信（V2V：Vehicle�to�Vehicle）に関しては，
SIP-UCの中でV2V通信を想定した11のユースケース
のうち8つが要件を満たせなかった．
要件が満たせなかったユースケースの特徴は，情報

の送信元となるクルマが通信相手を特定し，個別の情
報をやりとりする機能（これを ｢ネゴシエーション｣
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図2　合流支援のユースケース例

インフラ

ユースケースイメージ

本線走行車両の情報を連続的に提供

本線走行車両の走行を連続的にセンシング（面的計測）
さらに，インフラから本線車両に合流支援を指示

車間維持／拡大要求
Or車線変更要請
車間維持／拡大要求
Or車線変更要請

速度調整

機能分類
ユースケース名

対象場所 高速道路+一般道

a.  合流・車線変更支援
a-1-3.路側管制による本線車両協調合流支援

本線走行車両の位置や速度等，面的に計測した情報を，インフラから合流車両に提供するとともに，インフラから
本線車両側に車間調整等を指示し，合流の支援を行う．

オーナーカー対象車両

概要

通信
留
意
事
項

（
通
信
要
件
等
）

接続形態

制御用途 速度調整，車間調整

要

V2I

1対多

即応性

メッセージデ
ー
タ
区
分

／
情
報
内
容

センサデータ

リッチコンテツ －

小

合流部到達時刻（本線車），車間調整要求

速度，位置

データ量

表１　通信要件の例
機能分類 a．合流・車線変更支援
ユース
ケース 路側管制による本線車両協調合流支援

No. a-1-3
メッセージ

名 位置情報 管制要求 調定要求
更新要求

調定応等
更新応答

通信形態 V2I（I→V） V2I（V→I） V2I（I→V） V2I（V→I）
通信相手 非特定車両 路側インフラ 特定車両 特定車両

対象エリア
（最小範囲）

合流起点6秒
前から合流起

点まで

管制要求
範囲内

管制要求
範囲内

管制要求
範囲内

エリアあた
り送信台数 1台 1台 1台

（×管制数）

48台
（管制数，混雑

時）

必要通信
距離

連絡路：
66.7～

116.7m
本線：
111.1～

266.7m

66.7～
116.7m

連絡路：
66.7～

116.7m
本線：
111.1～

266.7m

連絡路：
66.7～

116.7m
本線：
111.1～

266.7m

最大相対
速度

連絡路：
20～70km/h
本線：
20～

120km/h

連絡路：
20～70km/h
本線：
20～

120km/h

連絡路：
20～70km/h
本線：
20～

120km/h

連絡路：
20～70km/h
本線：
20～

120km/h

最大デー
タサイズ

5236byte
（4986＋250）

想定台数：
184台

287byte
（37＋250）

273byte
（23＋250）

287byte
（37＋250）

周期型／
非周期型 周期型 非周期型 非周期型 非周期型

送信周期 100ms 不定
1パケット

あたりPAR
PAR≧99％

（仮）
PAR≧99％

（仮）
PAR≧99％

（仮）
PAR≧99％

（仮）
無線区間
許容遅延 規定しない 100msを想定 100msを想定 100msを想定
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と呼んでいる）を必要とするものであった．ネゴシエー
ションの機能はブロードキャストを基本とする
700MHz帯ITSにはない仕組みであり，このようなユー
スケースを実現するためには新たな通信方式や，場合
によっては新たな通信帯域が必要となることが，今回
の評価で確認できた．
一方のNECが担当するC-V2Xを用いた評価では，

700MHz帯ITSの評価で実現ができなかったネゴシ
エーションによる合流支援や交差点周辺のサービスを
題材とし，パケット到達率や受信レベル，遮蔽による
影響などを中心とした評価を行った．結果，遮蔽によ
る急激な通信状況の悪化や道路反射等の影響によるパ
ケット到達率の落ち込みなど，要件を満たすことがで
きないケースがあることを確認できた．
技術的検証結果をまとめると以下である．

・�V2I通信のうち路から車への通信に関しては，全て
のユースケースが700MHz帯域ITSの拡張により成
立する

・�V2I通信のうち車から路への通信の一部とV2V通
信のユースケースは要件を未達

　�ユースケースの個別シーンごとの詳細な条件の見直
しや新たな通信方式の適用が必要となる

・�クルマ同士のネゴシエーション等，高度な通信を必
要とするユースケースについては，C-V2Xによる
評価でも要件を満たさなかった．

これらより，単純に新たな方式を追加しただけでは
SIP-UC全てを実現することは難しいことがわかり，�
｢更なる検討が必要である｣と結論づけた．

ロードマップの策定

本TFが定めたSIP-UCは，自動運転車を走らせる
ために必須となるものと，より安全･快適な走行をサ
ポートするものに分類される．また，安全運転支援の
延長で実現できるものや高度な仕組みを要するもの，
さらにはITS関連省庁をはじめとした国の施策として
既に位置づけられているものなど，その実現時期は様々
である．そこでPhaseⅢでは，関係する各方面の情報
をもとに，SIP-UCそれぞれの展開時期を整理し，概
ね5年程度のスパンをもって定めた．さらには，ユー
スケース実現には，単に技術だけでなく，法制度，ビ

ジネスモデル，事業者間での役割と責任分担の明確化
等，解決すべき課題は多岐にわたることから，本TF
では，SIP-UCの実現に必要な課題も同時に洗い出し，
これらを含めた展開計画とした．
展開計画では，安全運転支援から自動運転に拡張で

きるユースケースや自動運転車両を走らせるために必
須のユースケースは，概ね2025年ごろの実現を見込
んでおり，700MHz帯ITSが活用できる．実現時期を
2030年以降と想定した，より安全･快適な自動運転
走行を実現するためのユースケースでは，先に示した
ネゴシエーション等の高度な通信が必要となり，新た
な通信方式の導入や周波数帯域の確保が必要となる．
これらを踏まえ，本TFでは図３に示すロードマップ
を策定し，以下の結論を導いた．
・�ネゴシエーション等に対応する新たな通信方式が必
要な時期を2040年ごろと想定

・�2040年ごろに，例えば30％の協調型自動運転車普
及を見込むのであれば，新たな通信方式を2030年
ごろから導入する必要がある

・�2030年以前の早期に開始するユースケースについ
ては，700MHz帯ITSが活用できる

さらには，それぞれのユースケース実現のためには，
本TFが行った通信方式の検討結果だけでなく，それ
以外の多くの課題に対しても対応の目途がついている
ことが非常に重要となる．
なお，展開計画とロードマップに関しても，第２章

（2）①「協調型自動運転のユースケースを実現する通
信方式の検討｣に詳しいので，そちらを参照いただき
たい．

おわりに

本TFでは，通信を活用した協調型自動運転を実現
するための25のユースケースを定めた．次にこのユー
スケースに適用すべき通信方式の検討を行い，各ユー
スケースの実現時期，解決すべき課題と併せてロード
マップにまとめた．
自動運転を早期実現するためには，700MHz帯ITS

を活用したユースケースの適用と，将来の高度な通信
を必要とするユースケースを実現するための新たな通
信方式に関する継続的な検討が必要である．

4
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今後は，今回定めたロードマップに従った着実な検
討が進められることを期待する．

【参考文献】 
（1）� ARIB-STD�T109　700MHz帯高度道路交通システム，https://
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（参照�2022.10.25）

（2）� 自動運転システムにおけるV2X技術等を含む新たな通信技術の
活用に関する調査，2019，https://www.sip-adus.go.jp/rd/
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図3　協調型自動運転向け通信方式のロードマップ
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① 協調型自動運転のユースケースを実現する
通信方式の検討

（2）交通環境情報の配信に係る技術開発

交通環境情報の構築と活用2

協調型自動運転のユースケースを実現する
通信方式の検討（セルラー V2X 方式）

1.1. 概要
協調型自動運転通信方式検討タスクフォース（以下，

検討TF）で策定されたSIP協調型自動運転ユースケー
ス（1）（以下，SIP-UC）に基づき，ITS情報通信システ
ム推進会議 高度化専門委員会�無線方式検討タスクグ
ループ（以下，無線方式検討TG）と共同でSIP-UCに
対する技術要件及び通信要件を検討した．その通信要

件に対し，無線通信システムの一つであるセルラー
V2X方式を適用した場合の対応可否の検証及び課題解
決の対応策立案及び妥当性の検証を実施した．（V2X：
Vehicle�to�X,�V2I：Vehicle�to�Infrastructure,�V2V：
Vehicle�to�Vehicle,�V2N：Vehicle�to�Network）

1.2. 通信要件の検討
SIP-UCに対し，無線方式検討TG及びSIP-UCのそ

れぞれのユースケースに関係する団体，企業との議論
を通じ，ユースケースの実現に際し求められる技術要

1

Research on Communication Methods to Realize Cooperative 
Automated Driving Use Cases

（概要）本事業は，協調型自動運転通信方式検討タスクフォースにて策定されたV2Xの活用が期待される協調型自動運
転ユースケースについて，無線通信技術への具体的な要求仕様等，通信に関する技術的な実現性の検討，検証及び実証
を踏まえ，自動運転社会の実現に必要な通信技術の社会実装時期のロードマップを策定することを目的として実施した．
具体的には，ユースケースに対する通信要件の検討，無線通信システムの一つであるセルラーV2X方式による対応可
否の検証及び課題解決の対応策立案及び妥当性の検証，既存の無線通信システムである700MHz帯高度道路交通シス
テムによる対応可否の検証及び課題解決の対応策立案，自動運転社会の実現に必要な協調型自動運転に関する通信要件
のロードマップ案の策定を実施した．

キーワード：協調型自動運転，V2X，セルラーV2X（C-V2X），700MHz帯ITS
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表１　通信要件の例
機能分類 a.合流・車線変更支援

ユースケース 予備加減速合流支援 本線隙間狙い合流支援 路側管制による本線車両協調合流支援
No. a-1-1 a-1-2 a-1-3

メッセージ名 位置情報 位置情報 位置情報 管制要求 調停要求／更新要求 調停応答／更新応答
通信形態 V2I（I → V） V2I（I → V） V2I（I → V） V2I（V → I） V2I（I → V） V2I（V → I）
通信相手 非特定車両 非特定車両 非特定車両 路側インフラ 特定車両 特定車両

対象エリア（最小範囲）
合流起点6秒前から
合流起点6秒前と

合流起点の中央まで

合流起点6秒前から
合流起点まで

合流起点6秒前から
合流起点まで 管制要求範囲内 管制要求範囲内 管制要求範囲内

エリアあたり送信台数 1台 1台 1台 1台 1台（×管制数） 48台（管制数，混雑時）

必要通信距離 33.9～59.3m
（国総研仕様書：95m） 67.8～118.6m 連絡路：67.8～118.6m

本線：112.5～270.0m 67.8～118.6m 連絡路：67.8～118.6m
本線：112.5～270.0m

連絡路：67.8～118.6m
本線：112.5～270.0m

最大相対速度 連絡路：20～70km/h 連絡路：20～70km/h 連絡路：20～70km/h
本線：20～120km/h

連絡路：20～70km/h
本線：20～120km/h

連絡路：20～70km/h
本線：20～120km/h

連絡路：20～70km/h
本線：20～120km/h

最大データサイズ 1510byte 想定：46台 2752byte 想定：92台 5236byte 想定：184台 287byte 369byte 287byte
周期型もしくは非周期型 周期型 周期型 周期型 非周期型 非周期型 非周期型

送信周期 100ms 100ms 100ms 不定
1パケットあたりPAR PAR≧99％（仮） PAR≧99％（仮） PAR≧99％（仮） PAR≧99％（仮） PAR≧99％（仮） PAR≧99％（仮）
無線区間許容遅延 規定しない 規定しない 規定しない 100msを想定 100msを想定 100msを想定

PAR: Packet Arrival Rate
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件（路車での機能分担，通信機能等）及び通信要件（通
信シーケンス，メッセージ内容，通信性能等）を無線
方式検討TGとの協働により規定した．合流・車線変
更支援に関するユースケースに対する通信要件の例を
表１に示す．
検討した結果は，無線方式検討TGによりSIP-UC

に関する通信シナリオ／通信要件の検討資料（2）とし
て策定された．

1.3. 広域通信に関する検討
広域通信網を利用するSIP-UCのそれぞれのユース

ケース（d.先読み情報：走行計画変更，f.インフラに
よる情報収集・配信等）に対し，通信要件の実現上の
課題を整理し，その課題の対応策を机上検討した．通
信要件の実現上の課題を図１に，各課題への対応策案
を表２に示す．

1.4. 狭域通信に関する検討
狭域通信（路車間，車車間）を利用する各ユースケー

スに対し，通信要件の実現上の課題を整理し，その課
題に対し，セルラーV2Xの通信シミュレーション
（5.9GHz，10MHz帯域幅）を通じ通信性能を検証し，

①協調型自動運転のユースケースを実現する通信方式の検討
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図１　通信要件の実現上の課題
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＊接続MNO網（広域通信網）はマルチキャリアを前提とする．

図2　合流支援における通信モデル
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図3　通信シミュレーション結果例
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表2　各課題への対応策案
課題 検討事項 方策案概要

課題１：遠隔操作（操縦）時
の通信遅延

・通信遅延低減
 （V⇔N）

・無線通信の優先度制御
・専用周波数帯域の確保
・End-to-Endでの専用帯域の確
保（スライシング等）

課題2：遠隔監視・操作時
の通信量（周辺映像等）

・通信遅延低減
 （V→N）

・無線通信の優先度制御
・ アップリンク（V→N）通信容量の

確保
・専用周波数帯域の確保
・ End-to-Endでの専用帯域の確

保（スライシング等）
課題3：情報送信車両判定
の位置情報の通信頻度

・通信頻度低減
 （V→N）

・送信方式ごとの実現性検討
（ユニキャスト，マルチキャスト，ブ
ロードキャスト）

課題4：ユースケースに応じ
た送信方式の実現性，送信
方式に応じた収容台数，通
信頻度実現性

・通信量低減
 （N→V）

V：Vehicle, N：Network
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対応策案を机上検討した．検証に際しては，代表的な
ユースケース２例（①合流支援，②交差点周辺）を取
り上げ実施した．図２に一例として合流支援における
通信シミュレーションの際の通信モデルを示す．
通信シミュレーションを通じ通信要件実現のための

課題が明らかになり，その対策を含めた再評価を実施
した．図３に一例として当初のシミュレーション結果
（距離に応じたパケット到達率）とパケット到達率の
低下の要因と想定された要因（路側機における送受信
タイミング競合による受信不能，車両送信におけるパ
ケット衝突（隠れ端末の影響））に対する改善策（路側
機の送信メッセージの集約，車両遮蔽損失の影響の低
減）を対策後のシミュレーション結果を示す．
またシャドウイング及び通信輻輳の影響といった，

無線通信を実フィールドで実証し，検証が必要な事項
に関し，テストコースで車両及びセルラーV2X通信
機を配した通信性能評価の実証を行った．通信性能と
して，①遮蔽車によるシャドウイングの影響，②通信
量に応じた通信輻輳の影響を評価した．図4に一例と
して遮蔽車によるシャドウイングの影響の実証結果を
示す．
狭域通信に関する検討として，通信シミュレーショ

ン結果及び実証結果より，以下のことが確かめられた．
1）�単独ユースケースを実現するため，様々な通信要

件の通信が混在し相互影響が生じる
2）�同じ場所で複数ユースケースを実現するため，様々

な通信要件の通信が混在し相互影響が生じる
実運用においては，無線通信環境（シャドウイング,

マルチパス等），走行車両環境（台数，車間）が一義に
特定あるいは制限できるものではなく，想定と異なる
環境下において通信が生じた場合，通信が輻輳し，結
果として相互影響による通信遅延，通信未達が生じ得
る．そのための方策検討が求められる．具体的には，
１）通信レイヤでの通信輻輳制御に加えた，無線通信

環境，走行車両環境等に応じたアプリケーションレベ
ルでの通信輻輳制御を行うことでの通信輻輳の影響の
低減，２）通信エリア（車線，道路の上下線等），もし
くは通信内容に応じた通信チャネルの割当を行うこと
での通信輻輳の影響の低減が考えられる．

協調型自動運転のユースケースを実現
する通信方式の検討（700MHzITS）

2.1. 概要
１章と同様に検討TFで策定されたSIP-UCのうち

V2I，V2Vの対象である20ユースケース（表３参照，
以下ユースケース名を記号で記す．）において，無線
方式検討TGのSIP-UCに関する通信シナリオ／通信
要件の検討資料（2）の通信要件に基づき，700MHz帯
高度道路交通システム（以下，700MHz帯ITS）での
対応可否の検証及び課題解決の対応策立案を，机上検
討及びシミュレーションにより実施した．

2.2. 机上検討
机上検討ではリンクバジェットの観点で通信品質，

送信時間制約，路側機設置制約，メッセージセットの
評価を実施した．
通信品質，送信時間制約評価において，意思疎通が

必要なユースケースの一部（a-1-3，a-1-4，a-2，a-3）
はエリアあたりの送信台数が原因で送信時間制約評価
が未達であった．電子牽引による後続車無人隊列走行
（g-1）のユースケースは緊急時の送信周期が20msと
通信要件に定められているが，700MHz帯ITS規格
ARIB�STD-T109では通信周期を100ms周期と規定し
ているため，通信要件未達とした．その他のユースケー
スでは通信要件を達成した．
路側機設置制約評価において，路側機の無線送信ス

ロット（以下，スロット）割当を検討した結果，SIP-

2

①協調型自動運転のユースケースを実現する通信方式の検討
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図4　遮蔽車によるシャドウイングの影響の実証結果例　
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UCに必要な4スロットが確保可能となった．よって，
路車間・路路間通信は700MHz帯ITSサービスにSIP-
UCを加えてもスロット割当が成立することを確認した．
メッセージセット評価において，700MHz帯ITSの

メッセージにSIP-UCのメッセージセットが追加可能か
の検討を行った結果，ITS�Connect�TD-001（3）の自由
領域（オプションの領域）を活用することでSIP-UCの
車載機メッセージセットが追加可能なことを確認した．

2.3. シミュレーション
SIP-UCが700MHz帯ITSで対応可能かを確認する

ために複数の路側機，車載機から送信される電波が相
互に干渉し合うシミュレーション環境を構築した．図
5にSIP-UC検討モデルを示す．道路モデルは既存モ
デルシミュレーション（4）の中で最も路側機設置密度

が高い300m面配置に高速道路の本線及び連絡路を配
置したものとした．
表３にシミュレーション結果を示す．
SIP-UC路車間通信（a-1-1，a-1-2，a-1-3，b-1-1，

c-2-2，d-1～d-5）とSIP-UC車路間通信の一部（d-1
～d-4，f-2）は，無線方式検討TG提示の通信要件を
達成した．SIP-UC車車間通信（a-1-4，a-2，a-3，c-1，
c-2-1，c-3，e-1，g-1，g-2）とSIP-UC車路間通信の
一部（a-1-3）は無線方式検討TG提示の通信要件を達
成することができなかった．この原因は，700MHz
帯ITSの車載機送信時の無線方式であるCSMA/CAに
おいて，車載機A及びBが互いにキャリアセンス範囲
外に位置し互いの送信タイミングを把握していない場
合において，車載機A及びBが同タイミングで送信す
ると，それぞれの送信メッセージが到達する位置では
メッセージが衝突する問題（隠れ端末問題）が発生す
るためと考えられる．

2.4. 課題と対策
2.2，2.3節の結果より，無線方式検討TG提示の通

信要件未達となったユースケースに対し，課題の抽出
と対策立案を行った．
無線方式検討TGから提示された通信要件は，サー

ビス要件の詳細が未確定な状態であり，より厳しい要
件となっている．当該通信要件を詳細に確認していく
なかで，SIP-UCそれぞれに対する適用シーンや情報
収集手段など自動運転に関するサービス要件について
更なる整理が必要であることがわかった．対策として
は，各ユースケースを検討した関連団体と連携し，サー
ビス要件の更なる具体化を図り，実用的・最適な通信
要件を定めていくことが挙げられる．
意思疎通が必要なSIP-UC�a-1-3，a-1-4，a-2，a-3

については，700MHz帯ITSの通信方法がブロード
キャストであるため意思疎通への対応は困難である．
対策として下記２つを提案する．
案１）新たな通信方式のみ
周囲状況の認知（位置や速度情報等）も含めて新た

な通信方式で行う．この場合，帯域幅や伝搬性の検討
が必要である．また既存の安全運転支援サービスとの
関係（共存の場合，コストと搭載のインパクトが大きい．
新方式への移行は車両の展開・普及，品質担保が課題）
の検討が必要である．
案２）700MHz帯ITS＋新たな通信方式

表3　シミュレーション結果

SIP-UC名 700MHz帯ITS
での対応可否

a-1-1.予備加減速合流支援 〇
a-1-2.本線隙間狙い合流支援 〇
b-1-1.信号情報による走行支援（V2I） 〇
c-1.前方での急停止，急減速時の衝突回避支援 ×
c-2-1.交差点の情報による走行支援（V2V） ×
c-2-2.交差点の情報による走行支援（V2I） 〇
c-3. ハザード情報による衝突回避支援 ×
d-1.異常車両の通知による走行支援 〇
d-2.逆走車の通知による走行支援 〇
d-3.渋滞の情報による走行支援 〇
d-4. 分岐・出口渋滞支援 〇
d-5.ハザード情報による走行支援 〇
e-1.緊急車両の情報による走行支援 ×
f-2.交通流の最適化のための情報収集 〇

a-1-3.路側管制による本線車両協調合流支援 ×
（V2Iは〇）

a-1-4.車同士のネゴシエーションによる合流支援 ×
a-2.混雑時の車線変更の支援 ×
a-3.渋滞時の非優先道路から優先道路への進入支援 ×
g-1.電子牽引による後続車無人隊列走行 ×
g-2.追従走行並びに追従走行を利用した後続車有人隊列走行 ×

図5　SIP-UC検討モデル

 ︓重要交差点路側機 
 ︓一般交差点路側機 
 ︓SIP-UC（高速道）路側機 

SIP-UC(高速道)路側機 

高速道路
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周辺状況の認知（位置や速度情報等）を700MHz帯
ITSで行い，その後の意思疎通のシーケンスは新たな
通信方式で行う「ベーシックメッセージ＋高度化メッ
セージ」の考え方を導入する．
上記について今後検討を行う必要がある．
システム実用化に向けて，メッセージセットの規格

化，スロット割当配置ルール，セキュリティの要件な
どを定義することが課題となる．対策は各関連団体と
協議しガイドライン策定や規格化の推進が挙げられる．
g-1のユースケースは，急制動時（緊急時）の20ms周

期送信が課題となる．対策として，ARIB�STD-T109
の規格変更，あるいはユースケース要件の深掘りによ
る要件変更が挙げられる．

2.5. 今後の展望
2.5.1.  長期的な活用が可能である700MHz 帯 ITS

の実証実験・社会実装推進
本研究開発ではSIP-UCに関して，机上検討，シミュ

レーションを通じて700MHz帯ITSでの対応可否を検
証した．意思疎通が必要なSIP-UC�a-1-3，a-1-4，a-2，
a-3以外の多くのユースケースで扱う車両の位置，速度，
方向などといった基本情報は，現在利用されている
700MHz帯 ITSサービスと同一である．また，
700MHz帯波の遠くまで届き回り込む特性は，見通
しが悪いといった日本の道路事情や車両におけるアン
テナ設計等に対しても非常に有利であると言われてい
る．よって，国際動向を踏まえつつ700MHz帯ITSは
協調型自動運転向けにも最大限活用することが重要で
あると考える．そのためには，各SIP-UCに対して，
道路状況など様々な状況を踏まえた，より詳細なサー
ビス要件や，そこから求められる通信要件をしっかり
定義すること，ユースケースのロードマップに従い，
自動運転車両を走らせるために必須のサービスを優先
し，これを着実に社会実装しつつ，通信に関してもよ
り高度化を図ることが求められる．

2.5.2.  意思疎通が必要なSIP-UCの実現時期を想定
し，新たな通信方式を検討

意思疎通が必要なSIP-UC�a-1-3，a-1-4，a-2，a-3は，
情報配信を想定したブロードキャストである700MHz
帯ITSでは対応が困難であるため，意思疎通を行うた
めの双方向通信ができる新たな通信方式での対応が必
要である．しかしながら意思疎通を行うためには通信

要件の深掘り，新たな通信方式の検討など多くの課題
が残されているため更なる検討が必要である．今後も
継続して検討を行うなかで，「ベーシックメッセージ
＋高度化メッセージ」の考え方を取り入れた案も含め
て新たな通信方式についての議論が重要であると考え
られる．

自動運転社会の実現に必要な通信技
術の社会実装時期のロードマップ策定

3.1. 概要
ロードマップの策定にあたり，関係府省庁及び団体

により既に策定されている計画や各所の取組事例等を
もとに，SIP-UCの各ユースケースの実現時期を設定し，
実現時期を時系列に列挙したユースケース展開計画を
整理した．続いて，１章及び２章で述べたユースケー
スの通信要件実現上の課題を考慮し，展開計画の実現
に必要な事項を整理した．以上を踏まえ，展開計画の
実現に必要な実施事項を時系列上にロードマップとし
て取りまとめた．

3.2. ユースケース展開計画の検討
ユースケース展開計画の検討にあたり，各ユースケー

スに適用される通信方式（路車間通信：V2I，車車間
通信：V2V，広域通信：V2N）を検討TFでの協議を
通じ，想定し検討を進めた．またユースケースは基本
的に協調型自動運転として実現されるものであるが，
一部のユースケースは先行して安全運転支援に供する
ことも考えられるため，展開計画においては，協調型
自動運転と安全運転支援に分けて整理した．以上を踏
まえ，関係府省庁及び団体により既に策定されている
計画や各所の取組事例等をもとに，各ユースケースの
実現時期を設定し，実現時期を時系列に列挙したユー
スケース展開計画を整理した．図６～8に通信方式ご
とのユースケース展開計画を示す．

3.3. ユースケース展開計画の実現に向けた実施事項
１章及び２章で述べたユースケースの通信要件実現

上の課題を踏まえ，展開計画の実現に必要な事項を整
理した．ユースケース展開計画の実現に際し，以下の
２つに区分し実施事項を整理した．
A）�各種の論点について関係主体間で検討・議論し方

向性を明確化（詳細は図９に示す）
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図6　ユースケース展開計画（V2I）

通信メディアごとの各ユースケースの展開と想定される通信要件︓V2I 
2025- 2030- 2035- 2040- 

安
全
運
転
支
援
·
協
調
型
自
動
運
転 

安全運転
支援 

協調型 
自動運転 

▼既存サービスの提供状況から想定（受託者想定） 

a-1-3. 路側管制による
本線車両協調 
合流支援（V2I） 

●モビリティサービスの展開箇所
100か所（受託者想定）  

●モビリティサービスの展開箇所 
40か所  
（官民ITS構想・ロードマップ） 

●モビリティサービスの展開箇所が 
  更に拡大（受託者想定）  

▼合流支援Day3システム 
 自動運転普及率30％～ 
 （自工会資料より） 

b-1-1. 信号情報による走行支援（V2I）

▼官民ITS構想・ロードマップ「限定地域における無人自動運転移動サービスを2025年度目途に40か所以上へ展開」 
▼限定地域における無人自動運転移動サービス実現のためにはｂ-1-1・ｃ-2-2が必要と想定し，2025年ごろに開始と想定（受託者想定） 

c-2-2. 交差点の情報による走行支援（V2I）

本線合流支援(V2I) 
a-1-1, a-1-2 

▼官民ITS構想・ロードマップ「2025年度ごろの高速道路でのレベル4自動運転トラックの実現」 
▼官民ITS構想・ロードマップの目標実現に向けて，本線合流支援のサービス実現を目指すと想定（受託者想定） 

▼: ユースケース開始時期に関する想定 
●: 関連するインフラ等の整備計画想定 
（太字=関係省庁ロードマップ等の記載から想定 細字=受託者想定）  

●自動運転車(L3以上)の 
普及率30％程度に到達 
（受託者想定） 

b-1-1. 信号情報による走行支援（V2I）
 
ユースケースの一部はITS connectによりサービス提供開始済み（赤信号注意喚起・信号待ち発進準備案内）

c-2-2. 交差点の情報による走行支援（V2I）
 
ユースケースの一部はITS connectによりサービス提供開始済み（右折時注意喚起）

▼既存サービスの提供状況から想定（受託者想定） 

通信メディアごとの各ユースケースの展開と想定される通信要件︓V2V 
2025- 2030- 2035- 2040- 

安
全
運
転
支
援
·
協
調
型
自
動
運
転 

安全運転
支援 

協調型 
自動運転 

▼既存サービスの提供状況から想定（受託者想定） 

隊列走行（V2V） 
g-1. g-2 

ネゴシエーションによる
車線変更・合流支援
(V2V) 
a-1-4, a-2, a-3 

▼合流支援Day4システム
 自動運転普及率50％～
（自工会資料より） 

▼類似サービスが実証実験を実施済．実証結果の展開，あるいは実証を前提とした早期の実用化を想定
（受託者想定） 

●大阪-東京の幹線高速道の 
一部に優先レーン整備 
（受託者想定） 

●大阪-東京の幹線高速道に 
優先レーン整備 
（受託者想定） 

●本州の幹線高速道に 
優先レーン拡大 
（受託者想定） 

▼隊列走行の商用化（経済産業省「RoAD to the L4」にて想定） 
▼官民ロードマップ「2025年度ごろの高速道路でのレベル4自動運転トラックの実現」 

c-1. 前方での急停止，急減速時の衝突回避支援（V2V）

c-3. ハザード情報による衝突回避支援（V2V）

c-2-1. 交差点の情報による走行支援（V2V）

e-1（1）. 緊急車両の情報による走行支援（V2V）

▼: ユースケース開始時期に関する想定 
●: 関連するインフラ等の整備計画想定 
（太字=関係省庁ロードマップ等の記載から想定 細字=受託者想定） 

▼安全運転のための既存サービスの提供状況から想定（受託者想定） 

●自動運転車(L3以上)の
普及率50％程度に到達 
（受託者想定） 

c-2-1. 交差点の情報による走行支援（V2V）
ユースケースの一部はITS connectによりサービス提供開始済み（右折時注意喚起）

e-1（1）. 緊急車両の情報による走行支援（V2V）
ユースケースの一部はITS connectによりサービス提供開始済み（緊急車両存在通知）

▼既存サービスの提供状況から想定（受託者想定） 

c-1. 前方での急停止，急減速時の衝突回避支援（V2V）

c-3. ハザード情報による衝突支援回避（V2V）

▼官民ITS構想・ロードマップ「2030年の目標:国民の豊かな暮らしを支える安全で利便性の高い
デジタル交通社会を世界に先駆け実現する」 

▼官民ITSロードマップの目標実現に向けて，c-1のサービス実現を目指すと想定（受託者想定） 

▼車線変更の支援も想定するため，c-1よりも遅れて実現すると想定
（受託者想定） 

図7　ユースケース展開計画（V2V）
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B）�新たな通信方式（例えば5.9GHzの適用など）を実
用化（詳細は図10に示す）
なおA）の取りまとめに際しては，ITS情報通信シ

ステム推進会議�高度化専門委員会�セルラーシステム
TGにおける検討結果（5）を参照した．

3.4. ロードマップの策定
これまでの検討結果を踏まえ，25のSIP-UCを全て

実現するためには，V2I及びV2Vについて2040年ご
ろに新たな通信方式が必要であること，新たな通信方
式をユースケース展開計画で想定する2040年に30％
の協調型自動運転車に装着されるために，2030年ご
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通信メディアごとの各ユースケースの展開と想定される通信要件：V2N 
2025- 2030- 2035- 2040- 

安
全
運
転
支
援
・
協
調
型
自
動
運
転 

安全運転
支援 

協調型 
自動運転 

h-1. 移動サービスカーの操作・管理（V2N） 

f-3. 地図更新・自動生成（V2N）

f-2. 交通流の最適化のための情報収集（V2N）

f-4. ダイナミックマップ情報配信（V2N）

e-1（2）. 緊急車両の情報による走行支援（V2N）

b-1-2. 信号情報による走行支援（V2N）

b-1-2. 信号情報による走行支援（V2N） 

先読み情報:走行計画変更 （V2N） 
d-1, d-2, d-3, d-4, d-5 

▼速やかに広範囲への展開が見込め，早期から開始することで効果が期待できることから2025年からサービス開始を想定（受託者想定） 

▼SIPの研究開発動向から早期の実現を想定（受託者想定） 

▼既存サービスの提供状況から想定（受託者想定） 

▼実現に向けた技術検証が必要であるため，他のユースケースより遅れて実現すると想定（受託者想定） 

●モビリティサービスの展開箇所100か所（受託者想定）  ●モビリティサービスの展開箇所40か所  

▼遠隔監視を用いた移動サービスカーの実用化（経済産業省「RoAD to the L4」にて想定）
▼官民ITS構想・ロードマップ「限定地域における無人自動運転移動サービスを2025年度目途に40か所以上へ展開」 
▼類似サービスの実証実験を実施 
▼実証結果の展開，あるいは実証を前提とした早期の実用化を想定（受託者想定） 

▼f-3.について実証実験に 
よる技術検証が必要 

f-3. 地図更新・自動生成（V2N）

f-2. 交通流の最適化のための情報収集（V2N）

f-4. ダイナミックマップ情報配信（V2N）

f-1. 救援要請(e-Call)（V2N）

e-1（2）. 緊急車両の情報による走行支援（V2N）

先読み情報:走行計画変更 （V2N） 
d-1, d-2, d-3, d-4, d-5 

▼自動運転車の普及には時間を要し，当面は安全運転支援のためにサービスが提供されると想定 
  SIPの研究開発動向から，2025年ごろに開始と想定（受託者想定） 

▼OEMテレマティクスサービスによるサービス開始（車両情報・走行情報の収集） 

▼: ユースケース開始時期に関する想定 
●: 関連するインフラ等の整備計画想定 
（太字=関係省庁ロードマップ等の記載から想定 細字=受託者想定） 

▼SIPにて自動運転のためのV2Nによる信号情報の提供に向けた検討・研究開発を実施中 

▼SIPの研究開発動向から，2025年ごろに開始と想定（受託者想定） 

  ▼受託者想定（自動運転のためのユースケース開始時期については議論が必要） 

▼SIPにて実証を実施 

f-1. 救援要請(e-Call)（V2N）

ユースケースの一部はヘルプネットによりサービス提供開始済み

▼既存サービスの提供状況から想定（受託者想定） 

図8　ユースケース展開計画（V2N）

図9　ユースケースの実用化に向けた取組

A) ユースケースの実用化に向けた取組
• V2I／V2V／V2Nのユースケース実用化に 

あたり，ITS情報通信システム推進会議や 
検討TFにおいて様々な課題（論点）が指摘 
されている．

• こうした関係者が様々にわたる課題（論点）
について関係主体間での検討・議論により
方向性を明確化することが必要．　

A-1）セキュリティ・プライバシー対策の策定 
A-2）車載機共用に関する方針の策定 
A-3）通信方式の世代交代に関する方針の策定 
A-4）ビジネスモデルの確立 
A-5）通信品質の確保 
A-6）責任分担の明確化 

考
え
方

実
施
事
項

B) 新たな通信方式の実用化に向けた取組
• 自動運転車両の普及が本格化する2040年以降，

調停・ネゴシエーションのユースケースが
開始すると考えられる．

• 現行の700MHz帯ITSでは調停・ネゴシエー
ションのユースケースを実現することは困難．

• 一方，国際的には5.9GHz帯が主流． 
新たな通信方式の実用化が必要．

B-1) 周波数利用検討 
B-2) 規格化，仕様化 
B-3) 機器開発，実用化 

考
え
方

実
施
事
項

図10　新たな通信方式の実用化に向けた取組
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ろ（自動運転が普及し始める時期）から新たな通信方
式の整備が必要であること及び早期に開始するユース
ケースについては，既存のITS無線通信システムであ
る700MHz帯ITSを活用すると考えられることを踏ま
え，ユースケース展開計画実現のための実施事項を詳
細化し，自動運転社会の実現に必要な協調型自動運転
に関する通信要件のロードマップ案を策定した．ロー
ドマップ案を図11に示す．

おわりに

無線通信システムの一つであるセルラーV2X方式
による対応可否の検証及び課題解決の対応策立案及び
妥当性の検証を通じ，SIP-UCの実現に向けた課題解
決の方向性を見極めた．
既存の無線通信システムである700MHz帯ITSによ

る対応可否の検証及び課題解決の対応策立案を通じ，
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A-1)セキュリティ・プラ
イバシー対策の策定

A-2）車載機共用に
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A-3) 通信方式の世
代交代に関する方針
の策定
A-4) ビジネスモデル
の確立
A-5) 通信品質の確
保
A-6) 責任分担の明
確化
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化
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B-1)周波数利用
可能化

B-2)規格化，
仕様化

B-3)機器開発，
実用化

IEEE 802.11bd策定
（IEEE）

RSUによる路路間通信ネットワーク構築V2Xアセス化
（EuroNCAP）

5.9GHz帯でのDSRCからC-
V2Xへの移行完了

5.9GHz帯での周波数・方式の割当変更
（V2X帯域の縮小・DSRCからC-V2Xへの移行を係争中）

5GのV2Nサービス展開開始（DG MOVE）

2040年以降全ての道路で
完全自動運転が実現
（DG MOVE）

プロトコルの検討

（EuroNCAP）

V2X安全評価
基準の策定

（EuroNCAP） 調停UCの展開開始
(DG MOVE)ITS-G5の高度化検討

（C2CCC）

3GPP Release18 策定
（3GPP）

（FCC）

（中国自動車工程学会）
インテリジェントコネクテッドビークル（ICV）普及

PA／CA:自動車販売全体の50％
HAレベル自動車の市場投入
C-V2X端末の新車搭載率50% 

PA／CA:自動車販売全体の70％
HA:自動車販売全体の20% 
C-V2X端末搭載車の基本的な普及達成

PA: 一部自動運転 (L2相当)
CA: 条件付き自動運転(L3相当) 
HA: 高度自動運転 (L4相当) 

（C-Roadsのうちチェコ実施計画）

周波数利用可能化
（必要な場合）

チャネル・帯域幅割付検討

通信プロトコル原案検討 通信規格策定
通信規格発行

アプリ仕様検討

車載機共通仕様検討

路側機共通仕様検討

製品開発
試行運用

新たな通信方式の路側機展開

普及率
30％

普及率
50％

車載機原案検討

路側機共通仕様発行

車載機共通仕様発行

アプリ仕様発行（以降，アプリ展開時期に応じて順次発行）

700MHz帯ITS

新たな通信方式（例えば5.9GHzの適用など）

セキュリティ・プライバシー
方針検討

セキュリティ・プライバシー
仕様検討 セキュリティ・プライバシー仕様発行

通信方式の世代交代に関する方針の検討

車載機共用に関する方針の検討

JNCAP※１ 追加新規項目検討，調査研究，試験・評価方法検討
※１ V2Xを含む運転支援技術の自動車アセス化

予備試験

周波数再編アクションプラン 次世代モビリティ向けに＋30MHz

ビジネスモデルの確立方法の検討

通信品質の確保方策の検討

責任分担の考え方の整理

セキュリティスキーム検討 セキュリティスキーム構築

V2I（同報）
V2V（同報:連続）

V2V（同報:緊急）
V2I 

（調停）
V2V 

（ネゴシエーション）

ITS-G5 RSU実装加速化（C-Roads）

車載機接続性確認スキーム構築

新たな通信方式の車載機搭載

図11　ロードマップ案
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700MHz帯ITSの長期活用がSIP-UCの実現への有効
な手段であることを示した．
上記を踏まえ策定したロードマップ案は，検討TF

の中で，学識経験者，関係省庁，業界団体（自動車業
界，電機業界）等のメンバとの間で議論を重ね，通信
に関する2021年10月～2022年３月現在の技術開発動
向，実用化動向を踏まえて取りまとめたものである．
協調型自動運転を実現していくために必要な新たな通
信方式（例えば5.9GHzの適用など）の実用化時期を
2030年ごろと想定し，その実用化に向けた周波数利用
検討，規格化・仕様化，機器開発・実用化の取組が必
要である．またユースケース自体の実用化に向けては，
提供サービスに関するセキュリティやプライバシー対
策，車載機の共用に関する方針，機器の世代交代に関
する方針，ビジネスモデル，通信品質の確保，責任分
担等といった関連する多様な課題についても関係主体
で議論し，方向性を明確化していくことが必要である．
今後ロードマップ案やユースケースを起点とし，通

信のみならず車両やインフラも含めた関係各所におい
てそれぞれ役割を分担して検討を行い，また業界横断
で議論・連携を深めることで，協調型自動運転の実現
に向けた取組が推進されることが期待される．

【参考文献】 
（1）� 協調自動運転通信方式検討TF：SIP協調型自動運転ユースケー
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（2）交通環境情報の配信に係る技術開発

交通環境情報の構築と活用2

検討スコープ

1.1. 全体像
SIP第２期として実施された研究開発「協調型自動

運転のユースケースを実現する通信方式の検討」では，
協調型自動運転ユースケース（1）（以下，ユースケース）
に対する無線通信技術への要求仕様等，通信に関する
技術的な実現性の検証結果，並びに今後進化すると予
想される通信技術を想定したうえで各々のユースケー
スとそれぞれの無線通信技術への具体的な要求仕様を
策定したロードマップ（以下，ロードマップ）が得ら
れた．
本検討では，上記の検証結果やロードマップの検討

結果に基づき，5.9GHz帯の電波を用いた場合のV2X
システム（以下，5.9GHz帯V2Xシステム）の導入に
係る課題解決及び検討を加速化するため，その導入に
必要となる通信プロトコルを含めた無線機の仕様を案
出した．（V2X：Vehicle� to� X,� V2I：Vehicle� to�
Infrastructure,�V2V：Vehicle�to�Vehicle）

1.2. 実施項目と成果目標
以上の中長期的な視野を踏まえ，図１に示す調査検

討項目を実施した．以下に各項目の成果目標を示す．
a）国際動向調査
米国，欧州及び中国等の国及び地域における5.9GHz

帯V2Xシステムの通信プロトコル，メッセージセッ
ト及び関係する通信仕様に関し，制度化・規格化動向
を調査・分析した．
b）通信プロトコルの案出に向けた検討
ITS情報通信システム推進会議にて検討されている

通信要件及びメッセージセット（2），ロードマップの
検討結果等を踏まえ，通信プロトコルの技術的検討に
必要な5.9GHz帯V2Xシステムの通信要件を検討した．
c）通信プロトコル案の設計
通信シミュレーションによる評価結果を踏まえ，

5.9GHz帯V2Xシステムの通信プロトコルの設計を行
い，通信手順，プロトコルスタック等の通信プロトコ
ル案及びメッセージセット案としてまとめた．
d）無線機仕様の案出

1

Development of New Technologies, V2X and Others, for 
Communication

（概要）本検討では，SIP第2期の研究開発で得られた，協調型自動運転ユースケースに対する無線通信技術への具体的
な要求仕様を策定したロードマップに基づき，協調型自動運転の実現に向け，5.9GHz帯の電波を用いた場合のV2X
システムの導入に係る課題解決及び検討を加速化するため，その導入に必要となる通信プロトコルを含めた無線機の仕
様を案出した．

キーワード：協調型自動運転，V2X，セルラーV2X（C-V2X），DSRC（専用挟域通信），通信プロトコル

94

無線機仕様
の案出

通信プロトコル
案の設計

通信プロトコル
の案出に向けた
検討

国際動向調査

通信仕様の概略整理

各国及び各地域における制度化・規格化の動向調査分析

運用方式の整理

通信要件の机上検討

シミュレーションによる通信要件の検証

通信プロトコル案の検討

メッセージセット案の検討

シミュレーションによる通信性能評価

無線機の仕様の検討

テストコース等での実証実験

導入に向けての課題とその解消方針の整理

関係者
会議

図１　調査検討項目
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実運用に向けて必要となる機能や，既存無線システ
ムとの連携等を考慮し，5.9GHz帯V2Xシステムの車
載器及び路側機の仕様を案出し，導入に向けての課題
とその解消方針と併せて整理した．
また，本検討では，図２に示す関係者会議にて，検

討結果，課題に関する確認，議論を随時実施し，それ
ら結果を適切に反映することに努めた．

国際動向調査

協調型自動運転ユースケース（1）について，無線通
信技術に関する具体的な実施事項をロードマップとし
て策定した．そのロードマップの検討結果を踏まえ，
米国，欧州及び中国を含む世界の国及び地域における
交通環境等に応じた5.9GHz帯V2Xシステムの通信プ
ロトコル（通信手順やスタック等），メッセージセッ
ト及び関係する通信仕様に関し，制度化・規格化動向
を最新かつ網羅的に調査・分析した．調査・分析した
結果は，３～5章で述べる検討に資するものである．
調査対象とする各地域の標準化団体の仕様等は図３の
とおりである．

通信プロトコルの案出に向けた検討

国際動向調査結果，ITS情報通信システム推進会議�
高度化専門委員会 無線方式検討TG（以下，無線方式
検討TG）が策定した通信シナリオ／通信要件の検討
資料（2），ロードマップの検討結果等を踏まえ，
700MHz帯安全運転支援システムとの連携を考慮し，
通信プロトコルの技術的検討に必要となる，以下に示
す5.9GHz帯V2Xシステムの通信要件を検討した．検
討結果は，4，5章で述べる検討に資するものである．
（1）通信チャネルの割当

ユースケースが利用する通信メディア（V2I，V2V），
通信内容（同報，調停・ネゴシエーション）等に基づき，
ユースケースをグループ化し，特定条件下でのケース
スタディに基づく通信量の試算を踏まえ，各グループ
に対する通信チャネルの割当案を検討した．ユース
ケースのグループ化の考え方を図4に示す．
（2）上位層における通信輻輳制御方式

SAE，ETSI等における仕様例，通信チャネルの割
当案の検討結果等を踏まえ，上位層における通信輻輳
制御方式案を検討した．
上位層における通信輻輳制御方式例を図5に示す．

（3）交通流シミュレーションを通じた効果検証
（1），（2）の検討結果を踏まえ，ユースケースにお
ける5.9GHz帯V2Xシステムの効果を，700MHz帯
高度道路交通システムが運用されている場合とされて
いない場合を含め，交通流シミュレーションにより検
証した．

図2　関係者会議体制

関係者会議
（主催：OKI，NEC）

日本自動車工業会
エレクトロニクス部会

（移動体通信分科会）

オブザーバ
（内閣府，総務省，

NEDO）

ITS情報通信システム会議
高度化専門委員会
（無線方式検討TG）

（関係団体）

2

3

② V2X 技術等を含む新たな通信技術開発

（2）交通環境情報の配信に係る技術開発

2. 交通環境情報の構築と活用

95SIP第２期自動運転最終成果報告書

図3　調査対象とする各地域の標準化団体の仕様等
SAE:Society of Automotive Engineers

ETSI:European Telecommunications Standards Institute
CCSA:China Communications Standards Association

CCSA（中国）

アクセス

アプリケーション
・ファシリティ
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・ネットワーク
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 IEEE 1609.3

[GeoNetwork] 
 ETSI EN302 636-5

[Security] 
 IEEE 1609.2
 IEEE 1609.2.1 
 SAE SS V2X 001

[Security]
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[DSRC]  
 EN302 663

[C-V2X]  
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[DSRC]  
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[C-V2X]  
 SAE J3161/1
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 3GPP TS23.285 

[C-V2X]  
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 IEEE 802.11p  IEEE 802.11p
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 SAE J3161

[DSRC] 
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[C-V2X] 
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 YD/T 3400
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交通流シミュレーションは，特定条件下でのケース
スタディに基づきユースケースを再現し，通信仕様（通
信タイミング等）の違いによる車両の挙動（減速度等）
の違いを評価するものである．交通流シミュレーショ
ンにおける車両の挙動のイメージを図６に示す．

通信プロトコル案の設計

２，３章の調査検討結果，交通環境・周波数割当等
のわが国の制度化状況等を踏まえ，以下に示す5.9�
GHz帯V2Xシステムの通信プロトコル案を検討した．
（1）通信プロトコル案の検討

２，３章の調査検討結果や後述のシミュレーション
による通信性能評価の結果等を踏まえ，想定ユース
ケースごとの通信内容や手順，レイヤ構成，必要機能
等について検討し，通信プロトコル案としてまとめた．
表１に参考規格の通信プロトコル整理例を示す．
（2）メッセージセット案の検討

国内外での規格化・検討状況（2），３章の通信要件，
通信チャネル割当等を踏まえ，構成，サイズ等のメッ
セージセット仕様を検討した．その際，メッセージの
流用／共通化の可能性の観点を加味した．
（3）シミュレーションによる通信性能評価

上記（1），（2）にて検討した通信プロトコル案及び
メッセージセット案を適用した場合のV2Xシステム
導入による影響を，コンピュータシミュレーションに
よるシステムレベルの通信性能評価により確認した．
３章の通信チャネル割当等の検討における想定や前

提条件を踏まえ，ユースケースの組合せや，道路モデ
ル（道路規模，交差点の有無等），交通流モデル（走行
速度，車間距離等）等の評価シナリオを設定，電波伝
搬モデルや輻輳・干渉モデルを検討して，評価系を構
築した．図7に電波伝搬モデル例を示す．

無線機仕様の案出

5.9GHz帯V2Xシステムの無線機（車載器及び路側
機）の仕様を検討し，無線機仕様案としてまとめた．
各通信レイヤの仕様・機能については，２～4章の調
査検討の結果を踏まえ，既存無線システムとの連携を
見据えて検討した．表２に無線機仕様の検討項目例を
示す．
また，ユースケースが複数混在する時等を想定した

4

5

図5　上位層における通信輻輳制御方式例

アプリケーション要件
（送信時機,優先度,
通信品質等）

無線通信環境把握
（無線リソース占有率等）

走行車両環境把握
（車速,車両密度等）

通信輻輳を低減するための
送信時機の判断，優先度制御

図6　交通流シミュレーションにおける車両の挙動のイメージ
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図4　ユースケースのグループ化の考え方

V2I V2V

車両が路側機からの同報を受信
a-1-1.予備加減速合流支援
a-1-2.本線隙間狙い合流支援
b-1-1. 信号情報による走行支援（V2I）
c-2-2. 交差点の情報による走行支援（V2I）

自動運転車両がV2I合流調停に対応
a-1-3.路側管制による本線車両協調合流支援

車両が時々刻々と自車位置や速度
などを同報

c-2-1. 交差点の情報による走行支援（V2V）
e-1. 緊急車両の情報による走行支援（V2V）

車両が緊急制動時に制動内容を同報
c-1. 前方での急停止，急減速時の衝突回避支援（V2V）
c-3. ハザード情報による衝突支援回避（V2V）

自動運転車両がV2V合流ネゴに対応
a-1-4.車同士のネゴシエーションによる合流支援
a-2.混雑時の車線変更の支援
a-3.渋滞時の非優先道路から優先道路への進入支援

同
報

連
続

緊
急

調停
・ネゴ
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実証実験をテストコース等で行い，複数チャネル使用
時等の通信性能評価結果を4章のシミュレーション評
価結果と比較分析した．

まとめ

協調型自動運転の実現に向け，5.9GHz帯の電波を
用いた場合のV2Xシステムの導入に係る課題解決及
び検討を加速化するため，その導入に必要となる通信
プロトコルを含めた無線機の仕様を案出した．
通信プロトコルの案出に向けた検討に際しては，国

際動向（関連する制度，規格）等を踏まえ，5.9GHz

帯V2Xシステムの通信要件（通信内容，通信チャネル，
通信輻輳制御等）を検討した．また，通信プロトコル
案の設計及び無線機仕様の案出に際しては，電波伝搬
特性や通信チャネル間干渉の影響等を考慮した通信シ
ミュレーション評価結果に基づき，通信手順，プロト
コルスタック等の通信プロトコル案，及び複数ユース
ケース混在時の共通化や拡張性等のメッセージセット
案について検討し，無線機仕様案に反映した．
案出された通信プロトコルを含めた無線機の仕様を

もって，協調型自動運転の実現に向け，各研究機関，
各企業で整合を図り，検討に取り組んでいくことが期
待される．
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図7　通信性能評価系における電波伝搬モデル例

分類 概要 検討モデル
距離特性 通信距離による減衰 ITU-R P.1411（都市部環境を想定）
シャドウイング 周辺環境の

変化による変動
対数正規分布．
標準偏差は，5.9GHz：　3.68dB

瞬時フェージング シンボル単位の変動 3GPP Extended Vehicular A model （EVA）
遮蔽損失 送受信間に

大型車が存在
する場合の減衰

・3GPP TR 38.901 Blockage model B
　（ナイフエッジ回折によるモデル）
・減衰量は，隣接する大型車1台の
 遮蔽に基づく固定値
　（40km/h，車間1秒で5.9GHz： 10dB）

路側機（送信） 遮蔽車両 車両（受信） ※近隣の車両数，建物の数等が変わる状況で発生

表１　参考規格の通信プロトコル整理例

レイヤ
通信制御フロー プロトコルスタック

米国 欧州 米国 欧州
DSRC C-V2X DSRC C-V2X DSRC C-V2X DSRC C-V2X

アプリケーション イベント検出時，メッセージ生成を要求 EEBL, FCW 等 （DSRC：SAE J2945/1 等, 
C-V2X：SAE J3161/1 等）

Co-operative Awareness, Road Hazard 
Warning 等 （ETSI TS 102-637-1 等）

上位層
（レイヤ5～7）
に相当

・ 必要な情報を収集し，メッセージを生成
・輻輳制御 （帯域制御 （*1））

通信サービス：BSM Exchange 等 （DSRC：SAE 
J2945/1 等,

C-V2X：SAE J3161/1 等），
メッセージ：BSM 等 （SAE J2735 等）

通信サービス：CA Basic Service, DEN Basic 
Service 等 （ETSI TS 102-894-1 等），

メッセージ：CAM, DENM 等 （ETSI TS 102-894-2 等）

トランスポート層
（レイヤ4） 上位層のサービスを特定する情報を追加 WSMP Transport Protocols （IEEE 1609.3） Basic Transport Protocol （ETSI EN 302 636-5）

ネットワーク層
（レイヤ3） 実質的な機能なし

ネットワーク上の宛
先を特定する情報を
追加

WSMP Networking Protocols （IEEE 1609.3） GeoNetworking （ETSI EN 302 636-4）

データリンク層
（レイヤ2）

上位層のプロトコルを特定する情報を追加 LLC  （IEEE 1609.3） PDCP （ETSI TS 136 
323）

LLC （ISO/IEC 
8802-2）

PDCP （ETSI TS 136 
323）

パケットを分割 － RLC （ETSI TS 136 322） － RLC （ETSI TS 136 322）

複数チャネルの場合，切替を行う
Channel 

Coordination
（IEEE 1609.4）

－ － －

・送信元リンクを特定する情報を追加
・送信タイミング制御
・輻輳制御 （優先度制御 （*2））

MAC （IEEE 802.11） MAC （ETSI TS 136 321） MAC （IEEE 802.11） MAC （ETSI TS 136 321）

物理層（レイヤ1） 符号化，変調を行い送信 PHY （IEEE 802.11） PHY （ETSI TS 136 201） PHY （IEEE 802.11） PHY （ETSI TS 136 201）

セキュリティ層 送信元の真正性とメッセージの完全性を保証
する情報（署名）を追加

電子署名
（IEEE 1609.2）

（*1） 米国DSRCの場合，出力制御あり       （*2） 欧州DSRCの場合，帯域制御及び出力制御あり
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表2　無線機仕様の検討項目例
V2X通信の機能／特性／インタフェースの詳細項目

一
般
的
条
件
及
び
無
線
設
備
の
技
術
的
条
件

一
般
的
条
件

データレート
符号化率
チャネル
変調方式

送
信
特
性

空中線電力
空中線電力の許容偏差
送信スペクトラムマスク
キャリアオフ時の漏洩電力
送信スプリアス
周波数の許容偏差
変調精度
送信タイミングの精度

受
信
特
性

受信感度
隣接チャネル除去
非隣接チャネル除去
副次的に発する電波等の限度
受信最大入力電力
CCA要件

空
中
線

空中線の構造
空中線の利得
空中線の偏波
空中線の設置

V2X通信の機能／特性／インタフェースの詳細項目

通
信
制
御
部
の
機
能
，特
性
，イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス

レイヤ1の機能

概要 ― ―

レイヤ1
サービスインタフェース サービスプリミティブ

機能
パラメータ

レイヤ1通信制御
プロトコルデータ単位 データフォーマット
送／受信手順 ―

︙ ︙ ︙ ︙

レイヤ7の機能

概要 ― ―

レイヤ7
サービスインタフェース

サービスプリミティブ
機能
パラメータ

セキュリティプリミティブ
機能
パラメータ

レイヤ7通信制御
プロトコルデータ単位 データフォーマット
送／受信手順 ―

レイヤマネジメント
エンティティ機能

レイヤマネジメント
サービスインタフェース

レイヤ1
機能
管理情報ベース（MIB）

︙ ︙

レイヤ7
機能
管理情報ベース（MIB）

セキュリティレイヤの機能

その他機能 送信要件

ユースケース
a-1-1

通信シーケンス
利用サービス
インタフェース
送信パラメータ

︙ ︙

ユースケース
g-2

通信シーケンス
利用サービス
インタフェース
送信パラメータ

輻輳制御 ―
空中線部ー送受信部間 物理インタフェース ― ―
送受信部ー通信制御部間 物理インタフェース ― ―

アプリケーション-レイヤ7間
物理インタフェース ― ―
論理インタフェース ― ―
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本研究開発の概要

将来の自動運転社会の実現に向けては，様々な課題
を解決する必要がある．その一つに，交差点等の複雑
な環境下では，自動運転車両側だけではセンシングで
きない死角が増え，交差点手前で交差点内の安全が確
認できるまで停止／徐行することになり，交通流に影
響を与えるおそれがあるという課題がある．

本研究開発では，図１に示すように，その課題解決
を目的に，交差点への円滑な進入支援や，路駐車両の
回避，さらには前方交差点を回避する経路変更支援な
どのユースケースを設定し，見通し外の物標情報を複
数の情報源から収集・統合して，情報を収集した交差
点近傍等の狭域エリアやそこから数交差点離れた地点
や市区町村単位等，より広範囲な中域エリアへ配信し，

自動運転車両の交差点における円滑な通過支援や交差
点手前での車線変更支援に資する技術の研究・開発を
2019年度から実施してきた．2019年度は，路側インフ
ラ等から得られる複数の物標情報を効率的に収集・統
合・配信を行うための要素技術の机上検討を，2020年
度は実証を実施し，それらの成果を踏まえ，「自動運
転車両の支援を行うシステム」を構築する際の共通イ
ンタフェース仕様，配信手法，統合手法，エッジサー
バの設置基準等を規定した．
実用化に向けては，物標情報だけではなく，自動運

転に資するより広範な情報に対応する必要があるとと
もに，多様なユースケースにおける課題抽出が必要と
なることが課題とされた．（1）

2021年度の研究開発内容及び 
その成果

2021年度の研究開発では，実用化に向けての課題
を解決するために，中域における自動運転車両等への
情報配信に関する技術の拡張・応用に係る検討を行う
とともに，東京臨海部における大規模な実証と連携し
たユーザ参加型の実証試験を通じて，中域配信システ
ム全体の適応性を確認することで，実用化に向けたよ

1

図１　本研究配発で目指す姿・目的

交差点への
円滑な進入・通過

路駐車両の回避
（車線変更）

前方交差点の迂回
（経路変更）

2

Research and Development Concerning the Collection and 
Transmission of Mid-Scale Network Information

（概要）将来の自動運転社会の実現に向けて解決すべき課題の一つに，交差点等の複雑な環境下では，自動運転車両側だ
けではセンシングできない死角が増え，交差点手前で交差点内の安全が確認できるまで停止／徐行することになり，交
通流に影響を与えるおそれがあるというものがある．2019年度及び2020年度における研究開発では，交差点周辺の
センサ等からの車，歩行者などの物標情報の収集及び自動運転車両への配信制御などの要素技術の机上検討及びフィー
ルド実証を実施した．2021年度においては，緊急走行車情報や信号予定情報といったより広範な情報への対応，多様
なユースケースにおける中域配信への対応を行うとともに，実用化に向けた中域サーバの負荷検証や配信効率等の検証，
中域配信システムの有効性評価を実施した．またそれらの成果を踏まえ，V2N中域情報配信を検討する事業者向けの
中域サーバ実装ガイドラインを策定した．

キーワード：V2N，V2X，中域配信システム，緊急走行車両情報，信号予定情報，PULL／PUSH配信
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り深掘りした検証を実施した．

2.1. 配信に係る技術の拡張・応用に関する検討
中域の配信では，ユースケースに基づき，情報ごと

にその即時性の要否や有効な配信範囲を精査し，配信
方法を検討する必要がある．本研究開発では，上記に
加え，配信方式（PULL／PUSH）の特性を考慮して，
実証実験において各配信情報に適用する配信方式，通
信プロトコル，配信エリア，配信頻度について検討した．
（1）想定ユースケースに対する配信手法の検討

まず，今回配信対象とする各情報について，想定す
るユースケースとそれに求められるリアルタイム性を
表１のように整理し，表２の配信方式の特性と照らし
合わせて，適切な配信方式を検討した．

車線別道路情報や降雨情報に関しては，更新頻度が
低いため，配信先の車両が必要な時に必要なタイミン
グで取得するPULL方式が適切である一方，緊急走行
車情報や信号予定情報は，情報に対し即座に対応する
必要があるため，サーバ側から車両に必要な情報を配
信するPUSH方式が適切であるという整理を行った．
特にPUSH方式においては，個々の車両に高頻度で

配信することでデータ量の増加が見込まれるため，本
研究開発では緊急走行車情報と信号予定情報を中心に
検討を行った．なお，信号予定情報については，距離
指定方式と交差点指定方式の２つの配信方式を実装し
た．
（2）中域配信で用いる通信プロトコル

中域配信で用いる通信プロトコルは，MQTTを採
用した．MQTTプロトコルはPublish／Subscribe型
のモデルを採用し，シンプルで軽量，高速かつライブ

ラリが豊富であることが特徴であり，多数のデバイス
の間で，短いメッセージを頻繁に送受信することを想
定して作られたプロトコルである．また，Topicによっ
て配信の振り分けが容易であること，IoTでの利用実
績が豊富である点など，他のプロトコルと比較して優
位点が多くあり，本実証に最適であると考えられるた
め採用した．また，QoSの設定により，クライアン
トとブローカ間の到達保証を設定することも可能であ
る．MQTTを用いた中域サーバのシステム構成図を
図２，ソフトウェア構成図を図３に示す．

（3）中域サーバアプリの構成検討
PUSH配信では，各車両の位置情報に基づき近傍の

情報に絞り込んで配信を行うため，中域サーバアプリ
を実装した．車両ごとに検索する内容が異なるため，
車両１台につき１アプリが起動する構成とした．この
構成を採用することにより，また，情報の更新から配
信にかかる遅延を削減するため，１秒ごと（パラメー
タ変更可）にサーバ側から情報を配信し，MQTTの
Topicは車両ごとにユニークな値とした．実装には
JavaのSpring�Frameworkを採用した．
（a）緊急走行車情報

緊急車両に関しては，後方や見通し外からの緊急車
両の接近にリアルタイムで対応する必要がある一方，
遠方にあるものは車両の走行に影響しない．そのため，
図4のように，車両の周囲一定範囲内の緊急走行車情
報をPUSH配信することを検討した．

表１　配信情報の想定ユースケース等
情報 想定UC リアルタイム性

降雨情報 手動運転へのハンドオーバ／アンダーパスを
回避（ルート変更） 低

車線別道路交通
情報

中域・広域での渋滞・規制を回避（ルート／パ
ス変更）／渋滞末尾を確認し事前減速 低

緊急走行車情報 緊急車両の接近を感知し徐行・停車 高

信号予定情報 ジレンマ回避／信号機が死角になる場合の
補助／最適なルート・速度の調整 中・高

表2　各方式での配信に適した情報の特徴

配信方式 適した情報
利用シーン

適した
情報種別

配信情報の
リアルタイム性

PULL方式
:ユーザのリクエストに
応じ情報を配信

広範囲かつ多量な情報
から必要な情報を受け手
が選択して活用する場合

静的情報
準静的情報
準動的情報

低

PUSH方式
:配信側から対象とな
る車両に情報を配信

イベントの発生時や早
い周期で情報を配信し
たい場合

動的情報 高

図2　中域サーバ システム構成図
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アプリ
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図3　中域サーバ ソフトウェア構成図
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（b）信号予定情報（距離指定方式）
信号予定情報の配信は,�逆光や遮蔽などにより信号

灯色を目視で確認できない場合や,�事前に情報を受信
することにより,�交差点でのジレンマ回避や効率の良
いルートプランニングやグリーンウェーブ走行を支援
すること等を想定して検討された．距離指定方式では
通信トラフィック削減のため，図5のように配信車両
の進行方向の矩形内に絞り込んで信号予定情報の配信
を行う．

（c）信号予定情報（交差点指定方式）
交差点指定方式は，交差点ごとに信号予定情報の更

新タイミングでPUSH配信し，図６のように車両側で
自らの進行ルート上及び分岐ルート上の交差点を指定
して信号予定情報を受信し続ける方式である．
車両が新たに交差点を指定した場合，過去に配信さ

れた信号予定情報の最新のものを配信する．また，不
要になった交差点は受信を停止する．

この方式は以下のように実現した．情報源サーバか
ら中域サーバに配信された信号予定情報は，各交差点
を識別する交差点IDをTopicとしてPublishする．車

両がSubscribeを開始したときにMQTTのRetain機
能で即時最新情報を配信し，車両がSubscribeしてい
る間は，情報が更新されたタイミングで配信される．
この方式では，車両側で情報が必要な交差点を指定

する必要があるが，サーバ側の車両ごとの処理がない
ため，サーバ負荷が軽減される．また，配信タイミン
グがSubscribe開始時と信号予定情報の更新タイミン
グごとになるため，配信頻度を削減し，通信量の低減
も可能である．

2.2. 実用化時システム構成の実現性検討
中域配信システムの実用化に向けて，中域サーバの

負荷検証及び通信トラフィック検証を行い，中域配信
システムの有効性評価を行った．
（1）PUSH配信に際してのサーバ負荷検証

模擬緊急走行車情報や信号予定情報を車両へ配信す
る際の中域サーバの負荷検証を，配信車両台数に基づ
いて，表３の構成を用いて実施した．

2.1節（3）で述べたとおり，緊急走行車情報と信号
予定情報の距離指定方式においては，車両１台ごとに
サーバアプリを１台起動する実装とした．しかし，リ
ソースの消費が激しく，本環境においては70台より
多いサーバアプリの起動時，CPUの不足によりそれ
以上の起動が不可能となった．これは，１台ごとに１
アプリが起動していることのほか，アプリごとに
Spring�Frameworkが動いていること，アプリそれぞ
れが１秒ごとに配信処理を行っていることなどの原因
が考えられる．
それに対し，信号予定情報の交差点指定方式は，前

述の要因が排除されているため，距離指定方式に比べ

図5　信号予定情報の配信手法（距離指定方式）

配信先車両

1km

1km

配信範囲

➢配信頻度：1秒間隔
➢配信範囲：1km四方（パラメータ変更可）

【信号予定情報】

図6　信号予定情報の配信手法（交差点指定方式）

配信先車両

➢配信頻度：信号予定情報の更新タイミングごと

【信号予定情報】

表3　検証用サーバのスペック一覧
サーバ名称 vCPUコア数 メモリ（GB）
DBサーバ 4 16

外部連携サーバ 2 8
中域アプリサーバ 8 56

MQTTサーバ 4 16

表4　中域サーバ配信時のCPU／メモリ使用率

負荷検証
処理遅延検証

（平均）

中域サーバ
CPU最大

使用率

中域サーバ
メモリ最大

使用率

MQTT
サーバ

CPU最大
使用率

MQTT
サーバ

メモリ最大
使用率

70台へ同時に配信

【
配
信
方
式
】

模擬緊急車両位置情報 
距離指定 46.58％ 58.14％ 2.75％ 2.42％

信号予定情報
距離指定 50.19％ 58.02％ 8.77％ 2.47％

信号予定情報
交差点指定 3.23％ 2.38％
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図4　緊急走行車情報の配信頻度及び配信範囲

配信先車両

300m

配信範囲

➢配信頻度：1秒間隔
➢配信範囲：半径300m
【緊急走行車情報】
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サーバ負荷が軽減された．MQTTサーバにおいても，
サーバ負荷の増加は見られなかった．車両70台へ配
信した際のCPU／メモリ使用率を表4に示す．
（2）PUSH配信に際しての通信トラフィック検証

中域サーバから車両へPUSH配信する際の配信方式
の違いによる通信トラフィックの差を机上検証した．
このとき，検証対象として，距離指定方式と交差点指
定方式の両方を備えている信号予定情報を採用した．
表5に示すとおり，配信交差点数が同じ場合，距離

指定方式は情報の更新が遅延しないよう高頻度で配信
するのに対し，交差点指定方式の配信頻度は信号予定
情報の更新時のみになるため，配信データ量を100分
の１以下に減らせることがわかった．したがって，通
信トラフィックの観点では，交差点指定方式が有利で
ある．

（3）配信システムの実現性検討
中域配信システムの実用化に向けて，より大規模で

配信するために必要となる中域サーバ費用を算出し，
その実現性を考察した．
2.2節（1）の算出結果をもとに，仮にマイクロソフ

ト社のAzureのサーバを用いたときの，車両に配信す
る場合のコスト試算をした．表６に示すとおり，交差
点指定方式の配信車両１台あたりのコストは，距離指
定方式に比べ100分の１以下に抑えられることがわかっ
た．

2.3. 実用化に向け具備すべき機能等の考察
将来的に全国展開することを見据え，大規模エリア

への情報配信の実用化に向けた検討を行う場合に，考

慮すべき機能や課題となる点についてまとめた．
（1）要件の見直し

配信車両一台あたりのコストを更に下げるためには，
より効率的な配信に向けた諸要件（配信手法／機能配
置等）を見直す必要がある．今回のサーバ負荷検証に
より，各情報とも配信先車両ごとの配信制御はサーバ
の負荷が大きいことが判明した．そのため，例えば，
信号予定情報であれば交差点を基準とする交差点指定
方式，緊急走行車情報であれば，図7のように配信先
車両ではなく，緊急車両を基準に周囲一定範囲内を走
行する車両へ配信するなど，ユースケースも含めた配
信方法の見直しを行う必要がある．

（2）実装を見据えたシステムの構築
大規模配信を見据えた中域配信システムの構築のた

めには，全体システムアーキテクチャの検討が必要で
ある．例えば，図8のように複数配信サーバから空き
サーバを指定する機能の追加，アプリケーションの最
適化によりリソースの効率化を図る，冗長性やセキュ
リティなどの非機能要件を実装するなど，可用性，ス
ケーラビリティを見据えた更なる検討が必要である．

（3）中域サーバ実装ガイドラインの策定
本研究開発の成果を踏まえ，中域サーバを構築・検

討する際にあらかじめ検討が必要な事項を取りまとめ
るとともに，V2Nの仕組みを活用して車両に中域の

表5　信号予定情報 通信トラフィック量机上検証結果

車
両↑

中
域
サ
ー
バ

配信手法
配信

交差点数
（箇所）

配信
頻度

配信先
車両台
数（台）

1時間あ
たり通信
回数（回）

1時間あた
り配信デー

タ量
信号予定

情報
（距離指定）

12
（1km2） 1秒

258
（※）

928,800 約2.79GB

信号予定
情報

（交差点指定）
12

120秒
（信号サ

イクル長）
7,740 約9.68MB

※東京都の1km2あたりの平均車両台数 2022年度算出

表6　対応可能な台数と１台あたりのサーバ費用試算

情報
Azure D96ads v5

1構成（1台）で
対応可能な台数

車両1台あたりの
サーバ費用

緊急走行車情報
信号予定情報（距離指定） 車両約840台分 188円/月

信号予定情報
（交差点指定） 車両約88,800台分 1.78円/月

図7　緊急走行車情報を基準に周囲一定範囲内を走行する
車両への配信方式案

【緊急車両位置情報】

300m
配信範囲

➢配信頻度：情報源の情報更新時
➢配信範囲：半径300m（要検討） 車両ごとに配信範囲を制御する

ことはできず，固定となる 周辺に緊急車両がいない車両
に対しては，配信されない

図8　空きサーバを活用可能とするための複数の配信サーバ指定案

情報源サーバ

配信サーバ（A）

CLアプリ CLアプリ

交差点ID・エリア 配信情報

配信サーバ（Z）空きサーバ指定機能

空きサーバ指定機能で，配信サーバを選択
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情報配信を検討する事業者向けの中域サーバの情報配
信に係る実装ガイドラインを策定した．事業者として
は，例えばOEM，コンテンツプロバイダ等が考えら
れる．

終わりに

2021年度の研究開発では，中域配信システムの全
国での利用・展開を見据え，配信に係る技術の拡張・
応用に関する検討と大規模な実証実験を通じた評価を
実施した．
今後は，本研究開発成果の実用化に向けた動きを加

速化するとともに，本研究開発を通じて得られた知見
を，ガイドライン等を通して様々な分野で展開・活用
を行っていきたいと考えている．
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